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写真 1.1.3 は、滋賀県大津市の民家の屋根の様子であるが、冬期の早朝には、このような屋根瓦へ

の表面結露が毎日のように見られる。一度の結露量は少なくても、毎日のように繰り返されるこ

とで、十分な水分供給源となることもあり得る。このような、瓦が実際に使用される温熱環境と

水分供給経路に着目した研究は、あまりなされていない。材料物性と使用される環境の両方の影

響を定量的に把握することができれば、環境条件に適した材料物性の改良を行うことや、材料物

性から使用可能な環境条件を推測することができ、粘土瓦を用いた屋根の劣化が抑制され、耐久

性が向上すると考えられる。 
 

1.2. 既往の研究 

1.2.1 瓦及びセラミック材料の耐寒性に関する研究 

粘土瓦は、原料となる土の産地により性質が大きく異なり、配合土の粒土組成や焼成温度によ

っても異なる物性をとり、耐寒性（耐凍結融解性）にも影響することが報告されている。 
日本国内で瓦の生産が多い地域は、一般に愛知県（三州瓦）、兵庫県（淡路瓦）、島根県（石州

瓦）の３ヶ所である。国内における瓦の出荷数量のうち半数以上を占める愛知県[1-11]では、常滑

窯業技術センターを中心に瓦に関する種々の研究が進められている。本研究に関連する「耐寒性」

をキーワードとする研究は比較的少ないが、昭和 50 年代に、島村ら[1-12]により原料組成と耐寒

性の関係、永柳ら[1-13]により寒冷地向きの原料土の配合、山本ら[1-14]により耐寒性の評価法に

ついて、それぞれ研究報告がなされている。愛知県に次ぐ出荷数量を持つ島根県においても、昭

和 54 年に石飛[1-4]らが凍害に関する研究報告を行っており、各種瓦の凍害に関する実験データか

ら、粘土瓦内部で凍結による応力が発生すると、ラミネーションに並行な方向に破壊を受けるこ

と、凍結破壊が亀裂から始まり剥離に進んでいくことを示した。香川県では、中原ら[1-15]は、粘

土瓦の粒度分布と気孔分布の関係が耐寒性に及ぼす影響について示しており、細孔半径 1.0～1.35
mμ の気孔が耐寒性と関連があると推測している。近藤ら[1-16]は、粘土瓦の粒度組成を基本に研

究を行った結果、粘土分が多い素地、シルト分が多い素地等、粒度組成にかたよりのある素地は

耐寒性に劣り、範囲の広い粒度組成を持つ素地が耐寒性に優れていることを示している。 
粘土瓦の原土、製造工程、種類ごとの特性に関しては、田中が「粘土瓦ハンドブック」[1-17]

にまとめており、粘土瓦の凍害と耐寒性向上の章では、気孔の大きさや分布、飽和係数と耐凍害

性の関係や、それらの物性に与える素地の粒度分布や成形方法の影響について説明している。ま

た、経験的に瓦の表裏面での温度差が大きい場合や、台所や浴室の屋根など瓦が吸湿しやすい場

合には凍害を受けやすいことを述べている。素木は「建築用セラミック材料」[1-18]において、粘

土瓦を含む一般の焼成セラミック材料について種々の凍結融解試験の結果から、凍害のメカニズ

ムや耐凍害性に影響を与える気孔径等の因子について説明しており、実際の環境条件下で徐々に

進行する凍結過程と凍結融解試験における過冷却に続く急激な凍結過程では、氷の形成により材

料内部に発生する圧力状態が異なることなどを指摘している。 
Wardeh, Perrin ら[1-19][1-20][1-21]は焼成粘土質材料を用い、凍結融解サイクル試験を通して多

孔質材料内における氷の形成のメカニズム、また測定されたひずみを用いて凍結過程に生じる内

部応力を計算し、試料の物性が凍結融解サイクルに対する抵抗に及ぼす影響を示している。 
これらの研究では、瓦の細孔構造や凍結時に生じる内部応力、瓦の強度、凍害の性状について
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検討を行っているが、瓦が実際におかれる環境条件や凍結を生じる主要な要因である水分の浸透

経路について検討された例は少ない。 
 

1.2.2 建築材料の凍害に関する研究 

建築材料の分野では、特に建築・土木構造物の主要な構造材料として用いられるコンクリート

に関して、凍害の原因とメカニズムの解明について多くの研究がなされている。 
凍害のメカニズムについては、コンクリート中の水の凍結に伴う体積増加の結果引き起こされ

る不凍水の移動から不凍水圧が生じ、組織が破壊されるとした T. C. Powers の水圧説[1-22]が知ら

れている。国内では、コンクリートの細孔構造を考慮し、細孔径に依存する凝固点降下現象を取

り入れることで凍結温度の影響を説明した鎌田の凍害理論が示され[1-23]、桂は、凍害の原因とな

る不凍水圧の発生を過冷却現象下にある水が凍結する際の急激な氷晶の成長により説明する凍結

機構を提案している[1-24]。これらの研究では、材料内部の凍害メカニズムが詳細に検討されてい

るが、変動する気象条件下での影響については考慮されていない。 
コンクリート以外の外装材料に関しては、吉野ら[1-25]が、窯業系サイディングについて 10 年

間の屋外暴露試験と促進凍結融解試験を行い、暴露環境と耐凍害性の関係について明らかにし、

環境要因の定量化を図っている。 
 

1.2.3 凍結・融解過程を含む多孔質材料の熱水分移動に関する研究 

多孔体における結氷問題については、主に化学分野で多孔体内の毛管水の凝固点降下のメカニ

ズムを説明する種々の理論が展開されている（例えば Defay[1-26]、樋口[1-27]など）。 
松本は、凝固点温度の低下現象は、多孔体における固相・液相・気相水分の平衡を想定するこ

とで説明可能であるとし、水分の状態や相に関係なく用いることができ、固体内の水分状態を統

一的に記述することができる化学ポテンシャルと多孔体内における凝固点降下の関係を導出し、

解析法を示した[1-28]。高ら[1-29]は土壌（Leda Clay）、岩前ら[1-30]は積雪における 0℃以下のポ

テンシャルと液水含水率関係を実験によりそれぞれ求めた。松本・馬は土壌における数値解析を

行い、これらの基礎理論の適用可能性を示した[1-31]。さらに、鉾井、畑野、筆者らは、グラスフ

ァイバーボード [1-32]、ALC [1-33]、Leda Clay[1-34]、レンガ[1-35]等の建築材料について、周辺

環境の影響や熱水分物性値の影響を検討している。 
これらの解析においては、おもに単体の材料についての検討がなされており、本研究で対象と

する瓦のように主に防水を目的とする表面仕上げ層が内部の水分蓄積と結氷性状に与える影響に

ついて検討された例は少ない。実環境下において仕上げ層は水分浸透に影響を及ぼし、瓦内部の

水分蓄積とその耐寒性に大きく関係するため、実環境下での検討を行う際には仕上げ層も含めて

考慮する必要がある。 
 

1.3. 本研究の目的 

本研究の目的は、瓦の材料特性を把握し、水分移動と凍結・融解過程時の性状について定量的

に明らかにした上で、温暖地における瓦の凍害の可能性を示すことである。 
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(1) 表面仕上げ層をもつ粘土瓦の水分移動特性の把握 

粘土瓦の気相・液相水分の移動係数の測定を通して、表面仕上げ層をもつ材料の水分移動特性

を把握する。さらに、数値解析により外部から液水が供給された場合の瓦内部の含水状況を明ら

かにする。また、仕上げ層をもつ材料の液相水分移動係数の測定については、試験方法の提案も

合わせて行う。 
 

(2) 粘土瓦内部での凍結・融解過程の把握 

従来の試験法とは異なる凍結融解試験を行い、種々の条件下での劣化性状を確認する。また、

変動する環境下における粘土瓦内部の温度と含水状況を数値計算により明らかにし、毛細管現象

による凝固点降下をふまえ結氷の有無と量を把握する。数値計算においては、既往の凍結・融解

を考慮した熱水分移動解析において取り扱うことが困難であった、材料内部が水と氷で飽和する

状況の取り扱い方を述べる。これにより、凍結融解試験では把握しきれない材料内部の結氷性状

を知る一助とする。 
 

(3) 温暖地における瓦の凍害の可能性 

凍害というと、外気温が氷点下になる積雪寒冷地に特有の現象であると考えられがちであるが、

関西や東海地方など日本国内では比較的温暖な地域でも実際に生じる場合がある。温暖地の気象

条件下での数値解析を通して、放射冷却による温度低下、結露と降雨による水分浸透を定量的に

検討し、瓦内部で結氷が生じるプロセスと環境条件を明らかにする。 
 

1.4. 本論文の構成と概要 

本論文の構成を図 1.4.1 に示す。 
第１章では、研究の背景と目的、既往研究の要点と本研究の着眼点、論文の構成について述べ

る。 
第２章では、文献調査、実地調査・ヒアリングにより、粘土瓦の劣化の実態と性状を明らかに

し、劣化性状の分類を行う。また、劣化促進試験により凍結により粘土瓦が破壊されることを確

認する。これらにより、第３章以降の実験・数値解析における課題を把握する。 
第３章では、特に水分に関する性質に着目して、粘土瓦の物性値の測定を行う。水分容量に関

しては、平衡含水率と高湿域でのポテンシャル－含水率関係の測定を行い、低湿域から高湿域に

わたる平衡関係を明らかにする。水分移動抵抗に関しては、水分仕上げ層と材料実質部の水蒸気・

液水両方の移動係数の測定を行う。 
第４章では、第３章の液相水分の移動係数測定において問題となる空気の影響について、その

メカニズムと数値解析による影響の定量化を試みる。 
第５章では、既往の三相系熱水分同時解析理論について述べた後、測定された粘土瓦の物性値

を用いて、数値解析に適用する移動係数の推定方法について説明する。また、従来取り扱いが困

難であった飽和付近の高含水率域での計算方法についても述べる。第６章以降の数値解析は、す

べてこの数値解析理論と計算方法に基づいて行われる。 
第６章では、実験室と屋外環境で粘土瓦の水分浸透実験を行い、仕上げ層をもつ材料における
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水分の浸透性状を把握する。また、凍結・融解を生じない条件下での水分移動解析を行い、仕上

げ層の水分移動抵抗と実質部の水分移動速度の影響を検討する。 
第７章では、瓦が実際に使用される温暖地の気象条件下において、放射冷却と表面結露、降雨

の影響も含め、屋根瓦の凍結可能性と頻度について数値解析による検討を行う。また、表面の仕

上げ層の影響や周囲の環境条件が瓦の凍結・融解過程に与える影響を明らかにする。 
第８章では、本論文の総括と今後の課題について述べる。 
 

 

図 1.4.1 本論文の構成 

第 5 章 

凍結・融解過程を考慮した 

熱・水分移動の基礎理論 
 

・凍結・融解過程の水の性質 

・材料内における熱水分移動 

・表面における熱水分移動 

・数値計算手法 

・解析に用いる物性値の整理 

第 3 章 

粘土瓦の材料特性に関する 

実験的検討 
 

・基本物性 

・水分容量の測定 

・仕上げ層を含めた水分移動係数測定

第 1 章 

序論 

第 2 章 

瓦の劣化性状に関する調査 
 

・文献調査      ・フィールド調査 

・ヒアリング調査 ・促進劣化試験 

第 7 章 

温暖地における 

屋根瓦の凍結融解過程に関する検討 
 

・結露の量と頻度の定量化 

・気象条件下での凍結融解過程の解析 

・表面仕上げ層、材料内水分移動速度の影響 

・環境温湿度の影響 

第 8 章 

総括 

第 4 章 

瓦の水分移動における 

空気の影響 
 

・空気のモデル化 

・数値解析 

検討課題の抽出

第 6 章 

表面仕上げ層をもつ 

粘土瓦における水分移動 
 

・水分浸透実験と解析 

・物性値と降水の影響 
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2.1 はじめに 

粘土瓦は飛鳥時代に日本国内で初めて製造され、施工や実用上の観点から形状が工夫され、品

質の向上を目指して製造技術が発達してきた。明治時代には一般にも普及し、明治から大正にか

けては従来の人力による製造から機械による土練、成形が行われるようになり、トンネル窯での

連続焼成により大量生産が可能となった[2-1][2-2]。製造技術の発達とともに屋根に求められる防

水性や強度、耐寒性等に関する研究が行われ、品質の向上が図られてきた。特に、瓦の劣化の主

要な要因とされる凍害については、昭和 50 年代に数多くの研究報告がなされ、種々の凍結融解

試験により原料の配合や粒度調整の方法、凍害を受けにくい瓦の性質等が明らかになってきてい

る。それにもかかわらず瓦の凍害は現在も起こっている現象である。それと同時に、実際に使用

される環境下での劣化性状は、実験室実験により確かめられた性能とは必ずしも一致しない。 
本章では、既往文献や実地での調査を通して、屋根瓦の典型的な劣化性状を明らかにし、次章

以降で取り上げる課題を抽出することを目的とする。 
2.2 では、粘土瓦の劣化に関する既往の研究を整理し、劣化に影響の大きい材料特性や環境条

件の知見を得る。2.3 節では、京都市における瓦の劣化性状の調査について述べる。ここでは、

各種要因と屋根瓦の劣化との関係を把握する有力な手段の一つとして、実在の屋根瓦の劣化性状

を広域に亘って調査することとする。2.4 節では粘土瓦の製造者・施工者へのヒアリング調査を

行い、調査で得られた情報の補完を行う。2.5 節では凍結融解をともなう促進劣化試験を行い、

実際に凍結により瓦が破壊される様子を確認する。2.6 節では、以上の調査や実験結果をふまえ

て被害の系統的な整理を行い、瓦の劣化に影響を与える材料と環境要因を抽出する。 
 

2.2 粘土瓦の劣化性状に関する文献調査 

平成 3 年に発行された「建築材料等の耐久性に関する標準化のための調査研究総括報告書」[2-3]
によると、気象条件下に曝される外装材料の劣化要因としては、紫外線や酸性雨による化学的劣

化、熱膨張・収縮や乾燥・湿潤、凍結・融解などによる物理的劣化、カビ菌・腐朽菌、藻類等に

よる生物的劣化、ばい煙・じん埃等による劣化などがある。これらの要因の中で、瓦と同じセラ

ミック材料である陶磁器タイルについては主に物理的劣化因子の影響を受け、亀裂や破断、ひび

割れ、剥離等の劣化現象を引き起こす可能性があるとされている。物理的因子以外では、藻類等

の生物的因子、ばい煙・じん埃による汚れが劣化現象として挙げられている。 
粘土瓦を含む建築用粘土製品の劣化や耐久性について要求される性質として、素木は風化に対
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する抵抗性、繰返し凍結に対する抵抗性（凍結融解試験後の強度の保持）、白華の原因となる可能

性のある可溶性塩類の量、雨やほこりで摩耗されない硬度、等を挙げている[2-4]。特に凍結によ

る害については、自然の破壊現象のうち最も大きな害を建築物に与えるものとしている。 
ここでは、凍害とそれ以外の要因に分けて、既往の文献から粘土瓦の劣化性状について考察を

行う。 
 

2.2.1 粘土瓦の耐寒性および凍結・融解性状に関する報告 

(1) 積雪地での瓦の劣化形態に関する報告 

五十嵐[2-5]は、若狭湾沿岸地域での降雪による被害の一つに瓦の破損を挙げ、破損した瓦の形

状を３つの型に分類している（表 2.2.1）。このうち表面剥離型は瓦内部の水分が凍結したものと

して凍結実験を行っているが、舞鶴地方で使用される瓦の強度が高いこともあり、微小な亀裂が

入る程度で大きな破損には至らないとしている。切断型と混合型は瓦の外部からの力によるもの

であり、若狭湾沿岸地方は湿った雪が大量に降ること、屋根に積もった雪は日中に一部が解け雪

を湿らせること、夜間から早朝にかけて気温が下がると積雪の下層部が完全な氷となり瓦へ局部

的な力を与えること、雪がなければ瓦の乾燥化が進み凍結しにくいこと、を原因に挙げている。 
 

表 2.2.1 凍結による破損形状の分類（五十嵐） 
破壊形状の種類 性状 

表面剥離型 

・主として瓦の表側に起こり、瓦の面から 1～2mm 深さで片鱗状に剥離 

・発生率は少ない 

・気孔中に含まれた水分の凍結により微小破壊を起こしたものが年数と共に累加 

完全切断型 ・曲げモーメントのような形式の力が作用し、大きな破壊が生じる 

切欠剥離混合型 

・必ず瓦の側面に起こる破壊で、小湾曲部周辺から側部にかけて発生 

・切断と剥離が共に生じており積雪の凍結と重みにより生じた可能性 

・被害としては最も多い 

 

(2) 飽和係数と吸水率に関する報告 

粘土瓦の凍害に対する抵抗性（＝「耐寒性」）は古くから重要な課題とされており、多くの研究

がなされているが、中でも、凍害の安全範囲となる飽和係数と吸水率、吸水方法について議論し

ているものが多い。 
飽和係数とは、材料の空隙容積(B)に対する、材料が自然の状態で吸水する水の容積(C)の比(C/B)

を指す[2-4]。ただし、空隙容積の求め方には煮沸法、加圧法、真空法などにより浸入した水分量

から計算する方法があるが、それぞれの方法や吸水時間によって浸入する水分量が異なる場合が

あるため、飽和係数の取り扱いには注意が必要である。素木は「建築用セラミック材料」の中で、

屋根瓦については煮沸による吸水により飽和容積を求める方法がよいという S. Robert の報告と、

凍害に対する抵抗性は気孔の大きさと分布状態によるものとし、直径 0.84[μm]以上の気孔が容積

で 32%以上あれば凍害を受けず、そのためには原料坏土（注 1）の粒径は 11～38[μm]を多くする

とよいとした Winkler の報告を紹介している。 
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太田[2-6]は、日本国内各地で製造された瓦約 120 種類を対象に、試料を 48 時間静水に浸せきさ

せて吸水率と飽和係数の測定および凍結融解試験を行った結果、見かけ気孔率（注 2）20%以下

のものは耐寒性にすぐれること、飽和係数が 0.45～0.5 の範囲内が最も安全であることを指摘して

いる。 
 

(3) 原料土、製造方法、素地の気孔率に関する報告 

耐凍害性と粘土の種類や瓦の製造方法の関係についても諸説ある。「建築用セラミック材料」で

は、粘土の種類によっては硬く焼成しても凍害を受けない素地を作ることはできないことや、粘

土の採取箇所によって、凍害を受けるものと受けないものがあることが述べられている。 
香川県工業技術センターでは、中原ら[2-7]が香川県産粘土を原料として粒度組成と焼成温度の

異なる試料を用いて吸水率、飽和係数、みかけ気孔率、気孔径分布の測定と耐寒試験を行い、細

粒分が多くなるほど吸水率が小さくなること、焼成温度が高くなるにつれ細孔容積の総量が減少

することなどを明らかにした。近藤ら[2-8]は香川県産粘土を原料とした同様の測定を行い、焼成

温度が高くなるほど吸水率と飽和係数が小さくなり、耐寒性にすぐれた素地となることを確認し、

その原因は焼成温度が高くなると原料粘土中に含まれる長石が溶融し、大気圧下で水が浸入し得

ない小さな気孔が生成されるためとしている。また、粒度組成に関しては組成の偏りが少ないこ

とが重要であり、耐寒性に密接に関係するラミネーション（注 3）については粘土分が多いほど

発生しやすく、63μm を超える粒子を多く有するものはラミネーションが発生しにくいとしてい

る。 
愛知県常滑窯業技術センター（現：愛知県産業技術研究所常滑窯業技術センター）では、島村

ら[2-9]が愛知県三河産の原料粘土 71 種類について、素地の諸性質の測定と焼成後の凍結融解試験

を行い、吸水率と粒度分布が耐寒性に強く影響すること、粒度 5～63μm のシルト領域に入る粒子

の含有率が高いほど耐寒性は向上することを明らかにした。永柳ら[2-10]は、寒冷地向き粘土瓦の

開発を目指し、耐寒性向上と輸送コスト低減のための軽量化を目的に、粒度組成の異なる土を調

合して各種物性測定と凍結融解試験を行い、5μm 以下の粘土分が多い試料は成形時のラミネーシ

ョンが原因で貫入、剥離が発生することや、5～63μm の土を多く配合すると耐寒性が向上するこ

と、坏土を再粉砕して湿式分級などの前処理を行うことで従来品より 12%の軽量化が実現できる

ことなどを述べている。 
山本ら[2-11]は、真空土練機を使用すると耐寒性が低下するのは、主として機械の構造に起因す

るラミネーションによるものとしている。石飛ら[2-12]によれば、ラミネーションは、粘土を主体

とする練り土が真空土練機から瓦の曲率を持った板として押し出される際に、板の両表面に垂直

な圧縮応力を受け、練り土内の粘土粒子が横方向（圧縮方向に垂直な方向）に流れることで形成

される。そのため、粘土瓦はラミネーションの方向に平行な引張り応力には強く、垂直な引張り

応力には弱いという強度の異方性を持ち、粘土瓦の内部で凍結による圧力が生じれば、まず弱い

部分であるラミネーションに平行な方向に破壊が生じるとしている。 
 

(4) 耐凍害性評価方法に関する報告 

耐凍害性を評価する方法についても、種々の提案がなされている。耐凍害性を直接試験する凍

結融解試験（凍害試験）は、材料に吸水させてから低温環境下で凍結させ、常温水中で融解させ

る過程を繰り返して材料が破壊するかどうかを確認する方法であり、粘土瓦の工業規格である JIS 
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A 5208 にも規定されている（注 4）。 
しかし、このような凍結融解試験と実環境における凍結融解性状が異なることや、試験時の吸

水方法や冷却速度によっても結果が異なることが、多くの研究者から指摘されている。 
中村ら[2-13] [2-14] [2-15]は、珪藻土断熱煉瓦や粘土瓦素地、陶器素地、タイル素地について、

試料中を熱流が一次元に流れる一次元冷却法と、試料周囲全面から冷却される三次元冷却法での

凍結融解試験を行い、凍害破壊の性状を比較している。これによると、凍害破壊の亀裂は三次元

冷却法の場合には無秩序に入るが、一次元冷却法では冷却方向に直角に層状に剥落するように入

り、実際のセラミックの凍害破壊性状に近い。粘土瓦は材料中にラミネーションや粒子の配向な

どによる極端な強度の異方性があるため、組織体内で氷の発生に伴う圧力が生じれば、強度的に

最も弱い方向（加圧成形方向と直角方向）に最初に亀裂が入る。凍結融解回数が同じであれば、

一次元冷却法の方が損傷は著しい。三次元冷却法では冷却速度が速い方が凍害を受けやすく、一

次元冷却法では冷却速度が遅い方が凍害破壊を生じやすい、などの知見が得られている。 
凍結融解試験と実環境下での凍害性状が異なる理由としては、過冷却の影響も指摘されている

[2-4]。実験室における人工的な条件の下では、氷の生成を促進させる核としての氷の微細結晶が

空気中に存在せず、水は過冷却された状態となって凍結温度に到っても凍結しないことがあるが、

いったん氷が生成されると急激な凍結が起こる。実際の外部環境では、空気中には常に微細な氷

片が存在するため、材料中の水は凍結温度に達するとただちに凍結し始めるということである。

過冷却の場合は、素地は衝撃を強く受け破損しやすい。 
山本ら[2-16]は粘土瓦の JIS による凍害試験では異常が認められない場合でも実際に施工する

と凍害が発生することもあることから、JIS の試験方法よりも時間を短縮しながら、耐凍害性を

適切に評価する手法を検討している。凍害の程度を判断する指標としてヤング率の減少に着目し、

目視による判断と凍害発生までの凍結融解回数との関連を調べている。また、冷却時間、冷却温

度、試験前の吸水方法（減圧給水の圧力）、１次元と３次元冷却などの試験条件による差について

も検討し、吸水時の減圧が大きすぎると全体的に早く凍害が発生し、瓦の耐凍害性の優劣がつけ

にくいことや、低圧での吸水や１次元冷却凍害の発生を確認するまでに多くのサイクル数を必要

とし試験時間が長くかかることなどから、試験前は 500mmHg で減圧給水し、試験は－40℃で３

時間冷却（三次元）後、常温で１時間給水させる方法を提案している。 
耐凍害性の直接試験は時間・費用がかかるため、凍害に関連の深い材料の諸特性値によって迅

速・簡便・低廉な間接評価を行う試みもなされている。中村ら[2-17]は、吸水率、見掛け気孔率、

水蒸気吸着率、曲げ強度、毛管飽和点含水率及び気孔径分布等の諸物性をパラメータとして、凍

結融解試験（直接試験）を行い、凍害感受性の多重回帰による相関分析を行っている。その結果、

粘土瓦の凍害感受性の間接評価に対する最も有力な材料特性因子は、試料の内表面積であるとし、

内表面積の目安となる 45%RH 下での水蒸気吸着率、吸水率、見掛け気孔率から凍害指数を求め

ている。 
 

(5) 使用環境下での凍害性状に関する報告 

素木[2-4]は、外部環境では凍害の度合は材料が曝されている温度と降雨の状態に左右され、特

に強い雨に続いて苛酷な霜の作用が重なると凍害はひどく、氷点近くで温度の変動があると連続

して温度が下がっていくときよりも凍害の危険性が大きくなるとしている。また、「建築用セラミ

ック材料」の中で、モスクワにおけるレンガやタイル等の粘土質焼成材料について、特に湿度の
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多い台所、風呂場、洗面所などでは水は外部に向かって移動し、外面から約 3～5mm の深さの所

に集まり、レンガやタイルは薄層または椀型に剥離すること、凍害は温度よりもむしろ飽水度と

壁面の冷却速度とに左右されることを実験により確認し、表面だけでも急激に冷却されると、徐々

にそれよりも低温に冷却された場合よりも作用は著しいとする Tscharny の報告を紹介している。 
田中[2-18]は、瓦の気孔中の水分は瓦の表面から透水するのみではなく、空気中の水蒸気が浸入

し温度低下に伴い結露・結氷を生じるとしている。また、瓦は葺き上げられた状態で全面均一に

同一温度に曝されるのではなく、上面は氷点以下の外気に曝されて氷結してその膨張圧を受け、

下面は室内からの熱を受け氷点以上の温度となり氷結しないことから、応力の不均衡で曲げモー

メントを受けることにもなり、力学的な作用を受けるとしている。これらの例として、１軒の家

で同じ瓦を使用していても、室内から熱と湿気の移動を受けやすい台所や浴室の屋根だけが凍害

を受けた例や、逆に天井の高い、例えば社寺の大屋根で室内からの暖房の影響を受けないような

屋根では、寒冷地にあっても被害は少ないといわれることなどを紹介している。 
Pels-LeusdenとBergmannはドイツ北部およびスイス地区で実際の天候のもとで瓦や煉瓦の表面、

内部、縁の部分の温度測定を行い、屋根瓦では、表面と内部の温度差が日射を受ける日中と氷結

が生じる夜間とで大きく違うこと、一枚の瓦でも位置によってその変化の程度が変わることを示

した[2-4]。この理由として、組織が不均一であることを示しており、したがって混練を十分に行

って均質な坏土としなければならないとしている。 
愛知県陶器瓦工業組合が札幌市で実施した屋外暴露試験[2-19]では、積雪時には瓦の表面温度は

積雪状態で－1～－2℃、厳冬期で－5～－10℃であり、表裏面の温度差も小さく瓦全体がほぼ一様

な温度となるため、凍害による劣化を受けにくいが、初冬期や融雪期は表面温度が－10～＋40℃
と大きく変化するため、凍結・融解の繰り返しによる応力の影響を受けやすいとしている。 
瓦全体が結氷温度以下に保たれ凍結状態が持続する場合、結氷温度に応じた量の水分が凍結す

ると、新たに水分が供給されない限りはそれ以上氷晶の成長は生じないため、氷の膨張圧による

応力を受けず、劣化は進行しない。しかし、瓦内部の水分が凍結・融解を繰り返す場合は、凍結

による膨張圧で材料の組織が（ひび割れ等の影響を受け）劣化を生じ、水の供給があればより多

くの水が材料内に浸透し、劣化を拡大するため、凍結・融解を繰り返す方が劣化が進行しやすい

と考えられる。 
 

2.2.2 その他の劣化に関する報告 

(1) 釉薬瓦の釉薬剥離 

苗、王らは、北京の紫禁城の瑠璃瓦をはじめとする中国全土の古建築の釉薬瓦について劣化性

状の調査を行い、変色、汚れ、ひび割れ、風化、釉の剥落が生じていること、中でも釉の剥落が

最も多く被害も深刻であると報告している[2-20]。釉が剥落することで、屋根面の防水と装飾機能

が担保されなくなる[2-21]。中国の瑠璃瓦は光沢をもたせるため鉛を含有した釉薬を用いているが、

鉛釉は溶融温度が低いため、瓦を焼成する際は、１度目に 1000℃以上で粘土素地がある程度焼結

するまで焼成し、２度目は 950℃以下で鉛釉を融解し、素地と釉層を一体化させるために焼成す

る。この時、素地の焼成温度が高く焼結が進みすぎていると気孔率が小さくなり、釉薬が素地に

浸入しにくくなるため素地と一体化しにくく、釉が薄くなり色と輝きを失う。焼結程度が低くな

ると気孔率が大きくなり、吸水膨張や凍害により釉層が剥離しやすくなり、素地自体の強度が低



第 2 章 瓦の劣化性状に関する調査 

 

14 
 

下する。釉層にひびが入る原因は、釉と素地の熱膨張係数が違うため釉の中で応力を生じること、

焼成後冷却する際に熱による応力を生じることとしている。ひび割れが釉層と釉薬と素地の結合

層を貫通すると、水分の浸入経路となる。釉薬厚さは薄い方が釉層と素地の熱膨張係数が近い値

となるため、ひび割れに対して有利であり、90～160μm の厚さのものの保存状態がよいとされて

いる。文化財保護の観点からは、釉が剥落した瓦素地に再び施釉して再焼成するという手法も提

案されている。これは、古建築に用いられている瓦の裏面には、当時の製造者・製造方法などの

貴重な情報が刻まれているため、これを保護し今後も使用し続けていくことが求められているた

めである。この時、釉の配合を調整し、鉛釉の輝きを保ちながら熱膨張係数を一定のレベルに低

下させること、目標とする吸水率（9～13%）を達成するため、素地の組成に適した焼成温度で再

焼成を行うことが重要とされている。 
田中[2-19]は、釉薬面の亀裂については水和膨張も原因の一つであり、釉薬と素地の適合性を検

討することが重要であると指摘している。水和膨張とは、多孔質素地が吸湿、吸水をすることに

よって容積を膨張することであり、粘土瓦は水和膨張によって釉面亀裂を興し、これにより水の

浸入が増し、凍害につながるとしている。 
 

(2) 塩害 

粘土瓦の原料土に含まれる可溶性塩類が、焼成によって分解されずに素地の中に残存し、瓦が

屋根に施工された後、浸透した雨水などに溶解し、水分移動とともに表面に移動して結晶化し、

析出する。この結晶化する際の体積膨張により剥離などを生じることを塩害という[2-4]。レンガ

やタイルのエフロレッセンスと同様の現象である。海岸部地域では、海塩粒子 NaCl の影響でこ

れに似た現象が生じることがあり、大野ら[2-22]は塩害の促進試験を行い、粘土瓦の耐塩害性を向

上させるためには、1,200℃以上で焼き締め吸水率を小さくする必要があるが、製造コストを考慮

すると、現行の焼成温度のままで撥水剤による表面処理を行うことが適当であるとしている。 
 

2.2.3 文献調査のまとめ 

凍害に関する報告を主として、粘土瓦の劣化に関する文献調査を行った。既往の研究では、粒

度組成等の原料土の性質、吸水率や飽和係数等の焼成後の瓦の性質と耐凍害性の関係について相

当数の実験や研究が行われており、その中で用いられた試験条件下での耐凍害性と材料物性の関

係については、多くの知見が得られている。 
また、瓦の凍結融解試験においては、破壊の性状や程度、破壊に到る凍結融解回数で耐凍害性

が判断されることが多いが、試験の目的は材料間の優劣を比較することや、特定の試験条件にお

いて材料がもつ凍結融解に対する抵抗力を把握することであるため、試験室での破壊性状が実際

の使用条件下での破壊性状とは異なることも指摘されている。 
一方、実際の使用環境下における瓦の温度については測定された例があるものの、含水状況に

ついては定性的な説明に留まっており、凍害を生じて初めてその原因について考察されている状

況である。瓦内部での凍結を生じるために不可欠な水分が、どのような経路をたどり瓦内部に浸

入するか、どのような環境条件下で凍結を生じるか、という点に着目した研究はあまり行われて

いない。さらに、瓦への水分浸透に大きく影響すると考えられる表面仕上げ層が凍結融解過程に

与える影響についてはほとんど言及されていない。したがって、本研究では表面仕上げ層をもつ
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瓦への水分の浸透経路を明らかにし、実際の使用条件下での凍結融解過程における温度と含水状

況を明らかにすることが重要と考える。 
 

2.3 京都市内の屋根瓦調査 

瓦が実際に用いられる環境下では、さまざまな環境要因が影響して劣化が進行すると考えられ

る。ここでは、温暖地における屋根瓦の劣化の現状を把握するため、京都市内の屋根瓦を中心に

行った実態調査について述べる。特に、水分に起因する劣化と考えられる事例に着目し、劣化が

生じている部位や瓦が置かれる環境が与える影響について考察を行う。 
 

2.3.1. 調査方法 

屋根瓦の劣化性状を明確にするには、それが実際に用いられている環境下で長期にわたって観

察する必要がある。ここでは、出来るだけ広域にわたる多くの事例調査により、長期の観察に代

わる情報が得られるものと考える。 

調査内容は、京都市内の寺社を中心とした建物の塀瓦、屋根瓦の目視観察であり、写真記録を

行う。調査地域は、周辺建物や植生等の環境条件の異なる地域を含むように選定する。 
調査項目としては、被害の状況とともに地域の気象条件、建物周りの（微気象に関係する）環

境条件、建物条件（方位、階数、隣接建物など）、屋根構造（方位、勾配、瓦の種別など）を記録

する。 
 

2.3.2. 調査結果 

以下に調査結果から、瓦の主な破壊性状、水分供給・浸入経路、瓦が置かれた環境の影響につ

いて述べる。なお、本文中の瓦の部分名称は「日本の瓦屋根」[2-1]による（図 2.3.1、2.3.2）。観

察のしやすさから塀に用いられている瓦も調査の対象としているが、屋根に使われるものと同じ

形状の瓦は、屋根に使われる名称（軒瓦、桟瓦など）を用いて分類している。 
 

 

図 2.3.1 桟瓦の各部の名称             図 2.3.2 軒瓦の各部の名称 
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(1) 破壊性状（欠け・剥離・ひび割れ） 

1) 軒瓦の破損 

軒瓦の小巴部分は、調査を行った中で最も剥離や欠けが多く見られた部分である。 
写真 2.3.1 は万十軒瓦の万十部分の欠けである。凸状となっている部分の端部が欠けている場合

もあるが、球面の頂部が大きくえぐられるように剥離しているものも多い。写真 2.3.2 は、一般的

な軒瓦の小巴部分の劣化の様子である。多くは部分的な剥離が見られる程度であったが、(c)のよ

うに大きなひびが生じているものや、(d)(e)(f)のように大きく欠けているものもある。 
同じ軒瓦でも、小巴部分のない鎌軒瓦は、鎌状になっている部分に剥離やひび割れが生じてい

る（写真 2.3.3）。以上の軒瓦の劣化のうち、剥離しているものは瓦内部に蓄積した水分が凍結す

ることにより内部応力を生じ、力学的に弱い部分で剥離が生じたものと考えられる。ひび割れも

凍結・融解によるものと考えられるが、ひびがあると内部へ水分が浸透しやすくなるため、さら

に凍結を促進する。 
 

  
(a) (b) (c) 

写真 2.3.1 万十軒瓦の万十部分の剥離 

  
(a) (b) (c) 

 
(d) (e) (f) 

写真 2.3.2 軒瓦の小巴部分の剥離・割れ 

  
(a) (b) (c) 

写真 2.3.3 鎌軒瓦のひび割れ・剥離 
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写真 2.3.4 は、軒瓦垂れ部分の割れや欠けを示したものである。(a)は縦に大きく割れを生じて

いる。(b)では垂れ部分の一部が三角形にえぐられるような剥離を生じている。(c)は斜め下側が大

きく欠けている。(b)は水分がたまりやすい部分に集中的に凍結が生じ剥離したもの、(c)は同じよ

うな位置が欠けているため、内部で凍結が生じた際に製造上強度が不足していた部分で割れ、欠

けてしまったものと推察される。 
 

 
(a) (b) (c) 

真 2.3.4 軒瓦の垂れ部分の割れ・欠け 
 

2) 桟瓦の破損 

写真 2.3.5 は桟瓦の劣化の様子を示したものである。(a)に見られるように桟瓦の谷の部分には

雨筋の跡が残り、長い年月をかけて表面を汚損する。雨筋跡の頭側（屋根に葺いた時に下となる

側）では、端部が欠けているものが多く見られる（写真中白点線）。この部分を拡大したものが(a)’
である。(a)の白実線で示した部分では、桟瓦の桟と呼ばれる凸状部分の表面が剥離している。 
(b)の屋根では、新しい瓦と古い瓦が混在している。白実線四角部分を拡大したものが(b)’である。

古い瓦の部分で、谷の頭側が大きく欠けている。また、谷の尻側（屋根に葺いた時に上となる側）

の表面が剥離している。このように大きく破損した瓦では屋根に求められる防水性を確保できな

いため、部分的な交換がなされているものと考えられる。 
 

 
(a) (a)’ 

 
(b) (b)’ 

写真 2.3.5 桟瓦の欠け・剥離 
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3) 塀上部の瓦の破損 

写真 2.3.6 に、塀の上部に用いられる丸瓦や紐丸瓦、熨斗瓦のひび割れ、剥離を示す。紐丸瓦は、

紐部分に小さな剥離が生じているもの(b)も多く見られた。(a)のような丸瓦端部の剥離や、(d)のよ

うな熨斗瓦の瓦が隣り合う部分の剥離は、水が溜まりやすい位置で凍結が生じたと考えられる。 
4) その他の劣化性状 

写真 2.3.7(a)は、軒瓦の垂れ部分の模様が溶けるようになくなり、地衣類と見られる植物が繁殖

している状況を示している。このような劣化は凍結によるものではなく、塩害によるものと考え

られる。 
(b)・(c)はいずれも軒瓦の裏面の劣化の様子である。瓦だけでなく木材が水分を含んで変色して

いることから、軒瓦の裏面にも水分が回り込んでいる可能性が高い。また、(c)のように葺き土を

用いた場合、瓦の裏面に回りこんだ水分は土に吸収されるが乾燥はしにくいため、土が保持でき

る以上の水分が供給された場合は瓦も高含水状態となることが推察される。 
 

 
(a) (b) 

 
(c) (d) 

写真 2.3.6 塀上部の丸瓦・紐丸瓦・熨斗瓦のひび割れ・剥離 
 

 
(a)塩害を受けた瓦 (b)軒瓦裏面の剥離 (c)裏面の葺き土 

写真 2.3.7 その他部位、他種の瓦の劣化 
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5) 釉薬瓦の破損 

京都市内の社寺ではいぶし瓦が主に使用されているため、以上はいぶし瓦で観察された劣化性

状である。釉薬瓦の例は少ないが、代表的なものを写真 2.3.8 に示す。 
(a)(b)は軒瓦の剥離で、いぶし瓦と同様に小巴部分や垂れの下端部が剥離し、茶色い素地が露出

している。(c)～(f)は塀の上部に用いられている伏間瓦である。程度の差はあるものの、紐部分の

頂部が剥離し素地が露出しているものが見られる。また、(e)(f)のように、瓦の下端部には細かい

剥離が見られるものも多い。釉薬層はガラス質ではあるが全く水を透さないわけではなく、山本

ら[2-23]の報告によると透水の程度には釉薬層の貫入（注 5）が影響を及ぼしている。このような

貫入の大きい部分や、釉薬層が欠けたりひび割れたりしたところから水分が浸透し凍結したもの

と考えられる。 
 

 

(a) (b) (c) 

 

(d) (e) (f) 

写真 2.3.8 釉薬瓦の剥離 
 

(2) 瓦への水分供給・浸入経路 

1) 瓦表面に付着した藻・苔・地衣類 

調査中、瓦の表面に藻類など微生物や苔等の植物が繁殖している様子が非常に多く観察された。

このように微生物や植物が繁殖している瓦には劣化しているものが多く見られた。 
写真 2.3.9 に、軒瓦の垂れや小巴部分に付着した微生物や植物を示す。(a)～(c)に示した垂れや

小巴部分に模様のあるタイプの瓦では、緑色の藻類が模様に沿うように繁殖していた。また、(d)
～(f)のように垂れ部分の中央部（谷からの水道となる部分）に、黒や白、緑の付着物が数多く観

測された。コンクリート外壁等に黒や緑の汚れが発生している場合、菌の採取を行うと藻類であ

ることが多い[2-24]。藻類は乾燥状態になると活動を休止、あるいは死滅し黒色化するため、写真

2.3.9(e)に見られるような黒い汚れは主に藻類であると考えられる。白い汚れは前述の塩害により

析出した塩の結晶や、藻類と菌類の共生体である地衣類が多い。地衣類は雨ではなく朝露程度の

湿気があれば十分に代謝を行うことができる[2-25]。 
写真 2.3.10 は、瓦の一部ではなく全体が苔むした様子を示している。これらに共通していえる
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ことは、周囲に樹木が多いことである。 
宮内ら[2-26]は、タイにおける大仏表面の藻類繁殖についての報告を行っており、繁殖の条件と

して、 
①水分供給が多い 
②水分がたまりやすい、乾燥しづらい 
③光合成に必要な日射が得られる（ただし、表面温度上昇と乾燥による成長抑制作用もある） 

を挙げている。 
瓦の場合も同様に、微生物や植物が繁殖している部位には水分供給があると考えられる。軒瓦

の垂れや小巴の模様部分は形状が複雑であるため、水が流下しづらくたまりやすい部分である。 
 

   
(a) (b) (c) 

   

(d) (e) (f) 

写真 2.3.9 軒瓦の垂れ・小巴部分に付着した藻・苔・地衣類 

 

 
(a) (b) (c) 

 
(d) (e) (f) 

表 2.3.10 瓦表面（全面）に生えた苔・藻 
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降雨時のように一時的に多量の水分が供給される場合は、瓦の谷部分に水道ができて流れ落ち

るが、表面結露した場合はより広範囲にわたって水滴が付着すると考えられるため、瓦表面全体

に藻類や植物が繁殖している事例は結露による水分付着の可能性が高い。周囲に樹木等があり外

気の絶対湿度も高くなること、日射が遮られ表面温度が上昇しにくいことから、表面に付着した

水分は蒸発しにくい。付着した水分はある割合で仕上げ層を通して瓦内部へ浸透し、蓄積される。

瓦が使用される環境の微気候も瓦の水分性状に影響を与えるといえる。 

 

2) 降雨時の水の流れ 

写真 2.3.11 は、降雨時における万十軒瓦の様子である。(a)(b)より、上部から流れてきた水は、

雨筋はあるものの、比較的一様に万十部や垂れ部分を流れていく様子が見て取れる。(c)は雨がや

んだ直後であるが、流れた水は、万十部や垂れの下側で切れにくく、湿った状態が続くことを示

している。ここに藻が生じ、それが水分の蓄積を加速させる。 
(d)～(f)は瓦の側面をつたう水の流れを示している。瓦の側面では、「ちぎり」という吸水しや

すい部分があり、その部分に集中的に水がたまり変色していることがわかる。また、この部分で

は欠けも生じており、水分が劣化に影響を与える可能性が示されている。 
 

 

(a) (b) (c) 

 

(d) (e) (f) 

写真 2.3.11 軒瓦における降雨時の水の流れ 
 

(3) 環境条件の影響 

1) 方位と日射の影響 

方位の違いが瓦表面の植生に及ぼす影響が観察された例を写真 2.3.12 に示す。これは、同じ建

物の塀の北向きと南向きの瓦である。北向きの方が軒瓦の垂れ部分に繁殖した藻などの微生物が

多い。日射が当たりにくく、水分が蒸発しにくいためと考えられる。 
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瓦が面する方位が異なれば受ける日射量も異なるが、本調査では上記の例以外には瓦の劣化に

方位による明確な違いは見られなかった。これは、観察を行った多くの屋根や塀の勾配が緩いた

め日射量に大きな差が生じなかったこと、凍害による劣化は主に温度が低下する深夜から早朝に

かけて生じるため、方位よりも勾配に関係する夜間放射量が影響することが理由として考えられ

る。 
 

(a)北向き (b)南向き 

写真 2.3.12 方位の違いによる瓦表面の藻の違い 
 

2) 周囲環境（建物・植生） 

写真 2.3.13 は、屋根が二重にかかっている建物を示している。このような場所では、屋根の下

にある瓦に劣化はほとんど見られなかった。上の屋根により降雨が直接当たらないこと、天空に

対して開いていないため放射冷却の影響を受けにくく、凍結を生じるような温度低下が生じにく

いことが原因として考えられる。 
 

 
(a)大屋根の下の小屋根 (b)塀瓦の上にかかる屋根 

写真 2.3.13 二重にかかる屋根 
 

写真 2.3.14 は、部分的に藻が繁殖した塀の瓦を示している。(a)の「左側」と示した部分は塀の

前後にある樹木により日射が遮られている。さらに降雨があった場合は樹木に付着した水滴が多

く落下することもあり得る。したがって、降雨や結露により表面に繁殖した藻は乾燥しにくく、

緑色を保っていると考えられる。「右側」と示した部分は瓦表面の藻が少なく、乾燥して黒くなっ

ている。この部分は日射を遮る樹木等がなく、瓦表面に付着した水分が蒸発しやすいためと考え

られる。また、劣化した瓦は「右側」の方が少ないことがわかった。 
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このように、方位だけではなく周囲の環境による日射量の違いや湿度条件の違いなどが、瓦の

劣化の程度にも影響を与えると推測できる。 
 

(a)塀の上の樹木 (b)部分的に藻の繁殖した瓦 

写真 2.3.14 部分的に藻が繁殖した瓦 
 

2.3.3. 調査のまとめ 

京都市内の寺社を中心とした建物の塀瓦、屋根瓦について、特に水分に起因する劣化と考えら

れる事例に着目して調査を行った。 
劣化の性状としては、軒瓦の小巴部分や垂れ部分のような形状が複雑になっている部分で、程

度の大小はあるが剥離や欠けが多く見られた。周囲の環境が異なっていても同じような部位で劣

化が生じていることから、瓦の内部で凍結による応力が生じた場合、力学的に弱い部分で破壊が

生じると考えられる。また剥離や欠けが生じている部分の周囲にはひびが入っているものが多い

ため、吸湿・吸水による膨張や凍結融解を繰り返すことにより、力学的に弱い部分に少しずつひ

びが入り、そこからさらに浸透した水が凍結を促進し、破壊を生じたものと推測される。 
鎌田ら[2-27]は ALC の凍害について、冬期に外気温が 0℃以下を持続するような条件では、材

料表面に平行に割れが生じ大きく剥落するような性状を示すことが多く、凍結融解を繰り返す条

件下では表面付近が仕上げ材とともに剥離するような性状を示すことを明らかにしている。本調

査においても、冬期の外気温が 0℃以下で持続することがなく、凍結・融解を繰り返すと考えら

れる京都においては、大きな剥落というよりも表面が薄く小さく剥離しているものが多いことが

確認できた。 
水分との関係については、水が滞留しやすいところに劣化が多いこと、周囲に樹木が多い場所

では藻や苔が発生していることが多く、剥離や欠けを生じている場合も多いことがわかった。 
降雨時のように一時的に多量の水分が供給される場合は、瓦の谷部分に水道ができて流れて落

ちるが、表面結露した場合はより広範囲にわたって水滴が付着すると考えられるため、瓦表面全

体に藻類や植物が繁殖している事例は結露による水分付着の可能性が高いことも確認できた。 
方位の影響に関しては、観察を行った多くの屋根や塀の勾配が緩いため日射量に大きな差がな

く、明確な違いは見られなかった。周囲の建物との関係では、屋根の上に屋根が架かっているよ

うな特殊な場合を除き、影響を把握することはできなかった。 

左側 右側

右側 

左側 
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以上のことから、瓦の凍結融解過程を詳細に検討する際には、表面への水分付着がどのように

なっているか、建物近傍の温湿度と水分蒸発への影響、凍結融解を繰り返すか否か、というよう

な点に着目することとする。 
 

2.4 瓦製造者及び施工者、保存関係者へのヒアリング調査 

2.4.1 愛知県豊橋市内の建築工事会社での瓦調査 （2003 年 12 月 11 日） 

愛知県豊橋市内にある建築工事会社において、住宅の解体現場から採取した劣化した瓦サンプ

ルの調査を行った。劣化したサンプルの破損状況を写真 2.4.1 に示す。 
(a)・(b)・(c)は鬼瓦の端部が剥離したものである。(d)、(e)は軒瓦の表面（桟・谷）に当たる部

分がえぐられるように剥離している。(f)は軒瓦の谷の部分の裏面が薄く広範囲にわたって剥離し

ている。(g)は熨斗瓦の端部が大きく欠けている。以上はいぶし瓦の様子であるが、釉薬瓦におい

ても(h)のように表面が大きく剥離しているものがある。瓦工事職人によると、これらはいずれも

瓦が「凍てた」ため、すなわち凍害によるものである。程度の差はあるものの、端部は欠けたよ

うに剥離し、面状部は薄くはがれるように剥離している特徴がある。(i)に見られる台熨斗瓦の破

損も原因は凍害によるものと考えられるが、裏面の土が露出しているため、このような部位での

破損は屋根の防水上問題が生じると考えられる。 
 

   
(a)雲型鬼瓦の一部 (b)獅子口 (c)獅子口の経の巻 

   

(d) 軒瓦の剥離・ひび (e)軒瓦の表面剥離  (f)軒瓦裏面の剥離 

   

(g)熨斗瓦の剥離 (h)釉薬瓦（桟瓦）の剥離 (i)熨斗瓦の破損 

写真 2.4.1 劣化した瓦サンプル 
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2.4.2 京都市内の瓦製造・工事会社でのヒアリング （2006 年 7 月 6 日） 

京都市内にある瓦製造・工事会社において、瓦の劣化性状を中心に、一般的な製法や屋根構成

についても聞き取り調査を行った。以下にその概要を示す。 

 

(1) 瓦が受ける劣化作用について 

1) 凍害 

京都のように雪がほとんど降らず、凍ったり解けたりする地域が最も凍害を生じやすい。京都

市内でも岩倉地区など寒い地域に耐凍害性の低い瓦を用いれば、一冬で半分くらいが破損してし

まうこともある。雪が多く降る地域（福井、新潟など）は、雪が断熱層となり屋根の表面温度が

下がりにくく、どちらかというと凍害を生じにくい。 
瓦の劣化の原因が凍害であるか否かは、耐凍害性の高くない瓦を使っているかどうかという状

況で判断することが多い。淡路瓦や泉州瓦、菊間瓦など雌土（めんつち）を使用して見た目にき

め細やかできれいな瓦は、焼成温度が低く凍害に強くないと言われる。また、製造上の問題で完

全に焼結せず、吸水率の大きいものは凍害を生じやすい。 
山が裏にある、風通しが悪いなど湿気が滞留しやすい場所では凍害の可能性も高くなる。凍害

を引き起こす水分は雨水だけでなく、水蒸気吸着や結露により空気中の水分が瓦に吸収されるた

めではないかと考えられる。 
セメント瓦は、製造初期は強度が低いが１年ほどで水和が進行し強度が上がる。ただし、吸水

率が大きく凍害には弱い。 
2) 塩害 

土の中に含まれる塩分が析出、あるいは空気中の塩分を取り込んで、表面を剥離させる。沿岸

部では特に多く見られるが、海のない地域でも見られる。瓦の巴部分や鬼瓦の模様がなくなるよ

うに（溶けるように）剥離する。 

3) 釉薬瓦の剥離 

土と釉薬の相性が悪いと、素地と釉薬層の間に水が入り剥離を生じることがある。 

4) 瓦の温度収縮 

焼成温度が高い瓦は、日射が当たる程度の温度上昇ではほとんど膨脹しない。 

 

(2) 瓦屋根の雨漏りについて 

目の粗い土は水分を透すため雨水が透水し、雨漏れの原因となり得る。瓦のそばに葉の多い樹

木があると、桟瓦の隙間に葉（特に松葉）が入り込み、水を誘引する。大きな雨漏れが生じた時

は、瓦がどこかで割れていることが多い。 
 
(3) 瓦の製法について 

文化財では 1100℃以上の焼成温度とするように決められている。 
現在の瓦の製造工程は、ホッパで土を破砕・混練し、真空土練機で脱気、プレスした後乾燥し、

窯入れという流れである。焼き方により強度的に弱いところが出ることや、いぶし瓦の場合うま

くいぶし（炭素膜）がのらないことがある。焼成したら目視で検査し、打音検査（よく焼けてい

たら金属音がする）、形の検査を行う。また、JIS A 5208「粘土がわら」による耐寒性試験、吸水
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率の測定、曲げ強度の測定を行う。 
 

(4) 瓦の原料土について 

雌土（めんつち）というきめ細かい粘土の耐火度は約 900℃、雄土（おんつち）という粗い土

の耐火度は約 1350℃。それ以上の温度で焼くと土が溶ける。雌土は水を吸うと抜けにくく、内部

で凍結が生じると応力を受け凍害が生じる。雄土は粗いため気泡があり、水を吸っても抜けやす

く、凍害を生じにくいのではないかと考えられている。 
 

(5) 瓦の種類と歴史について 

1) 無釉色瓦 

飛鳥寺から一部移された元興寺極楽坊の瓦は、約 1400 年から現在まで残っている 
2) いぶし瓦 

日本では鎌倉時代以降用いられている。いぶし瓦は最後に「燻化」という工程があり、焼成温

度より 200～300℃下げて行う。これにより、表面に炭素の微粒子を付着させ、銀色に見せている。

かつては松葉などを燃やしていぶしていたが、現在は LPG ガスなどを用いる。いぶしによる炭素

膜は片面だけではなく、裏面や側面にも付着する。うまくいぶしがのらないとスス状に黒くなっ

たり、脆くなったりする。 
3) 釉薬瓦 

日本では飛鳥時代に仏教伝来とともに製法が伝わっている。釉薬の種類により様々な色がある

が、「緑釉」という種類は位の高い建物に使われる。2000 年以上前の西安でも使われたとされる。

北京の故宮などでは緑と飴色の瓦で構成された「瑠璃瓦」が使われている。 
 

(6) 瓦屋根の構成について 

古い建物は野地板の上に草・皮葺きが一般的であり、松の皮、檜皮を使用したものは上等とさ

れる。最近では野地板の上にアスファルトルーフィング等を用いる場合が多い。スライスした杉、

サワラなどの板を野地板の上にはる土居葺きという工法もある。 
土を接着剤代わりにして、瓦の下全面に厚さ 2～3 寸程度で施工する「土葺き」という葺き方も

ある。１年ほど寝かせた良質の土であれば、年数を経過しても瓦から離れない。新しい土で葺く

と、次第に目減りして瓦が固定されにくい。 
阪神大震災以降は、土を使わない「から葺き」が主流となっている。桟木に瓦を引っかけて施

工するもので、３枚に１枚くらいの割合で釘留めを行う（１枚１枚を釘留めしたら、瓦に割れや

欠けが生じた時に取り替えができないため）。瓦の谷部分にのみ土を葺く「筋葺き」や、瓦の一部

だけに土を葺く「なじみ土葺き」もある。 
本瓦葺きの屋根は、坪１トン程度の重量があり、このうち１／３が土の重量であるため、土を

使わなければ屋根の荷重を減らすことができる。 
 

(7) 瓦の寸法と見え方について 

瓦の厚みは、屋根のボリュームに関係する。かつての本瓦葺きでは、屋根の大きさによって厚

さを変えていた。瓦の大きさは、屋根一坪あたり何枚葺かれているか、という表示の仕方をする。

昔は六四判、最近は五三判（JIS の 53A など）が主流で、少し大きくなっている。 
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桟瓦の見えている部分は全体の七掛け（70%）くらいであり、あとは重なっていて見えない。

平板瓦は厚みもなく重なりも小さく、軽く見えるという特徴がある。 
 

(8) 京都市内での瓦の劣化調査（2.3 節）の結果について 

釉薬瓦の上部が欠けているのは「凍て」すなわち凍害が原因である。型押しで作るため、紐部

分にきちんと土が充填されず、弱くなった可能性があり、製造上の問題と考えられる。 
万十部分に見られた黒い汚れは、いぶしがはがれた後の瓦土の色の可能性もあるが、こすって

取れるのであれば単なる汚れか藻の可能性が高い。万十の黒い部分が欠けているのは凍害による

ものだと考えられる。また、瓦が吸水すれば、藻や苔、草が生える可能性はある。 
軒瓦の小巴部分に白い跡が見られるのは、瓦を窯に入れて焼く時に支える「ちぎり（ちぎれ）」

の跡である。瓦の端部（木口）に見られる黒い筋も、「ちぎり」の跡。窯への置き方によって、様々

な部位にちぎりの跡が見られる（写真 2.4.2）。 
 

 

(a)桟瓦上側面 (b)熨斗瓦 

 
(c)桟瓦の下側面 (d)小巴部分 

表 2.4.2 瓦に見られる「ちぎり」の跡の例 

2.4.3 淡路島の粘土瓦製造会社でのヒアリング （2006 年 12 月 4 日） 

兵庫県淡路市にある粘土瓦の製造会社において、原土の採掘現場と瓦の製造工程の調査、瓦の

物性と劣化性状、前節で述べた京都市内での実態調査における疑問点などに関するヒアリングを

行った。以下にその概要を記す。 
 

(1) 瓦の種類について 

1) いぶし瓦 

いぶし瓦は、焼成の最終工程で「いぶし」と呼ばれる還元反応を生じさせ、表面に銀色の光沢

を持つ炭素皮膜を形成させた瓦である。酸素を抜いて不完全燃焼の状態で焼くことにより土の中
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の酸化鉄が還元反応を生じることや、内部へ炭素が浸透することにより、素地部分も銀灰色とな

る。かつては、瓦をいぶすために松材や松葉が使われていたが、現在ではブタンなど LPG の生ガ

スが使われている。いぶし瓦は日本の伝統的な瓦であり、いぶし瓦で葺かれた屋根は重厚感のあ

る落ち着いた雰囲気になる。 
2) 釉薬瓦 

釉薬瓦は、別名陶器瓦や色瓦とも呼ばれる。製造工程はいぶし瓦とほとんど変わらないが、粘

土を成形、乾燥し、白地（しらじ）の段階で釉薬という上薬を塗り焼成する。焼くと釉薬が溶け

瓦の表面にガラス質が形成される。釉薬の成分を変えることで、様々な色彩の瓦を作ることもで

きる。また、釉薬は瓦全体に塗ることも可能である。製造工程でのいぶし瓦との大きな違いは、

焼く前に処理するか、焼いてから処理するかの違いである。いぶし瓦では焼成の最終工程でいぶ

すが、釉薬瓦では焼成前に釉薬を塗り焼成する。釉薬瓦の素地の色は焼成した土本来の色である。 
 

(2) 和形いぶし瓦の製造工程について 

和形いぶし瓦の製造工程の一部を写真 2.4.3 に示す。原土現場から採取してきた粘土(a)は工場

のホッパに入れられ(b)、水分調整などの処理がなされる。次に粘土を真空土練機から押出し、板

状にする(c)。粘土は焼成時に焼成前の形状に戻ろうとする性質があるため、あらかじめ瓦の形状

に押し出す。和形の場合は曲面状に押し出される。続いて粘土を 1 枚の瓦の大きさに切断し(d)、
プレス機で上下から圧力を加えて挟み込み、成形する(e)(f)。この作業により粘土が密となり、焼

成後の瓦の歪みが少なくなる。粘土瓦の乾燥は、以前は約 1 週間かけて自然乾燥させていたが、

現在は乾燥室で 32～50時間かけて行う(g)。乾燥時間によって強度が変わると考えられているが、

コスト上、長時間乾燥させることは効率が悪いためである。瓦の表面強度の向上と表面をなめら

かにするため、成形した粘土の上にはけ土（微粒子の土を水に溶いたもの）を付着させる(h)。焼

成台車に積み込み、トンネル窯で焼成する。トンネル窯は和形いぶし瓦の場合、約 80m の長さが

あり、これを 12～18 時間かけて進みながら焼成する(i)。奥に進むほど温度は高くなっており、焼

成後 600 度以下まで温度が下がると外に出す。焼成の最終工程でいぶしを行う。焼成後、出来上

がった瓦は検査・選別され、出荷される。 
 

(3) 釉薬平板瓦の製造工程について 

釉薬平板瓦の製造工程の一部を写真 2.4.4 に示す。原土の調整、土練機からの押し出し(a)、切

断、プレスまではいぶし瓦と同様の工程となる。プレスされた瓦は乾燥され、釉薬を表面に施さ

れる(b)。平板瓦の場合、全て斜め向きに瓦を台車に載せる(c)。また、焼成については、トンネル

窯は約 120m（右下写真）と、和形いぶし瓦のトンネル窯よりも長い。焼成温度も最高温度が約

1070 度と、和形いぶし瓦の場合より高い。この焼成を終え、人が木槌を使って検査・選別を行い、

それをクリアした瓦は完成品として出荷される。 
 

(4) 瓦の劣化要因について 

凍害は瓦の劣化要因の一つであるといえるが、製造上の問題も劣化には大いに関係する。瓦の

製造工程において、プレスが弱いとその部分の強度が下がる。特に軒瓦の万十部分はプレスをか

けるのが難しく、他の部分より弱くなる。瓦は採取してきた粘土の性質によって強度が決まる。

粘土に木片などの不純物が入った状態で焼成すると強度が大きく低下する。このような瓦は劣化
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しやすい。 
いぶし瓦に付着している黒いシミについては、年数を経た瓦であれば炭素膜を雨水などが流れ

ることによってできた可能性はある。新しい瓦の場合は、運搬時や施工時に表面を擦ったことに

より炭素膜の一部が剥がれ、光の加減で黒く見えている可能性がある。 
かつては粘土を手でこねて焼いていたため、瓦の内部には空気を多く含み、水が浸透しやすか

った。現在では製造技術が進歩し、機械による強いプレスをかけることが可能となり、瓦内部は

密となったため、以前より水は溜まりにくくなったが、いったん凍結すると水分の逃げ道がなく、

すぐに劣化してしまう可能性がある。また、いぶし瓦の場合、焼成するときに支えがつく「ちぎ

り」の部分は炭素膜が形成されず、他の部分に比べ吸水しやすい。 
 

 

(a)原土の採掘 (b)原土の搬入（ホッパー） (c)土練機からの押出し 

（曲面の成形） 

 
(d)切断 (e) プレス (f)成形 

 
(g)乾燥 (h)はけ土の塗布 (i)焼成 

写真 2.4.3 和形いぶし瓦の製造工程 
 

  

(a)土練機からの押し出し (b)施釉 (c)焼成台車 

写真 2.4.4 陶器平板瓦（釉薬平板瓦）の製造工程 
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2.5 促進劣化試験における粘土瓦の劣化性状 

長期にわたる瓦の耐久性や劣化性状を調べるために、実環境下での挙動をみる屋外曝露試験と

環境負荷に相当するインパクトを短時間のサイクルで与える促進劣化試験が用いられている。こ

こでは、３種類の促進劣化試験における粘土瓦の劣化性状について述べる。 
 

2.5.1 凍結融解試験（気中凍結水中融解法） 

粘土瓦の耐凍害性試験については、JIS A 5208「粘土がわら」に試験方法が規定されている。水

温 15～25℃の静水中で 24 時間以上吸水させた後、-20℃の空気中にこば立てして 8 時間以上静置

し、次に 15～25℃の水中に 6 時間入れた後に観察する。この凍結・融解・観察を１サイクルとし

て、所定の回数を繰り返し、凍結融解によるひび割れ及び剥離の有無を調べるという方法である。

同 JIS の解説には「凍害試験は、寒冷地で使用するかわらについて必要に応じて実施するもので、

その繰り返し回数は使用場所などの条件を勘案して当事者間で協定した回数行う」とされている。 
ここでは瓦の耐久性を確認するためではなく、凍結融解により生じる瓦の劣化性状を確認する

ことを目的として、より短時間サイクルで凍結融解を繰り返す JIS A 1435「建築用外壁材料の耐

凍害性試験方法（凍結融解法）」に準じた試験を行った。 
 

(1) 試験方法 

JIS A 1435「建築用外壁材料の耐凍害性試験方法（凍結融解法）」の気中凍結水中融解法に準じ、

瓦試料を常温の水中で 24 時間吸水させた後、試験装置内にこば立てした。凍結過程は-20℃の空

気中で 100 分、融解過程は+10℃の水中で 80 分とし、これを１サイクルとして定期的に外観のひ

び割れや剥離の観察を行った。 
試験に用いた瓦は、いぶし瓦の平板瓦 2 体、桟瓦 1 体、熨斗瓦 1 体、釉薬瓦の平板瓦が 2 体の

計 6 体である。瓦はいずれも全形のまま用いた。凍結融解試験装置内に置かれた瓦の様子を写真

2.5.1 に示す。なお、凍結融解試験開始時の吸水率は、いぶし瓦の平板瓦が平均 2.3%、桟瓦・熨

斗瓦がともに 10.3%、釉薬瓦の平板瓦が平均 7.3%であった。 
 

(a) 気中凍結過程 (b) 水中融解過程 

写真 2.5.1 凍結融解試験機内の瓦試料 
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(2) 観察結果と劣化性状 

30 サイクル経過後の桟瓦、熨斗瓦の様子を写真 2.5.2 に示す。(a)の桟瓦は桟（表面から見て山

になっている部分）の頭側にひびわれが生じ、そこから水が浸透している様子がわかる。浸透し

た水分は表面付近で凍結し、さらにひび割れを広げているが、大きく破断するような様子は見ら

れなかった。(b)の熨斗瓦は全体的に大きなひび割れを生じているが、側面の一部でひび割れ部分

から浸透した水分が凍結し、表面が持ち上がり剥離しかけている。吸水率の高い桟瓦と熨斗瓦の

場合、凍結融解試験においては、このように表面にひび割れが生じ、水分が浸透、凍結すること

によりさらにひび割れを広げるという劣化性状を示すことが明らかとなった。実態調査で見られ

た表面がえぐられるような剥離や端部の欠けといった劣化は見られなかった。 
平板瓦では、釉薬瓦の突起部分にひび割れが見られた他は、特に顕著な劣化は観察されなかっ

た。本実験に用いた平板瓦は、桟瓦や熨斗瓦よりも高温（1,070℃）で焼成されたため焼き締まっ

ており、吸水率が小さく強度も高いためだと考えられる。 
 

 

 

(a) 桟瓦のひび割れ (b) 熨斗瓦のひび割れ 

写真 2.5.2 凍結融解(30 サイクル)後の桟瓦と熨斗瓦 

 

2.5.2 凍結融解試験（異なる水分条件を用いる方法） 

前節で行った従来通りの気中水中試験方法では、実態調査で見られた剥離や欠けというような

劣化性状を示さない。これは、試験体に十分吸水させてから試験を行うことから、凍結過程では

試験体内部で多量の結氷が生じ、大きなひび割れとなって現れるためだと考えられる。そこで、

本節では試験体への水分の供給条件を変えた試験を行い、それぞれの条件における劣化性状を観

察する。 
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(1) 試験方法 

試験体は前節で用いた熨斗瓦とする。１枚の熨斗瓦を３分割し、切断した側面はエポキシ樹脂

接着剤とアルミ箔で断湿する。 
試験装置は、RILEM（国際材料構造試験研究機関連合）CIF/CDF 試験法[2-28]に準拠した装置

を用いる。試験体設置の様子を写真 2.5.3 に示す。試験体を設置したステンレス容器は不凍液に接

しており、不凍液の温度を測定条件に合うよう制御する。測定条件は、最初に+20℃から 4 時間

で－20℃まで降温させ、－20℃を 3 時間維持（凍結過程）した後、再び 4 時間かけて+20℃まで

昇温させ、最後に+20℃のまま 1 時間維持（融解過程）する。この 12 時間を 1 サイクルとして、

実験を行う。 
水分供給条件は、①結露条件、②片面吸水条件、③吸湿・放湿なし条件の３つとした。実験の

模式図を図 2.5.1 に示す。①は、ステンレス容器に入れた水に試験体が接しないよう浮かせて設置

し、表面結露による水分供給を行う。試験槽の気密性が高いため、水面から蒸発する水分により

融解過程での槽内の相対湿度はほぼ 100%に近い値となる。槽内に設置された瓦は熱容量の影響

により、融解過程で周囲の空気より温度上昇が遅れるため瓦の表面で結露が生じる。 
②は、試験体の下面から約 5mm の深さまで水に浸かるようにステンレス容器に水を張ったも

のである。①と②については、ステンレス容器のふたの有無による違いも確認する。ふたがある

場合は、ふたの裏側で結露してできた水滴が試験体に落下するため、水分の供給量が若干多くな

ると考えたためである。③は、試験前に半日吸水させた試験体をラップフィルムで二重に包み、

外部との水蒸気移動がないとしたものである。ステンレス容器には水を張らず、断熱材を介して

試験体を容器底面から浮かせて設置している。③の条件ではふたがある場合で２体測定している。 
 

 
写真 2.5.3 CIF/CDF 試験機内の瓦試料 

 

図 2.5.1 異なる水分供給条件 

結露水の浸透

①結露条件 ②片面吸水条件 ③吸湿・放湿なし条件 

不凍液

結露水滴下 

吸水

結露水の浸透 

ラップ 
吸湿・放湿なし 

結露水の浸透なし 

初期的に含水 蒸発 

断湿 
断湿

ふた

ステンレス容器試験体 

①結露・ふたあり 

①結露・ふたなし

②吸水・ふたあり ③吸放湿なし A

③吸放湿なし B②吸水・ふたなし
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(2) 観察結果と劣化性状 

各条件における各試験体の 56 サイクル後の試験体の様子を写真 2.5.4 に示す。 
 

 
 

①結露条件・ふたあり ①結露条件・ふたなし 

 

 

 

 

②片面吸水条件・ふたあり ②片面吸水条件・ふたなし 

 

 

 

 

③吸放湿なし A ③吸放湿なし B 

写真 2.5.4 水分供給条件を変えた凍結融解試験後の試験体 

大きな剥離 大きな剥離 大きな剥離 
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①と②の条件ではいずれもふたがある方に表面の細か

な剥離が見られたが、これらは同じ瓦を分割したものを

使用しているため、特に劣化を受けやすいものであった

可能性がある。いぶし瓦の炭素膜の表面には、劣化を受

けていなくても写真 2.5.7 に示すようなひび割れが生じ

ているものもあり、劣化の発生にはこのようなひびの有

無や試験体内部の強度のばらつき等、様々な要因が相互

に影響しあっていると考えられる。 
 

2.5.3 複合劣化試験 

複合劣化試験とは、平成 14 年に北海道立北方建築総合研究所に新たに導入された試験装置によ

って行われる、実大壁の劣化促進試験である。試験体サイズが高さ 2.5m×幅 2.0m と大型である

ことと室内と室外を模した環境条件を与えられることから、材料単体ではなく工法としての評価

が可能であることが特徴である。 
複合劣化試験では、外装材料の劣化に関係する因子として、高温・降雨（散水）・低温環境が与

えられる。温度変化と水分供給を繰り返し与えることで、熱による膨張収縮や凍結融解による劣

化性状を把握することができる。しかし、温度や散水量、繰り返し回数等の実験条件と実際に瓦

が用いられる環境要因との対応は明らかになっていない[2-29]。 
凍結融解試験の場合は、融解時に試験体を水中に浸すため水分の供給量が多く、凍害に関して

は厳しい試験条件といえる。複合劣化試験は散水により水分を供給するため、より実環境下での

水分供給形態に近い。ここでは、複合劣化試験における劣化性状を確認するとともに、測定によ

って得られた温度データから凍結の可能性を検討する。 
 

(1) 試験方法・条件 

複合劣化試験装置は下部にターンテーブルを持つ中央の恒温恒湿室と、その三方にある高温

室・低温室・降雨室から成る。試験体は恒温恒湿室の一面に取り付けられ、所定の時間ごとに高

温→降雨→低温→常温という環境に曝される。これを１サイクルとする。 
試験は条件を変更して 2 期に分けて行った。試験条件と複合劣化試験装置の平面図を図 2.5.2、

図 2.5.3 に示す。 
第１期試験は、短時間で多くのサイクル数を得るため、高温過程を 20 分、降雨室での散水過程

を 10 分とした。低温過程は装置の性能上、空気温度が所定の温度まで低下するのに時間がかかる

ため、120 分とした。高温室の温度は日射が当たることを想定し、60℃とした。降雨室の散水量

4.0[L/min.・m2]は、1 時間降水量で 240mm に相当する。これは、台風常襲地域である日本各地の

最大降水量を考慮した建具の水密試験（JIS A 1517[2-30]）の規定値に合わせたものである。降雨

室と室内室には 10Pa 程度の圧力差をつけることが可能で、これは風力係数 C=0.8、地域別係数を

K=1.0 とした場合、風速 4.5m に相当する[2-31]。低温室は、温暖地での凍結を想定し、瓦の表面

温度が 0℃～-5℃の間となるよう事前の予備実験から-15℃と設定した。中央の恒温恒湿室は、温

度を 23℃、相対湿度は室内の水分発生を想定し、通常よりやや高い 65％とした。第 1 期試験は

40 サイクル行った。 

写真 2.5.7 いぶし瓦炭素膜のひび 
（幅 0.03～0.07mm） 
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第 2 期試験（図 2.5.3）は瓦に与える負荷をさらに大きくするため、高温過程を 70℃120 分、低

温過程を-25℃120 分とし、温度による膨張・収縮の影響をさらに加えた。また、散水過程も 120
分とし多量の水分を瓦に供給するようにした。第 2 期試験は 32 サイクル行った。 

 

図 2.5.2 第 1 期試験条件 図 2.5.3 第 2 期試験条件 
 
(2) 試験体と測定項目 

写真 2.5.8 と図 2.5.4 に試験体の外観と温度測定点を示す。試験体として、中心に屋根を模した

勾配（４寸）に葺いた桟瓦と万十軒瓦を設置した。また、その他のスペースには平板瓦と熨斗瓦

を垂直につり下げて設置した。 
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写真 2.5.8 複合劣化試験体の外観 図 2.5.4 複合劣化試験体の温度測定点 
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測定項目は、瓦の表面及び周囲環境の温度、外観変化である。表面温度測定には T 型熱電対を用

い、エポキシ系接着剤で瓦表面に接着した。外観観察では目視及び写真による記録を行い、劣化

の性状を観察するとともに、水の流れ方や水滴の付着の様子に着目した。 
 
(3) 温度測定結果 

第1期試験における万十軒瓦各部の14～17サイク

ル目における温度変動を図 2.5.5 に示す。図の温度測

定点の位置を写真 2.5.9 に示す。全体的に空気温度よ

り遅れて温度が変化しているのは、瓦の熱容量のた

めである。この中で、1 の万十と 2 の垂れでは比較

的空気の温度変化に追従し、高温過程では表面温度

が 30℃以上まで上昇する。これらの部位は下地に接

しないため、周囲の温度変化の影響を最も受けやす

いといえる。 
3,4,5 は高温過程においても温度の上昇が遅く、20

分間では 20℃程度までしか上昇していない。これら

の点では、低温（凍結）過程の途中までは空気の温度低下に追従して温度が低下するが、0℃付近

で温度がほぼ一定となる時間が見られる。特に、3 の側面（木口）ではその傾向が顕著である。

これは、瓦に付着した水分が凍結することにより潜熱を発生し、温度低下を遅らせるためと考え

られる。凍結する水量が多いほど温度が低下しにくいため、3 の側面には多くの水が付着し、次

いで 4 の谷部に多いと推察される。水分が凍結し終ると、温度はさらに低下する。高温過程では、

凍結した水分の融解に熱が使われるため、温度上昇が遅くなっている。1 の万十部と 2 の垂れ部

は水が流れ落ちやすい部位であるため、側面や谷部と比較し凍結する水量は少ない。 
このように同じ１枚の瓦であっても、水分の付着程度に差があれば、大きな温度の違いが生じ

る可能性がある。 
 

 
図 2.5.5 第 1 期試験 14～17 サイクルの万十軒瓦表面温度変動 
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図 2.5.6 は 40 サイクル目の低温過程終了直後の試験体の熱画像、写真 2.5.10 はその時の試験体

の様子である。写真から、瓦の表面に水滴及び氷がある部分が残っているのがわかる。このよう

な部分は熱画像を見ると低温になっており、水分が蒸発し始めたところから温度が高くなってい

る。これを見ても、万十部や垂れ部は、木口（側面）や谷部と比べて温度が早く上昇し始めるこ

とが確認できる。 
 

 
図 2.5.6 低温過程直後の試験体熱画像 写真 2.5.10 低温過程直後の試験体 

 
(4) 外観観察結果 

第 1 期試験では、試験体にひび割れや剥離といった劣化は観察されなかった。そこで、より条

件の厳しい第 2 期試験を行ったところ、21 サイクルで万十部分にひびが入り始め、32 サイクルで

はひび割れた部分が浮き、最終的には欠けが生じた。劣化の様子を写真 2.5.11 に示す。 
万十部分は表面温度から判断すると結氷量は他に比べ少ないが、一旦浸入した水分が内部で凍

結すると、力学的に弱い部分のため割れが発生したものと考えられる。 

 

 
写真 2.5.11 万十軒瓦の欠け（32 サイクル目） 
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また、さらに約 30 サイクルを経過すると、写真 2.5.12 に示すように桟瓦の桟（山状）部分に大

きなひび割れが生じ、剥離しているのが観察された。この部分では、ひび割れから水が浸入して

内部で結氷を生じ、体積膨張による圧力で表面が持ち上がり剥離したと考えられる。このように

表面に沿って剥離が生じるのは、2.2 節で述べた文献にも述べられている通り、瓦のラミネーショ

ン構造により弱い部分に劣化が生じるためだと考えられる。 
 

 

(a)桟瓦の表面のひび (b)ひび拡大 (c)剥離した部分 

写真 2.5.12 桟瓦表面のひび割れと剥離 
 

2.5.4 促進劣化試験における劣化性状のまとめ 

従来から行われている気中凍結水中融解法による凍結融解試験においては、最初にひび割れが

生じ、そのひび割れ部分から水が浸透し、内部の結氷量が増加して、剥離・剥落が生じることが

確認できた。また、文献やヒアリングによる調査から得られた情報の通り、力学的に弱い部分で

劣化が生じることがわかった。また、京都市における実態調査よりも凍結融解試験の方が劣化の

程度が激しく、2.2 節で述べた凍結融解試験の問題点と同じ傾向が現れることが確認できた。 
水分の供給条件を変えた凍結融解試験では、実際の劣化の状況に近い、表面の細かな剥離やえ

ぐられたような形状の剥離など、従来の凍結融解試験では見られない劣化の様子が観察された。

また、水分の供給条件によって、劣化の程度や劣化に要する時間が異なることも確認できた。 
複合劣化試験においては、１枚の瓦の中でも部位により温度や水分の付着の状況が異なること

がわかった。温度は風の当たり方や下地の有無により変わり、水分の付着状況は瓦の形状によっ

て変わる。瓦の凍結融解過程を詳細に検討する際には、瓦が施工される工法や接する空気、下地

等の局所的な影響も考慮する必要がある。また、凍結・融解過程では潜熱が発生するため見かけ

上の温度変化が０に近づくため、温度測定の結果から結氷量の多少はある程度推測できると考え

られる。 
本節では、３つの異なる凍結融解の促進試験を行ったが、従来のように瓦全体を水中で融解・

吸水させる方法よりも、部分的な吸水、結露水の滴下、降雨を模した噴霧等、一様ではない水分

の与え方をする方が、より実際に近い形状での劣化が観察されることが示唆された。本論文では

性状の確認にとどまっているが、瓦の耐凍害性を適切に評価する試験方法として、今後検討され

るべき課題であるといえる。 
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2.6 瓦の劣化要因と課題の抽出 

2.6.1 劣化性状の分類 

瓦の劣化に関する文献調査、実地調査、ヒアリング及び劣化促進試験結果から得られた劣化の

特徴について分類を行う。 

表 2.6.1 に劣化の形態とその特徴、実地調査において発生が確認された主な瓦の種類や部位を示

す。劣化性状としては、ひび割れ、剥離、欠けが多く見られ、剥離の程度が大きい表面剥落を生

じているものもある。原因については、凍害によるものが最も多い。 
汚れについて、スス状に黒くなっている場合には、いぶし瓦の燻化の際にうまく炭素膜が形成

されなかったことに起因するものもあり、これは劣化ではない。焼成温度の高い粘土瓦は、日中

の日射による程度の温度上昇では、ほとんど膨張はしない。 
 

表 2.6.1 劣化性状による分類と主な発生部位 
劣化性状 特徴 主な瓦種類・部位 主な原因 

ひび割れ 

・亀裂 

・瓦全体に及ぶ大きな亀裂や局所的なひび割れなど

多数。 

・欠けや剥離が生じている部分の近くにはひび割れ

が見られる例が多い。 

各種瓦、瓦全体 

凍害 

積雪による害 

冷め割れ（注 6）

表面剥離 ・主として瓦の表側で生じ、薄く片鱗状に剥離。 桟瓦の凸状部分 凍害、塩害 

表面剥落 

・面状部では面に並行な方向に層状に剥落。 

・えぐられるような剥離形態を示す場合もある。 

・裏面でも生じる。 

・仕上げ層があるものは、仕上げ層を含む材料の剥

落により素地が露出する。 

軒瓦の小巴部、垂れ

の下端部 

紐丸瓦の紐部分 

桟瓦の凸状部分 

凍害 

欠け 

・複雑な形状をした部分の端部で欠けが生じている

場合が多い。 

・表面剥離よりも大きく、側面で生じやすい。 

桟瓦の端部 

軒瓦の小巴・万十部 

軒瓦の垂れ 

凍害 

割れ 
・積雪の凍結と重みにより瓦に曲げモーメントのよう

な力が生じ、大きな破壊が生じる。 
軒瓦、桟瓦 凍害、積雪 

汚れ 

・変色 

・雨やほこりによる摩耗により表面が変色する。 

・降雨時の水道となる部分には跡が残り、長い年月

をかけて表面を汚損する。 

桟瓦の表面 

 

摩耗 

 

溶解 

・模様が溶けるようになくなる。 

・沿岸部では特に多く見られるが、海のない地域で

も見られる。 

軒瓦の垂れ部分 

瓦の巴部分 

鬼瓦 

塩害 

釉薬の 

亀裂・剥離 

・釉薬瓦の釉薬層に亀裂が入り、表面がうすく狭い範

囲で剥離する。 
釉薬層 凍害 
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2.6.2 劣化要因の推定 

(1) 強度要因 

 粘土瓦は材料中にラミネーションや粒子の配向などによる強度の異方性があるため、組織

体内で氷の発生に伴う圧力が生じれば、強度的に最も弱い方向（加圧成形方向と直角方向）

に最初に亀裂が入る。 

 

(2) 原料・製法要因 

 瓦は採取した原料土により耐凍害性が左右される。雌土（めんつち）を使用した瓦は、焼

成温度を高くすることができないため、吸水率が比較的高く、凍害を生じやすい。 

 型押しで作るものは、土がきちんと充填されず強度が低下する可能性がある。 

 瓦の製造工程の中でプレスをする段階で、土がきちんと充填されない、あるいは形状が複

雑で強い圧力をかけられない部位は強度が低下しやすい。 

 粘土に木片などの不純物が入った状態で焼成すると強度が大きく低下する。 

 瓦を窯に入れて焼成する時に倒れないように支える金具が接する部分は、焼成後に跡が残

り「ちぎり（ちぎれ）」と呼ばれる。窯への置き方によって、様々な部位にちぎりの跡が見

られる。いぶし瓦の場合、「ちぎり」の部分は炭素膜が形成されず、他の部分に比べ吸水し

やすい。 

 製造上の問題で完全に焼結しないものは、吸水率が大きくなる傾向がある。 

 従来は焼成前の土練・プレスにおいて高い圧力をかけられず、瓦内部に空気を多く含んで

いたため透水性が高かったが、機械で土練・プレスするようになり瓦の内部が密となり、

低い透水性を示すようになった。 

 原料となる粘土の耐火度により焼成温度が決まり、粘土の組成や特徴によって透水性が変

わる。 

 素地と釉薬層の熱膨張係数が異なる場合がある。 

 

(3) 環境・工法要因 

 降雨等で水が流れた時に水切れが悪く湿った状態が続くと藻が生じ、それが水分の蓄積を

加速させる。 

葺き土を用いた場合、瓦の裏面に回りこんだ水分は土に吸収されるが乾燥しにくいため、

土が保持できる以上の水分が供給された場合は瓦も高含水状態となることが推察される。 

 方位の違いにより日射の当たり方が異なると水分蒸発量も異なるため、表面の藻の生育状

況などに影響を与える。ただし、勾配の緩い屋根であれば方位の影響はそれほど受けない。 
 屋根が二重にかかるなど、直接雨がかりにならない部位では、水と放射冷却の両方の影響

を受けにくいためか、劣化が進行しにくい。 

 周囲に樹木が多い場所や風通しの悪い場所では、空気の絶対湿度が高く、瓦に湿気が吸収

されやすい。降雨による水分浸透も含め、このような場所では瓦内部に蓄積した水分は蒸

発しにくくなるため、全体に苔むした様相を呈する場合がある。また、瓦のそばに葉の多

い樹木があると、桟瓦の隙間に葉（特に松葉）が入り込み、水を誘引する。 
 降雨時のように一時的に多量の水分が供給される場合は、瓦の谷部分に水道（みずみち）
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ができて流れて落ちるが、表面結露した場合はより広範囲にわたって水滴が付着すると考

えられるため、瓦表面全体に藻類や植物が繁殖している事例は結露による水分付着の可能

性が高い。 

 

(4) 地域の気象条件の影響 

 冬季の外気温が、日中は 0℃以上、夜間は 0℃近辺に低下するような地域の中で、特に積

雪が少ない地域では、凍結・融解による劣化を生じやすい。 
 冬季の外気温が 0℃をはさんで上下する地域でも積雪量が多い地域では屋根上に積もっ

た雪が断熱層となり、屋根の表面温度が下がりにくいため、内部で凍結が生じることに

よる破損は生じにくい。屋根に積もった雪は日中に一部が解け雪を湿らせ、積雪の下層

部が氷結し、瓦へ局部的な力を与え破壊に至らせる場合がある。 
 冬季の外気温が常時 0℃を下回るような寒冷地では、凍結・融解の繰り返しによる応力を

受けないが、初冬期や融雪期は融雪水を吸水し、表面温度も 0℃をはさんで大きく変化す

るため、凍害を生じる危険性が高い。 
 

2.6.3 検討課題の抽出 

前節までに述べた瓦の劣化性状と要因から、次章以降で検討すべき課題の抽出を行った。瓦の

劣化の原因としては凍結・融解によるものが最も多いことから、凍結・融解過程における瓦内部

の水分性状、結氷の量と位置について、物性と環境の両面から検討を行い、調査結果の妥当性を

確認する。なお、本研究においては力学的な解析までは行わない。検討課題を図 2.6.1 に示す。 
 

 

図 2.6.1 検討課題の抽出 

内部が密で透水しにくいものほど 

凍害を受けやすい 

水分が蒸発しにくいほど 

凍害を受けやすい 

雨がかりにならないところほど 

劣化が進行しづらい 

内部の水分移動速度の影響 

表面仕上げ層の影響 

周囲環境温湿度の影響 

降雨水の吸水の影響 

放射冷却の影響 

外部風速の影響 

藻などが繁殖し、水分が蓄積しやすいほ

ど劣化しやすい 

表面結露の影響 

表面保水性の影響 

冬季の外気温が 0℃をはさんで上下し、

積雪の少ない地域で凍害が多い 

外気温の影響 

繰り返し回数の影響 
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2.7 第２ 章のまとめ 

本章では、文献調査、実地調査、ヒアリング調査から瓦の劣化性状と要因についての情報を整

理し、促進劣化試験により凍結・融解を生じた場合の性状を確認した。 

文献調査によると、原料土や焼成後の材料物性と凍害試験の結果については、数多くの研究が

なされ、知見が得られている。一方で試験室における実験と実際の環境下では劣化性状が異なる

ことが指摘されており、本研究においても京都市内での実態調査と凍結融解試験を行い、その差

異を示した。 

また、調査結果から次章以降で検討すべき課題を抽出した。 

 

―――――――――― 

注釈 

（注 1）坏土 
陶磁器を作る素地土のこと。 

（注 2）見かけ気孔率 
試料の容積に対する（見かけ上の）開気孔の容積の割合。JIS A 1509‐3「陶磁器質タイル試験方

法－第３部：吸水率，見掛け気孔率及びかさ密度の測定方法」によると、試料を真空あるいは

煮沸により吸水させて得られた質量を mb、吸水した試料の水中質量を mw、乾燥質量を mdとす

ると、見掛け気孔率 P[%]は下式で表される。 

100×
−
−

=
wb

db

mm
mm

P  

（注 3）ラミネーション 
瓦素地を、機械を用いて練る際に一方回転にともなううねり波層 

 

ラミネーションをもつ瓦の例（参考文献[2‐8]より抜粋・真空土練後の試験体断面） 
 

（注 4）JIS A 5208‐1996 粘土がわら 5.5  凍害試験 
(1)試験体を水温 15～25℃の清水中に 24時間以上浸し、吸水させてから取り出し、手早く試験

体を湿布でふき、直ちに－20±3℃の冷気中に試験体同士が接触しないようにこば立てし、8
時間以上静置する。 

(2)次に、これを再び水温 15～25℃の水中に 6 時間以上入れた後、取り出して湿布でふき、試

験体のひび割れ及びはく離の有無を観察する。 
(3)凍結融解及び観察の操作を 1 回とし、所定の回数繰り返し*、凍結融解によるひび割れ及び
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はく離の有無を調べる。 
*繰り返しの回数は、当事者間の協議による。 

（注 5）貫入 
素地よりも釉薬層の熱膨張が大きい場合に、焼成後の冷却時に釉薬層に入るひび・亀裂のこと。 

（注 6）冷め割れ 
瓦素地を焼成した後、冷却する過程において、焼成窯内部での気流の当たり方の違いや瓦の形

状の影響で、瓦の周縁部と中心部などで温度低下速度が異なり、瓦内部で熱応力が生じ、亀裂や

破損を生じる現象。 
 

 

―――――――――― 
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第 3 章 瓦の材料特性に関する検討 

 
 
 
 
 

3.1 はじめに 

屋根の最も重要な機能は防水である。瓦を用いた屋根は瓦層と下葺き層の２層から成り、瓦層

では表面仕上げの透水抵抗と形状や重なり幅による雨仕舞により、雨水の透過を防止する。下葺

き層は、瓦層での雨水処理能力を上回る降雨が生じた時や、設計時に予期しない瓦の変形や挙動

により生じた隙間からの浸水が生じた時に、野地板を濡らすことなく排水を行う役割を担うが、

降雨の度に下葺き材で雨水を処理するような場合には、瓦を緊結する材料や緊結具まわりの野地

板の腐朽、浸透水の凍結による瓦の凍害などが生ずる恐れがあり、十分な防雨性をもっていると

はいえない[3-1]。したがって、屋根材には水分によって材質に変化がなく、吸水率が小さく透水

しないことが求められる[3-2]。 
山本ら[3-3]は粘土瓦の品質向上の一環として、釉薬瓦の施釉品と無釉品について、JIS A 5403 

「石綿スレート」[3-4](1995 年廃止)を参考にした変水位試験と JIS A 1218「土の透水試験方法」[3-5]
を参考にした定水位の２通りの方法で透水試験を行った。変水位試験は裏面の水滴の有無と濡れ

を観察するという定性的な方法であるため透水性の小さな釉薬瓦には適用しにくいこと、定水位

試験法は水頭を一定に保ち試験体を通過した水の流量から透水率を求めるものであるが、施釉品

の場合は水頭と流量が比例関係、直線関係にならないことなどを指摘している。釉薬部の貫入の

大きさや深さ、その割合などが複雑に影響するとして、表面仕上げ層の水分移動特性を把握する

困難さについて述べているが、水分蓄積に及ぼす仕上げ層の影響までは言及していない。 
本章は粘土瓦の材料特性を把握することを目的としている。3.2 節では測定対象材料の基本物

性の測定を行い、3.3 節では、低湿域から高湿域にわたる水分保持性能と空隙率の測定を行う。3.4
節では、仕上げ層を含めた水蒸気、液水両方に対する水分移動特性の測定を行う。 

 

3.2 測定試料の基本物性 

3.2.1 測定試料の概要 

本章の測定には兵庫県淡路で産出された粘土を 1,070℃で焼成した瓦を用いた。瓦の種類はいぶ

し瓦と釉薬瓦の２種類とし、形状はいずれも平板瓦とした。また、吸水率のみ桟瓦と熨斗瓦につ

いて測定を行った（桟瓦と熨斗瓦の焼成温度は 1,000～1,030℃）。試験体を写真 3.2.1 に示す。 
いぶし瓦は焼成過程の最終段階で還元反応を生じさせ、表面全面に厚さ約 10μm の薄い炭素の

被膜を設けた瓦であり、釉薬瓦は素地の外側表面に釉薬を塗って焼成し、ガラス質の防水層を設
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けたもの

(a) 

(b) 

3.2.2 乾

(1) 試料

試料は

試料のサ

 

(2) 測定

試料は

る。その

を算出す

瓦の材料特性に関

のである[3-6

いぶし瓦（平板

いぶし瓦（平板

乾燥密度 

料 

はいぶし瓦、釉

サイズは約 7

定方法 

は、温度を 10
の後、試料の

する。乾燥密

関する検討 

6]。 

 

板瓦）表 

 

板瓦）裏 

釉薬瓦の２種

77mm 角で、

写

00℃に設定

の縦・横長さ

密度 ρd [kg/m3

(c) 釉薬

(d) 釉薬

写真 3.2.1

種類で、いず

厚さは約 12

写真 3.2.2 密

した乾燥機の

さと厚さ（試
3]は式(3.2.1)

 

薬瓦（平板瓦

薬瓦（平板瓦

桟瓦と熨斗

 

ずれも仕上げ

2mm である

密度測定用試

の中で 24 時

試料の四隅の

)を用いて算

 

）表 

）裏 

斗瓦の外観

げ層部分をの

。試料を写

試料（素地の

時間乾燥させ

厚さ平均）

算出される。

(e) いぶ

(f) いぶ

ぞいた素地の

真 3.2.2 に示

 

み） 

た後、乾燥質

をノギスで計

いぶし・釉薬

ぶし瓦（桟瓦）

ぶし瓦（熨斗瓦

のみの部分と

示す。 

質量 md [kg]を
計測後、体積

薬とも計８体

 

） 

とした。

を測定す

積 V [m3]
体ずつを



 

測定し、

(3) 測定

測定結

平均値は

 

い

 

3.2.3 
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水から取り出した後表面の水滴を湿布で拭き取り、吸水後質量 m2[g]を測定する。式(3.2.2)によ

り質量吸水率 Aw [%]を求める。 

100
1

12 ×
−

=
m

mm
Aw        (3.2.2） 

 

(3) 測定結果 

測定結果の一覧を表 3.2.2 に示す。今回測定に用いた平板瓦は 1070℃以上の高温で焼成したも

のであり、吸水率はいぶし瓦、釉薬瓦とも JIS に規定されている値（釉薬瓦：12 [wt.%]以下、い

ぶし瓦 15 [wt.%]以下）を大きく下回った。また、釉薬瓦は 24 時間と 48 時間ではほぼ同じ値とな

ったが、いぶし瓦では 24 時間吸水率を測定した 2 枚の瓦で 1.5%以上の差が見られた。24 時間と

48 時間では、ほぼ同じ値となるものもあったため、個体差があると言える。この原因については

次節で確認する。熨斗瓦と桟瓦は平板瓦よりも低温で焼成されたこと、表面に明らかに炭素膜が

形成されていない部分（「ちぎり」という焼成時に支えが接する部分；2.4 参照）があったことか

ら、平板瓦の吸水率を大きく上回った。 
 

表 3.2.2 吸水率測定結果 

 
瓦質量[g] 吸水量 

[g] 

質量吸水率 

[wt.%] 乾燥前 乾燥後 24 時間吸水後 48 時間吸水後 

いぶし瓦・平板１ 3856 3854.65 4012 － 157.35 4.08  

いぶし瓦・平板２ 3864 3863.25 3956 － 92.75 2.40 

いぶし瓦・平板３ 3891 ※ － 4049 158 4.06 

釉薬瓦・平板１ 3888 3887.17 4180 － 292.83 7.53 

釉薬瓦・平板２ 3904 3903.28 4208 － 304.72 7.81 

釉薬瓦・平板３ 3896 ※ － 4183 287 7.37 

釉薬瓦・平板４ 3903 ※ － 4189 286 7.33 

いぶし瓦・熨斗瓦 2280 ※ － 2515 235 10.32 

いぶし瓦・桟瓦 3019 ※ － 3330 311 10.30 

※乾燥前後で重量がほとんど変わらなかったため、乾燥機で乾燥をさせず、気乾状態で乾燥質量を測定した。 

 
(4) 吸水率測定時の水分分布 

いぶし瓦の平板瓦は吸水率が規格値を大きく下回っていることと、試験体によるばらつきがあ

ることから、24 時間吸水後の試験体を割断し、内部の水分分布を調べた。写真 3.2.5 に割断した

瓦の各部の質量含水率を示す。また、内部の様子を写真 3.2.7 に示す。写真に示されるように 24
時間吸水後の瓦内部には水分が浸透している部分としていない部分があり、飽和での吸水率とは

いえない。これは、いぶし瓦表面の炭素膜が水分の浸入を妨げるためと考えられる。また、瓦の

頭側（屋根施工時に下側になる部分）の含水率が高いという分布が見られた。 
一方、釉薬瓦は試験体間のばらつきが小さく、24 時間後と 48 時間後での吸水率がほとんど変
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3.2.4 細孔径分布 

(1) 試料 

測定試料はいぶし瓦・釉薬瓦の２種類で、仕上げ層のない部分を 4mm×4mm×10mm のサイズ

に切断したものである。いぶし瓦、釉薬瓦をそれぞれ２体用いる。試料は測定前に脱気処理し、

吸着異物を取り除いておく。 
 

(2) 測定方法 

水銀圧入法[3-8]によって、試料内の累積気孔体積を求める。水銀圧入法は、水銀の表面張力が

大きく、気孔を含む固体試料と接しても水銀が気孔に入りづらいことを利用し、外部から圧力を

かけることによって気孔に水分を圧入し、圧力と水銀の浸入量の関係を求める測定法である。気

孔の形状を直径 d [m]の円筒と仮定し、水銀の表面張力を γag [N/m]、水銀と試料との接触角を θag [°]
とすると、気孔が水銀を排出しようとする力は－πdγag(cosθag)[N]となる（図 3.2.1）。一方、水銀に

圧力 P [Pa]をかけると、気孔断面に加わる力は πd2P/4 [N]となり、平衡状態では式(3.2.3)が成立す

る。 

( ) 4cos 2 Pdπθγdπ agag =−       (3.2.3) 

したがって、圧力 P と気孔径 d の関係は次の Washburn 式で表される。 

( ) Pθγd agag cos4−=        (3.2.4) 

 

図 3.2.1 固体内気孔への水銀圧入の模式図 
 

水銀圧入量は気孔の体積に相当するため、圧力を変化させながら水銀の圧入量を測定すること

で、累積気孔体積を求めることができる。ここでは、水銀の接触角を 140°、水銀の表面張力を

0.4821[N/m]として細孔径を算出した。 
 
(3) 測定結果 

図 3.2.2 は、横軸に細孔直径を、縦軸に累加細孔体積をとったものである。加圧過程において圧

力が低い時は径の大きな細孔から満たされるため、径の小さい方に向かって細孔体積が累積され

る。この結果から、いぶし瓦・釉薬瓦による違いはあまりなく、いずれも直径 1～3 [μm]程度の細

θ

d 固体

水銀

気孔

P
σ
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孔が非常に多く、全細孔容積の約７割を占めることがわかる。 
図に示したように、水銀圧入法では加圧過程と減圧過程での曲線が一致しないことが多く、圧

力を 0 としても細孔内に水銀が残っていることを示している。これは、ボトルネック形細孔があ

る場合や、水銀の前進接触角（細孔に入る時）と後退接触角（細孔から出る時）で違うこと、細

孔構造が弱い時に圧力によって破壊されることなどに原因があると考えられている[3-9]。 
 

 

図 3.2.2 細孔直径と累積気孔体積、細孔容積の割合 
 
細孔内での水蒸気吸着に関しては、相対湿度φに対応する半径 r [m]以下の全ての毛管に凝縮が

生じるが、rk より大きな半径の毛管内には全く凝縮が生じないとする毛管凝縮説があり、細孔を

円筒形と仮定した以下の Kelvin 式が成立するとされている[3-10]。 

( )φln
cos2

TR
θσV

r
v

wwM
k

−
=        (3.2.5) 

これに対し、Wheeler と Shull は、rkよりも大きな半径の毛管内では、相対湿度φに対応する厚

さの多分子層吸着が生じるとする多分子層－毛管凝縮説を提案している。細孔を全て円筒形と仮

定し、吸着層の厚さを ta[m]とすると、Kelvin 式に従う半径は、細孔半径と吸着層厚さの差となる。

桂[3-11]は毛管凝縮が起きていない円筒細孔内の吸着平衡の関係から、吸着層厚さを次式のように

表している。 

( )φlnTR
σV

t
v

wM
a

−
=         (3.2.6) 

水の接触角 θwを 0、細孔半径を r [m]、相対湿度φ に対応する水分化学ポテンシャルを μφ [J/kg]と
すると、細孔半径は式(3.2.7)で表される。 
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( ) ( ) φφφ μ
σV

TR
σV

TR
θσV

trr wM

v

wM

v

wM
ak

3
lnln

cos2 −
=

−
+

−
=+=    (3.2.7) 

一方、材料内部の凍結・融解過程を考えると、多孔質材料内部の水は細孔の径に応じた毛管力

を受け、細孔径に依存した凝固点降下現象が生じる。詳細は 5.2.3 節で述べるが、結氷温度 Tfrと

水分化学ポテンシャル μfrの間には式(3.2.8)が成立する。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

0

ln
T
T

Hμ fr
lifr        (3.2.8) 

式(3.2.7)と式(3.2.8)において、μφ＝μfとおくと、細孔半径に応じた結氷温度が求められる。図 3.2.3
は、細孔直径に応じた結氷温度と細孔の容積割合を示したものである。本測定で対象とした瓦は

直径 1.5～3.5μm 程度の気孔が多いため、約－0.1～－0.25℃で結氷を生じる気孔が多いと言える。 
 

 
図 3.2.3 細孔直径と結氷温度 

 

3.3 水分保持性能の測定 

3.3.1 平衡含水率 

(1) 試料 

いぶし瓦と釉薬瓦を対象とする。試料は材料固有の多孔性や毛細管構造を維持する程度の大き

さや形態であることと、測定精度の関係上少なくとも 10g 以上とするのが望ましい[3-12]ことから、

仕上げ層のない瓦を 10～12g 程度に破砕し、試料とした（写真 3.3.1）。試料数はいぶし瓦・釉薬

瓦共に吸湿用・放湿用それぞれ 15 個ずつとした。 
試料は表面を洗浄した後、105℃に設定した乾燥機に入れ、質量が一定になるまで乾燥させた（写

真 3.3.2）。この時の質量を測定し、乾燥質量とする。 
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吸湿と放湿の測定は分けて行う。それぞれのデシケータの中に、いぶし瓦・釉薬瓦の試料を 2 個

ずつ入れる。質量を量る際に試料に触れないようにするため、それぞれの試料は、プラスチック

製の小さな皿にのせてデシケータに入れる（写真 3.3.4）。測定試料の質量を定期的に測定し、3 回

の継続した質量測定値の変化が総質量の 0.1%未満になれば、平衡状態に達したと見なし、その時

の質量を求めた。 
 
(3) 平衡含水率の算出方法 

各試料に対して、乾燥状態の質量と平衡時の質量から、質量含水率 u [kg/kg]と容積基準含水率

ψ [m3/m3]をそれぞれ式(3.3.1）、式(3.3.2）を用いて計算し、吸湿時及び放湿時の平衡含水率曲線を

求める。水の密度 ρwは文献[3-14]から、20℃における値 998.2[kg/m3]を用いる。また、3.2.1 で述べ

た密度測定結果から、いぶし瓦の密度を 2007.7 [kg/m3]、釉薬瓦の密度を 2010.0 [kg/m3]とする。な

お、試料の乾燥質量は、後述する 3 回乾燥後の値を用いて計算を行う。 

0

0

m
mm

u
−
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(4) 測定結果 

図 3.3.1 に、いぶし瓦、釉薬瓦の吸放湿両過程の平衡含水率曲線を示す。含水率は各相対湿度で

測定した２体の平均値で示している。 
いぶし瓦の方が釉薬瓦よりもわずかに高い含水率を示しているが、相対湿度 96%においてもい

ぶし瓦の質量含水率は 0.0015 [kg/kg]程度であり、非常に小さい値であることがわかる。 
放湿過程では、相対湿度が高い領域では釉薬瓦といぶし瓦が同程度であり、相対湿度が低い領

域では釉薬瓦の方がわずかに高い値をとる。この結果から、いぶし瓦では吸放湿の履歴がほとん

どなく、釉薬瓦では履歴の影響があることがわかる。 
 

(5) 測定上の留意点 

吸湿過程の平衡含水率測定においては、最初に測定した乾燥質量を用いて平衡含水率曲線を求

めたところ、吸湿過程の含水率が放湿過程の含水率を上回る結果が得られた。平衡含水率曲線に

おいて履歴が存在する場合は、放湿過程の含水率が吸湿過程の含水率を上回るのが通常であり

[3-9]、そのような結果が得られることは考えにくい。 
そこで、全試料について再度乾燥を行い、質量測定を行った。試料はデシケータに入れられる

前に再度乾燥させていたため、測定前の最初の乾燥を含めると試料は 3 回乾燥されたこととなる。

最初の乾燥質量と 3 回乾燥後の質量を比較すると、すべての試料において、3 回乾燥後の方が 0.001
～0.003g 程度質量が増加することがわかった。瓦が乾燥を繰り返すことにより質量が増加する原

因については、試料内での酸化反応などが考えられるが、これについては調査中である。 
平衡含水率測定においては、測定前後での乾燥質量の変化の有無を確認することが重要といえ

る。 
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図 3.3.1 質量含水率で表した平衡含水率曲線（いぶし瓦） 

 
図 3.3.2 質量含水率で表した平衡含水率曲線（釉薬瓦） 

 
 

3.3.2 水分特性値（pF 値） 

 (1) 測定概要 

前節の最後に述べたように、瓦の平衡含水率は飽和に近い領域で急激に増加する。本節では土

壌の pF 値測定装置を用いて、相対湿度 99～100%に相当する高湿度域における粘土瓦の平衡含水

率測定を行う。土壌の pF 値とは、土中の化学ポテンシャルの低下量（吸引圧力に相当する）を

水柱高さ[cm]で表し、その常用対数値をとったものである[3-15]。 
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質量測定時には試料室のふたを開け、試料を取り出す必要があるが、その時試料室が減圧され

るため、メスピペット側から水分が戻ることがあり、正確な質量が測定できない可能性がある。

このため、減圧時にメスピペット側から水分が戻らないように、減圧時にはメスピペット下側の

コックを閉めることと、試料を加圧板から浮かせて設置することで、測定方法の改善を図った。

その様子を写真 3.3.9 に示す。 
測定時の周囲環境の温湿度は 20℃・50%に設定した。 
 

(4) pF 値と平衡含水率の関係 

pF 値は吸引圧 Ps’ [cmH2O]の常用対数をとったものであり、式(3.3.3)で表される。 
吸引圧 Ps [Pa]と自由水基準の水分化学ポテンシャル μ [J/kg]は、水の測定温度における密度を ρw 

[kg/m3]として、式(3.3.4)で表される。また、水分化学ポテンシャル μ と相対湿度φの関係は、式

(3.3.5)のようになるため、相対湿度と含水率の関係が求められる。ここでは加える圧力を３段階

に変化させ、測定を行った。測定結果を表 3.3.2 に示す。 

( )'log10 sPpF =         (3.3.3) 

w

s

w

s PP
ρρ

μ
′

−=−=
0642.98

      (3.3.4) 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

TRv

μφ exp         (3.3.5) 

(5) 測定結果 

いぶし瓦２体の平均値と釉薬瓦の測定結果を表 3.3.2 にあわせて示す。ここで測定した相対湿度

が 99.88%以上の領域においては、飽和時とほぼ変わらない含水率となることがわかった。 
図 3.3.5 に、相対湿度 95%以上の高湿域での平衡含水率関係を示す。前節の平衡含水率測定で

得られた相対湿度 96%の時の含水率（吸湿過程）を併せて示した。これらの結果から、相対湿度

96%から 99.88%の間において急激に平衡含水率が変化することがわかる。 
 

表 3.3.2 測定条件と結果 
 

pF 

設定

値 
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[cmH2O] 

 

吸引圧 
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[Pa] 

 

水分化学 
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 [J/kg] 

 

相対 

湿度 
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いぶし瓦 釉薬瓦 

質量 

含水率 

[kg/kg] 

容積基準

含水率 

[m3/m3] 

質量 

含水率 

[kg/kg] 

容積基準

含水率 

[m3/m3] 

飽和 0 0 0 100 0.1312 0.2585 0.1180 0.2381 

2.0 100.0 9806.4 -9.8 99.99276 0.1285 0.2531 0.1154 0.2329 

3.0 1000.0 98064.2 -98.2 99.92747 0.1273 0.2508 0.1144 0.2309 

3.2 1584.9 155421.9 -155.7 99.88502 0.1221 0.2405 0.1119 0.2258 
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装置は２つの水槽と、下側の水槽とゴム管でつながったメスピペットから成る。試料は２つの

水槽の間にゴムパッキンを介して設置する。測定前に、上下水槽およびメスピペットに、気泡を

抜いた蒸留水を入れる。上側水槽上部のチューブ先端とメスピペットの上部先端は、水分の蒸発

を抑制するためラップでふさいでいるが、水面を大気圧に維持するため、直径 1mm 程度の穴を

開けている。測定開始時には、図 3.4.3 に示すように上側水槽とメスピペットに水位差を設けるこ

とにより、水槽からメスピペットへ流れる水分流を発生させる。上側水槽とメスピペットの水位

を測定精度 0.01mm の読み取り顕微鏡で一定時間ごとに計測し、水位の変化を記録する。 
なお、試験装置の置かれている恒温恒湿室は、20℃・60％RH に設定した。 

 
(3) 水分伝導率の求め方 

試料上下の水圧差 ΔP [Pa]と試料を通して流れた水分流量 Jw [kg/(m2・s)]から、水分伝導率 λ’p 
[kg/(m・s・Pa)]を式(3.4.3)により求める。 

P
L

Jλ k
wp Δ

=′           (3.4.3) 

試料上下の圧力差 ΔP は、図 3.4.3 の B 点と C 点における全圧力の差であり、メスピペットと

上側水槽 A の水位から表 3.4.2 の通りに求められる。本測定においては水の流れが十分遅く、大

気に面した水面からの水深に比例する圧力はほぼ静水圧に等しいと見なした。A 点と D 点の高さ

の差による空気圧の差を無視して、試料上面（B 点）は上側水槽水面（A 点）を、試料下面（C
点）はメスピペット水面（D 点）を静水圧の基準とする。また、各点には基準面からの高さに応

じて、重力による位置圧がかかる。A～D の各点において、水圧と位置圧の和が全圧となる。し

たがって、試料上下の圧力差 ΔP は式(3.4.4)で求められる。 

( )UP k LO MP wP H L H H gρΔ = + + − ⋅ ⋅        (3.4.4) 

試料が水で飽和していない時は、試料内部には吸引圧 Ps(ψ)が生ずる。これは、大気圧を基準と

した負の圧力で、不飽和度が高い（含水率 ψが小さい）ほど大きな負の値をとり、試料内空気圧

力が大気圧から変動すれば、それに平衡した値をとる。試料内部が不飽和の場合は試料内空気圧

力に平衡する吸引圧と位置圧の和が全圧となり、飽和した場合は試料上下の静水圧勾配に応じた

水圧と位置圧の和が全圧となる。試料内部が完全に飽和になると、試料内の位置によらず下向き

の一定水分流が得られる。A 点と D 点の水位が等しくなった時点で、水分流が止まり、測定が終

了する。 

表 3.4.2 各位置における圧力（単位：Pa） 
 位置圧 (静)水圧 吸引圧 全圧力 

A (HUP+Lk+HLO)ρwg Po（大気圧） 0 Po+(HUP+Lk+HLO)ρwg 

B (Lk + HLO)ρwg Po+HUPρwg 0 Po+(HUP+Lk+HLO)ρwg 

試料内部 (Lk－x+ HLO)ρwg － Ps(ψ) Ps(ψ)+( Lk－x+HLO)ρwg 

C HLOρwg Po+(HMP- HLO)ρwg 0 Po+ HMPρwg 

D HMPρwg Po（大気圧） 0 Po+ HMPρwg 
ψ：容積基準含水率[m3/m3]、x：試料内の任意の点の上側表面からの距離[m]   



第 3 章 瓦の材料特性に関する検討 

64 
 

(4) 測定結果 

1) 表面仕上げ層がない場合 

ここでは、表面仕上げ層のないいぶし瓦（厚さ 11.52mm）の測定結果を例に、水分伝導率算出

過程について述べる。これは、装置に設置して 14 日後に測定を開始した試料の結果である（後述）。 
上側水槽とメスピペットの 10 分おきの水位測定値、水位から算出した水分流量と試料上下面圧

力差、水分流量と試料上下圧力差を式(3.4.3)に代入して求めた水分伝導率の経時変化を図 3.4.4 に

示す。表面仕上げ層がない場合は瓦内部の水分移動が速く、測定開始から約 3 時間で上側水槽と

メスピペットの水位変化がほぼ０となる。上側水槽の水位変化は非常に小さく測定誤差が大きく

なりやすいため、水分流量はばらつきが大きく負の値をとることも生じる。従って、水分流量と

してはメスピペットの水位から算出した値を計算に使用する。両者の水位差が小さくなるにつれ

試料上下面の圧力差が小さくなり、それに伴い水分流量も小さくなる。 
水分伝導率は測定開始から約 2 時間まではほぼ一定となっているが、水分流量が小さくなるに

つれ測定誤差が大きくなり、ばらつきが大きくなる。測定開始から約 2～3 時間の結果を平均する

と、3.73×10-9 [kg/(m・s・Pa)]という値が得られた。釉薬瓦（厚さ 12.23mm）についても同様に測定

を行い、2.15×10-9 [kg/(m・s・Pa)]という結果を得た。 
2) 表面仕上げ層がある場合 

表面仕上げ層のある試験体は、仕上げ層を上とし測定を行ったところ初期に意図した方向の水

分流が得られず、測定に長期間を要した。そこで、試料上下面の水圧差を駆動力とする飽和状態

での定常水分流を想定すると、両者の透水抵抗は等しくなるはずであるが、仕上げ層を下とした

場合の測定も行った。図 3.4.5 に、いぶし瓦の仕上げ層（炭素膜）を上側とした場合と下側とした

場合の水位測定結果、水位の時間変化から求めた試料上下水圧差と水分流量を示す。 
仕上げ層がある場合は水分の移動速度が小さくなるため、横軸の単位は時間 [h]で示している。

測定間隔は 24[h]である。開始から 84 時間（約 4 日間）の測定では、仕上げ層が上か下かによっ

て異なる挙動が見られる。仕上げ層を下とした場合には、仕上げ層がない場合と同様、メスピペ

ット水位は上昇し上側水槽水位は下降して、水位が等しくなる方向に水分流が発生する。一方、

仕上げ層を上側とした場合には、測定開始から 4 日経過後もメスピペットの水位が減少している。

釉薬層のある釉薬瓦に関しても、同様の傾向が見られた（図 3.4.5 水位の時間変化）。 
上側水槽からメスピペットへの透水が進むと水位差が小さくなり、試料上下面の水圧差が小さ

くなるはずであるが、仕上げ層を上側とした場合は測定初期では水圧差が大きくなった。仕上げ

層を下側に設置した場合は、早い段階で安定した水分流量が得られたものの（図 3.4.5 水分流量の

時間変化）、水圧差が 0 に近づくまでには長い時間がかかることが推測される（図 3.4.5 試料上下

圧力差の時間変化）。 
いぶし瓦試料のみ、試料を装置に取り付けた状態で水位の読み取りを停止し、測定開始から 25

日経過後に再び読み取りを開始すると、メスピペットの水位が時間の経過とともに上昇した（図

3.4.6 左）。また、上側水槽の水位低下速度は 25 日経過後の方が速くなっている。 
仕上げ層を下とした場合の測定から得られた水分伝導率は、いぶし瓦（厚さ 13.77mm）が

2.78×10-12 [kg/(m・s・Pa)]、釉薬瓦（厚さ 13.52mm）が 4.16×10-12 [kg/(m・s・Pa)]であった。 
表面仕上げ層の厚さを 10μm と仮定して透水抵抗を算出すると、いぶし瓦の場合は 4.95×109 

[(m2・s・Pa)/kg]、釉薬瓦の場合は 3.24×109 [(m2・s・Pa)/kg]となった。表面仕上げ層の透水抵抗は、実

質部の抵抗（いぶし瓦約 3.69×106 [(m2・s・Pa)/kg]、釉薬瓦 6.28×106 [(m2・s・Pa)/kg]）と比較して約 
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図 3.4.4 表面仕上げ層がない場合の測定結果 
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図 3.4.5 表面仕上げ層がある場合の測定結果 

9.10

9.15

9.20

9.25

9.30

9.35

9.40

9.45

9.50

9.55

9.60

14

14.5

15

15.5

16

16.5

17

17.5

18

18.5

19

0 24 48 72 96 120

上
側

水
槽

水
位

[c
m
]

メ
ス

ピ
ペ

ッ
ト

水
位

[c
m
]

経過時間 [h]

メスピペット

上側水槽

仕上げ・下

仕上げ・上

9.10

9.15

9.20

9.25

9.30

9.35

9.40

9.45

9.50

9.55

9.60

14

14.5

15

15.5

16

16.5

17

17.5

18

18.5

19

0 24 48 72 96 120 144 168 192

上
側

水
槽

水
位

[c
m
]

メ
ス

ピ
ペ

ッ
ト

水
位

[c
m
]

経過時間 [h]

メスピペット

上側水槽

仕上げ・下

仕上げ・上

‐1.0E‐06

‐8.0E‐07

‐6.0E‐07

‐4.0E‐07

‐2.0E‐07

0.0E+00

2.0E‐07

4.0E‐07

6.0E‐07

0 24 48 72 96 120

水
分

流
量

[k
g/
(m

2 ･
s)
]

経過時間 [h]

仕上げ・下

仕上げ・上

‐1.0E‐06

‐8.0E‐07

‐6.0E‐07

‐4.0E‐07

‐2.0E‐07

1.0E‐22

2.0E‐07

4.0E‐07

6.0E‐07

0 24 48 72 96 120 144 168 192

水
分

流
量

[k
g/
(m

2 ･
s)
]

経過時間 [h]

仕上げ・下
仕上げ・上

600

700

800

900

1000

1100

1200

0 24 48 72 96 120

圧
力

差
[P
a]

経過時間 [h]

仕上げ・下

仕上げ・上

600

700

800

900

1000

1100

1200

0 24 48 72 96 120 144 168 192

圧
力

差
[P
a]

経過時間 [h]

仕上げ・下

仕上げ・上

‐14.0 

‐12.0 

‐10.0 

‐8.0 

‐6.0 

‐4.0 

‐2.0 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

0 24 48 72 96 120

水
分

伝
導

率
[×

10
‐1
2 k
g/
(m

･s
･P
a)
]

経過時間 [h]

平均2.78×10‐12[kg/(m･s･Pa)]

‐12.0 

‐10.0 

‐8.0 

‐6.0 

‐4.0 

‐2.0 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

0 24 48 72 96 120 144 168 192

水
分

伝
導

率
[×

10
‐1
2 k
g/
(m

･s
･P
a)
]

経過時間 [h]

平均4.16×10‐12[kg/(m･s･Pa)]

仕上げ・下

仕上げ・上



第 3 章 瓦の材料特性に関する検討 

 

67 
 

  
図 3.4.6 表面仕上げ層がある場合の測定結果（いぶし瓦・仕上げあり、測定開始後 25 日目以降） 

 
1000 倍となり、水分移動特性に大きな影響を与えることが確認できた。 
これらの水分伝導率の単位を[m/s]に変換し透水係数を求めると、いぶし瓦の仕上げありは 2.72

×10-11[m/s]、仕上げなしは 3660×10-11[m/s]、釉薬瓦の仕上げありは 4.08×10-11[m/s]、仕上げなし

は 2110×10-11[m/s]であった。山本ら[3-3]の測定では、施釉品が約 2.8～14×10-11[m/s]、無釉品が

約 8.3～111×10-11 [m/s]であったため、仕上げがある場合は本測定の結果とほぼ同程度のオーダー

となっているが、仕上げがない場合は 20～30 倍の差がある。この原因としては、文献で用いられ

ている瓦の方が厚いこと、焼成温度が高く見掛け気孔率も小さいことなどが挙げられる。 
 

3) 測定時間と水分伝導率測定結果 

仕上げ層のないいぶし瓦 3 体（測定 5 回）、釉薬瓦 4 体（測定 4 回）について測定を行ったとこ

ろ、いぶし瓦は 2.12～3.73×10-9 [kg/(m・s・Pa)]、釉薬瓦は 1.47×10-9～2.15×10-9 [kg/(m・s・Pa)]という

値が得られた。この値を、試料を装置に取り付けてから測定を開始するまでの経過日数との関係

で示したものが図 3.4.7 である。 
試料を装置に取り付けた後、測定を開始するまでの日数が長いほど水分伝導率が大きくなる傾

向が見られる。いぶし瓦の 1 日後、2 日後、14 日後の測定結果はいずれも(1)で説明した試料につ

いての結果である。経過日数が短い時には試料内の透水を妨げる現象が発生し、水分伝導率の値

が実際よりも小さく見積もられたと考えられる。 
 

 
図 3.4.7 経過日数と水分伝導率の関係 
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第 4 章 瓦の水分移動における空気の影響 

 
 
 
 
 

4.1 はじめに 

前章で示した粘土瓦の飽和透水係数の測定において、測定開始時に試料内部に含まれる空気が

水分浸透を妨げる可能性があることが示唆された。Descamps[4-1]は、calcium silicate brick を用い

た一連の実験により、試料内部の空気圧力の上昇が水分移動を遅らせることを確認し、水と空気

が混合しない分離した相で移動するとした discrete modeling approach によって、実験結果を説明

している。 
本章では、空気が透水の妨げとなるメカニズムを推測し、数値解析によりその影響を明らかに

することを目的とする。4.2 節では、透水係数測定から得られた結果について考察を行う。4.3 節

では、材料内部の空気圧力を考慮した水分移動のモデルと、解析方法・条件について説明する。

4.4 節では、3 章で示した透水係数測定の条件を用いた数値解析を行い、仕上げ層の有無による空

気の影響の違いを明らかにする。4.5 節では、本章のまとめと透水係数測定における注意点につい

て述べる。 
 

4.2 空気が水分移動に影響を与えるメカニズム 

4.2.1 材料内部の空気圧力の影響 

空気が水分移動の抵抗となることのメカニズムは以下のように考えられる。 
① 測定開始時には、試料内部にある割合の空気が存在する。 
② 試料内部に水が浸透するにしたがい内部の空気は圧縮され、圧力が高まる。大気圧下では負

の値をとる吸引圧は試料内部の全圧変化分に応じて変化するため、絶対値が小さくなる方向

に動く（図 4.2.1）。 
③ 材料の水分伝導率が一定であるとすると、水分移動量は圧力差に比例する。試料内部の水の

吸引圧が小さくなると、試料内部へ水が浸透しにくくなり、水分流量が小さくなる。 
④ 測定においては、水分流量と水圧差から水分伝導率を算出するため、水分流量が小さい場合、

水分伝導率を小さく見積もることになる。 
⑤ 試料内部に含まれる空気には浮力が作用することと、空気は水に溶解するため、一定時間を

経過すると内部の空気はすべて抜け、試料内部は水で飽和する。その時に飽和時の水分伝導

率が得られる。 
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上側水槽 

下側水槽 

圧力 P（正）

不飽和による吸引圧

(負圧) 

試料上下面の

圧力差ΔP 

空気圧力増加による 

吸引圧変化 

 

図 4.2.1 空気圧力増加による試料内部吸引圧上昇のイメージ 
 

したがって、仕上げ層のない場合、試料を装置へ取り付けてから測定を開始するまでの日数が

長いほど大きな水分伝導率の値が得られることについては、長い時間をかけて試料内部の空気が

抜け、水で飽和した状態に近づいたためであると考えられる。 
 

4.2.2 仕上げ層の透気抵抗の影響 

仕上げ層を上とした場合に他と異なる挙動を示すことは、空気の影響を考慮すると次のように

説明できる。 
① 測定開始時には試料内部に空気を含む。すなわち、不飽和の状態にある。 
② 試料内部に存在する空気と仕上げ層により、上側水槽から流入する透水量は少ない。仕上げ

層のない下側からは不飽和部分へ水分が流入する。ただし、空気の影響によりその流入速度

は小さいため、数日間にわたりメスピペットの水位は減少する（図 4.2.2(a)）。 
③ 主に試料下面から水分が流入することで、試料内部の含水率が上昇し、空気容積は減少する。 
④ 試料上面の仕上げ層の透気抵抗が大きい場合、空気は上に抜けにくいため、空気は圧縮され

空気圧力は上昇する（図 4.2.2(b)）。 
⑤ さらに空気圧力が上昇することで仕上げ層を通して空気が上方向へ抜けると、試料内部の全

圧が低下し、吸引圧は負の大きな値をとる。したがって上下面から水分が流入しやすくなる。

また、試料内部の含水率が上昇すると液水の移動量が増加し、上側水槽の水位低下速度が初

期よりも大きくなる。 
⑥ 試料内部の含水率が飽和近くまで上昇すると、上側水槽からメスピペットへ向かう一方向の

水分流が生じる。これにより、メスピペット水位の上昇が観察される（図 4.2.2(c)）。 
⑦ 試料内部が水で飽和すると定常水分流が得られ、試料上下面の水圧差と水分流量から水分伝

導率が求められる。 
空気は浮力により上方向へ抜けやすいとすると、仕上げ層がない場合と仕上げ層を下とした場

合は、比較的速く空気が抜ける。これは、メスピペットでの水位低下が観察されなかったことと

矛盾しない。 
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上側水槽

下側水槽

水位

低下

仕上げ層 

瓦実質部

（不飽和）

水の流入

空気 

           

上側水槽

下側水槽

仕上げ層

空気の透過

空気圧力上昇

水で飽和

水位 

低下 

 
(a)                                            (b) 

上側水槽

下側水槽

水位

上昇

仕上げ層

瓦実質部

（飽和）

 
(c) 

図 4.2.2 仕上げ層を上とした場合の透水過程 
 

4.3 解析方法 

4.3.1 計算対象 

計算対象は 14mm 厚のいぶし瓦とし、測定時と同様、表面仕上げ層のない場合（Case 0）、仕上

げ層を上とした場合（Case 1）、下とした場合（Case 2）の 3 ケースについて計算を行う。3.4.2 節

で測定された値を用いて、瓦の実質部の水分伝導率は 3.73×10-9 [kg/(m･s･Pa)]、仕上げ層の透水抵

抗は 4.98×109 [(m2･s･Pa)/kg]とする。なお、仕上げの厚さは考慮しない。 
 

4.3.2 基礎式と計算方法 

水分移動解析は、１次元の差分計算を行う。瓦実質部は厚さ方向に約 1mm 刻みで 14 分割する。

瓦内部の水分流は式(4.3.1)で表される。 

( )
x
PψλJ pw ∂
∂′−=         (4.3.1) 
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計算開始時には、瓦内部は不飽和の状態とする。式(4.3.2)は、不飽和時の水分伝導率を示す。

瓦内部の初期含水率分布と、指数 N の値は未知であるため、それぞれ感度解析を行い、推定する。 

( )
N

sat
satpp ψ

ψλψλ ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
′=′ ,        (4.3.2) 

式(4.3.3)は不飽和時の瓦内部の水分収支式を示している。本式により含水率変化が求められる。 

( ) ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′−

∂
∂

−=
∂
∂

x
Pψλ

xt
ψρ pw       (4.3.3) 

吸引圧は、瓦の平衡含水率曲線を用いて、含水率から求められる。測定条件下では、含水率は

飽和に近い極めて狭い範囲の値をとると考えられるため、ここでは平衡含水率曲線を、相対湿度

96％以上の範囲で直線近似したものを用いる。 
瓦の上側表面と下側表面を通る水分流から、上側水槽とメスピペットの水位変化を求める。こ

のとき、別途測定した水面からの蒸発量（上側水槽：1.74×10-7 [kg/(m2･s)]、メスピペット：1.83×10-11 
[kg/(m2･s)]）を考慮する。 

 

4.3.3 境界条件 

瓦の上側表面と下側表面の総圧は、静水圧と位置圧からなり、計算の境界条件として与えられ

る。両表面には、実際の瓦でもいぶし瓦の炭素膜近傍には炭素がある程度浸透していることなど

を考慮し、仮想の水と空気の伝達抵抗層があるとして計算を行う。水分伝達抵抗は 1.0×105 [(m2･

s･Pa)/kg]、空気伝達抵抗は 1.0×104 [(m2･s･Pa)/kg]とする。 
表面仕上げ層は水分容量をもたないものとして扱い、仕上げ層のある面は、仕上げの抵抗と伝

達抵抗の合成値により水分流が決定される。 
表面仕上げ層の透気率は、固有透過率 k0 [m2]を用いて式(4.3.4)により求められる[4-2]。 

apfa

af

wpfw

wf

ρR
ηL

ρR
ηL

k
×′
×

=
×′
×

=0       (4.3.4) 

ここでは、表面仕上げ層の透気抵抗は 7.45×1010 [(m2･s･Pa)/kg]とする。 
 

4.3.4 空気の影響のモデル化 

図 4.3.1 に試料内部の空気圧力と容積、質量の模式図を示す。瓦内部が不飽和の時、水で満たさ

れていない空隙は空気を含んでいる。空気の容積 Vaは式(4.3.5)のように表される。 

( ) ma VψV ×−= φ         (4.3.5) 
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初期の空気圧力 Pa が大気圧に等しいとすると、空気量 Na は理想気体の状態方程式を用いて次

のように求められる。 

TR
VP

N
a

aa
a ×

×
=         (4.3.6) 

ここでは、瓦の内部を空気が移動する速度は水の移動速度と比べて速いと考え、瓦内部の空気

圧力は位置によらず一様とする。水が瓦に浸透し含水率が上昇するにつれて、空気の容積は減少

する(Va’ < Va)。空気が抜けることができず瓦内部にとどまれば、空気が圧縮され空気の圧力が高

くなる(Pa’ > Pa)。内部の空気圧力が瓦上部の水圧よりも高くなると、空気は仕上げ層を通して上

に抜け、内部の空気量は減少し(Na’ < Na)、空気圧力も低下する。本モデルでは、瓦内部のすべて

の空気が抜けるまで繰り返される。 
 

 
図 4.3.1 瓦内部の空気圧力、容積と質量の関係 

 
瓦内部の吸引圧は、内部の空気圧力の上昇に伴い上昇する。試料内部が水で満たされていない

不飽和の状態の時、内部には水を吸い込もうとする圧力（吸引圧）が生じる。吸引圧は、飽和時

を 0 とした負の値をとり、内部が乾燥状態であればあるほど、負の大きな値をとる。水分化学ポ

テンシャル μ [J/kg]と吸引圧 Ps [Pa]の関係は、式(4.3.7)で表される。 

ws ρμP ⋅=         (4.3.7) 

吸放湿の履歴を無視すると、大気圧下では相対湿度（水分化学ポテンシャル）がわかれば含水

率は一意に定まる。したがって、平衡含水率関係と式(4.3.7)から、吸引圧と含水率の関係が求め

られる。しかし、試料内の空気圧力が大気圧よりも上昇し、内部の全圧が大きくなると、図 4.3.2
に示したように同じ含水率であっても吸引圧の値は大きくなる。したがって、試料上面にかかる

水圧と試料上面付近の吸引圧の差、試料下面にかかる水圧と試料下面付近の吸引圧の差は、それ

ぞれ小さくなり、水が浸透しにくくなると考えられる。 
図 4.3.2 は、全圧の上昇が平衡含水率関係に与える影響を示したものである。試料内部の全圧が

上昇すると、平衡関係も圧力が高くなる方に平行移動する。含水率が ψ1 (<ψsat)の時、大気圧(1 
[atm]).下における吸引圧を Ps1とすると、同じ含水率で空気圧力が Pa1 [atm]の時の吸引圧 Ps1’は次

のように表される。 
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( )1 1 1 1s s aP P P′ = + −
       (4.3.8) 

 

 
図 4.3.2 空気圧力の吸引圧への影響 

 

4.4 解析結果 

4.4.1 表面仕上げ層がない場合（Case 0-1） 

3.4.2 節で述べた通り、表面仕上げ層がない場合、水分伝導率の測定値は試料が装置に設置され

てからの日数が長いほど大きくなる傾向があった。表 4.4.1 に、３回の測定が行われたある１体の

試料について、水分伝導率の測定値と、測定開始までの日数を示す。解析はこの３回について行

った。飽和時の水分伝導率は、いずれも 3.73×10-9 [kg/(m･s･Pa)]であるとした。初期の飽和度も表

4.4.1 に示す３パターンを想定した。不飽和時には、瓦内部に空気が存在するものとする。 
 

表 4.4.1 表面仕上げがない場合の計算条件 

Case 

No. 

水分伝導率 

測定結果 

装置に設置してから

測定開始までの期間
測定時間 初期含水率 

計算に用いた 

水分伝導率 

[kg/(m･s･Pa)] [day(s)] [hour(s)] [m3/m3] [kg/(m･s･Pa)] 

0-1 (a) 2.69×10-9  1 8 0.95×ψsat 

0.99×ψsat 

1.0×ψsat 

3.73×10-9 0-1 (b) 3.00×10-9  2 11 

0-1 (c) 3.73×10-9  14 6 
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メスピペットと上側水槽の水位変化を図 4.4.1（Case 0-1(a)）、図 4.4.2（Case 0-1(b)）、図 4.4.3（Case 
0-1(c)）に示す。これらの結果はすべて、N=1000 として得られたものである。 

Case 0-1(a)と Case 0-1(b)では、初期含水率を飽和よりも小さいとして計算した時の結果が、実

測結果とよく一致している。しかし、Case 0-1(c)では、最初から飽和していたとして計算した結

果が、実測結果をよく再現している。 
 

図 4.4.1 Case 0-1 (a) におけるメスピペット（左）と上側水槽（右）の水位変化 

図 4.4.2 Case 0-1 (b) におけるメスピペット（左）と上側水槽（右）の水位変化 

図 4.4.3 Case 0-1 (c) におけるメスピペット（左）と上側水槽（右）の水位変化 
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各 Case において、計算で得られた試料の上下水圧差と水分流を用いて、水分伝導率を計算によ

り求めた。結果を表 4.4.2 に示す。計算された水分伝導率が実測値とよく一致し、試料内部に入っ

てしまった空気により水分伝導率が低く見積もられることを確認できた。 
 

表 4.4.2 計算により求められた水分伝導率（Case 0-1） 

Case No. 

計算結果 (計算開始から 2 時間の平均値) 

0.95×ψsat 0.99×ψsat 1.0×ψsat 

0-1 (a) 2.707×10-9 2.715×10-9 3.522×10-9 

0-1 (b) 2.715×10-9 2.722×10-9 3.522×10-9 

0-1 (c) 2.685×10-9 2.692×10-9 3.491×10-9 

 
 

4.4.2 表面仕上げ層を上側とした場合（Case 1-1） 

表面仕上げ層を上とした場合（Case 1-1）では、メスピペットの水位が測定を開始してから４

日間下がり続けた。この期間中、上側水槽の水面の蒸発を考慮しても、瓦に浸透した水は少なく

とも 3.483ml と見積もられる。これを容積含水率に換算すると 0.0427[m3/m3]となる。測定に用い

た瓦の飽和容積含水率は 0.229[m3/m3]であるため、初期の飽和度は約 81.4%と推定できる。 
測定は装置の上に試料を設置してすぐに開始したため、試料内部に空気が存在していたと考え

られる。本節では、初期の飽和度は同じ 81.4%として、初期含水率が一様に分布していた場合（図

4.4.4(a))と試料下面がほぼ飽和となるように直線上に分布していた場合（図 4.4.4(b))の解析を行

い、初期含水率分布の影響についても検討を行う。さらに、(c)では初期飽和度のより低い条件も

設定した。 
 

 

図 4.4.4 初期含水率分布 
 
測定では、瓦内部の高い空気圧力が水の浸透を妨げた可能性が示唆された。したがって、初期

の空気圧力と表面仕上げ層の透気率の影響についても検討を行う。パラメータの値を表 4.4.3 に示

す。表 4.4.3 に太字で示した、初期含水率分布(b)、初期空気圧力 1.5[atm]、仕上げ層の透気抵抗

10 倍を基本条件とし、結果の比較を行う。 
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表 4.4.3 計算におけるパラメータ（Case 1-1、太字は基本条件） 

初期含水率分布 

（図 4.4.4） 

(a) 一様分布 

(0.814×ψsat) 

(b) 直線分布 1 

(平均: 0.814×ψsat)

(c) 直線分布 2 

(平均: 0.649×ψsat) 
 

初期空気圧力 1.0 atm 1.5 atm 1.6 atm  

表面仕上げ層の 

透気抵抗 

Rpfa 

(=7.45×1010[ (m2･s･Pa)/kg])
Rpfa ×5.0 Rpfa ×10.0 Rpfa ×12.5 

 
図 4.4.5 と図 4.4.6 は、Case1-1 におけるメスピペットと上側水槽の水位を示している。これら

は計算開始からから６日目までの結果である。 
 

(A) 初期含水率分布の違い (B) 初期空気圧力の違い (C) 透気抵抗の違い 

図 4.4.5 メスピペットの水位変化（Case 0-1、計算開始後 6 日間の結果） 
 

(A) 初期含水率分布の違い (B) 初期空気圧力の違い (C) 透気抵抗の違い 

図 4.4.6 上側水槽の水位変化（Case 0-1、計算開始後 6 日間の結果） 
 
図 4.4.5(A)から、瓦の初期含水率分布を一様とした場合には、メスピペットの水位が最初に急

激に低下する。これは、瓦の下部と下側表面の水圧差が、直線分布とした場合よりも大きいため

で、下側表面を通してメスピペット側からより多くの水が浸透したためと考えられる。初期含水

率を直線分布とすると、計算開始から３日までは測定結果とよい一致を示すが、初期飽和度が高
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い(b)直線分布 1では、測定時よりも先にメスピペットの水位が上昇に転じている。このことから、

初期飽和度は、最初に推定した値よりもさらに低い可能性もあるといえる。 
図 4.4.5 (B)・(C)より、初期空気圧力が高ければ高いほど、また透気率が小さいほど空気が長く

試料内部に残るため、試料への水の浸透は遅くなることがわかる。それゆえ、メスピペットの水

位もしばらくの間下がり続ける。時期の差はあるものの、すべての計算条件においてメスピペッ

トの水位は計算後半では上昇に転じた。種々の不確定要因を推定する必要があるため、計算後半

では測定値のとのよい一致は見られなかったが、空気の影響を考慮することで、測定開始後にメ

スピペットの水位が下がり続けることは説明できたと考えられる。 
図 4.4.6 (B)・(C)より、上側水槽の水位変化については初期空気圧力や透気率の影響はそれほど

大きくはないが、(A)初期含水率分布は直線状とした方が測定値によく合っている。直線分布の場

合は、試料上側の含水率が低いため吸引圧が大きく、より多くの水を浸透するため、上側水槽の

水位低下が速くなったものと考えられる。このことからも、測定を開始した時には、試料の上側

に空気が滞留していたことが推察される。 
 

4.4.3 表面仕上げ層を下側とした場合（Case 2-1） 

Case2-1 におけるメスピペットと上側水槽の水位の測定値と計算値を図 4.4.7 に示す。この Case
では、試料が装置の上に設置されてから４日後に測定を開始したため、初期飽和度を0.99とした。 

試料上面に仕上げがなければ、測定開始直後は試料の上面から水が多く浸透する。試料下面に

は透気抵抗の高い仕上げがあることと、試料内部の空気は浮力を受けるため、空気は上方に移動

し素早く抜ける。したがって、仕上げ層を下側とした場合は、空気が透水の抵抗となることはほ

とんどなく、上側水槽からメスピペットに向けて水が流れる。解析においても、仕上げ層を上と

した場合と異なり、メスピペットの水位は測定開始後すぐに上昇し始めることが確認できた。 
 

メスピペット 上側水槽 

図 4.4.7 水位の計算結果（Case 2-1） 
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4.5 第 4 章のまとめ 

本章では、前章で示された空気が水分浸透の妨げとなる点について、簡単なモデルを用いて数

値解析を行った。その結果、瓦内部の空気が抜けにくく、圧縮され圧力が上昇するような状況で

は、水分浸透へ与える空気の影響が大きいことを明らかにした。 
特に空気の影響が問題となるのは、透水係数の測定のように両面から水圧がかかり空気が抜け

にくい状況の時である。この場合、空気の存在を考えずに測定を行うと値を低く見積もる可能性

があるため、物性値の測定という本来の目的が達せられない。測定前に試料内の空気を十分に抜

くことと、測定開始時に試料内部が十分に飽和していることを確認する必要がある。 
実環境下においては、いぶし瓦のように全面に透気抵抗の高い層をもつ材料に雨水が浸透する

など、飽和に近い条件下では内部の空気圧力が上昇し、水分が浸透しにくくなる可能性が考えら

れる。 
 

―――――――――― 
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第 5 章 凍結・融解過程を考慮した熱水分移動の基礎理論 

 
 
 
 
 

5.1 はじめに 

建築多孔質材料内に生じる熱と水分の同時移動に対しては、取り扱う現象（液水移動の有無）

や適用領域の違いによる設計許容誤差の違いにより、各種の基礎式が示されている。 
松本[5-1]は、それ以前の Philip、De Vries 及び Luikov らによる材料内の水分勾配及び温度勾配

による水分流の表現を包括する基礎式を、非可逆過程の熱力学に基づいて導出した。水分の状態

量に、自由水基準の化学ポテンシャル（Gibbs’s Free Energy）を用いることで、これまで取り扱い

が困難であった異種媒質が接合する内部境界の表現を容易にした。化学ポテンシャルは水分の状

態、相に関係なく用いることができるため[5-2]、固体内の水分状態を統一的に記述することがで

きる。 
多孔体における結氷問題については、主に化学分野で多孔体内の毛管水の凝固点降下のメカニ

ズムを説明する種々の理論が展開されている（例えば Puri[5-3]、樋口[5-4]など）。 
松本、高、馬らは、凝固点温度の低下現象は、多孔体における固相・液相・気相水分の平衡を

想定することで説明可能であるとし、多孔体内における凝固点降下と水分化学ポテンシャルの関

係を導出した。また、土壌における実験によりその理論の妥当性を示した[5-5] [5-6]。 
鉾井、畑野、筆者らは、それらの基礎理論をふまえ、ALC[5-7]、グラスファイバーボード[5-8]、

Leda Clay[5-9]、レンガ[5-10]等の建築材料について、周辺環境の影響や熱水分物性値の影響を検

討した。多孔質材料内部での水分の凍結は、内部の含水率が飽和に近い（自由水基準の化学ポテ

ンシャルが０に近い）ほど、凝固点降下は小さく 0℃付近で凍結を生じる。言い換えれば、本研

究で取り上げている温暖地のように、－5℃程度までの温度域を対象とする場合、飽和に近い高含

水率域でなければ凍結を生じないといえる。畑野らが行った数値解析では飽和付近を対象として

いなかったため、本章では、外部から多量の水分が供給され飽和に至る過程を含めた数値解析手

法を示す。 
5.2 節では凍結融解過程の水の性質、特に多孔質材料中の凝固点降下について述べる。5.3 節で

は、松本により示された気・液・固を含む三相系の熱水分同時移動解析の理論を概説する。5.4
節では表面における熱水分移動の計算方法、特に、降雨を含む外部からの水分供給の取り扱い方

と、飽和付近の扱い方を含む数値計算手法について述べる。5.5 節では、3 章で測定された粘土瓦

の材料物性値を数値解析に適用できるよう整理を行う。 
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5.2 凍結・融解過程の水の性質 

5.2.1 密度変化 

水の密度は温度に依存し、大気圧（101325[Pa]）下では 3.98℃で最大密度 999.972[kg/m3]をとる

[5-11]。0℃における水の密度は 999.84[kg/m3]であり、この水が凍結すると密度は 916.8[kg/m3]と
なる。この場合、999.84/916.8≒1.09 であるから体積は約 9%増加し、膨張することとなる。 

大気圧下で安定的に存在する氷（氷Ⅰ）の密度は、－175℃での値に換算されても 920[kg/m3]
であり[5-12]、氷の密度変化の温度依存性は水と比較し小さいといえる。通常の建築壁体におい

て問題となる低温域は-40℃程度までであり、この範囲では氷の密度は一定と扱っても差し支えな

いと考えられる。本研究では氷の密度を ρi＝917.0[kg/m3]として扱う。 
氷を含む三相系で材料内の熱移動を考える際には、固体実質部の熱容量に加え、各相水分の熱

容量を考慮する必要がある。各相水分を含む材料の容積比熱 cρψ [J/m3K]は、式(5.2.1)の通りとな

る。 

iiilllgggbbb ψρcψρcψρcψρcρψc +++=     (5.2.1) 

ただし、水蒸気の密度 ρg（20℃における飽和水蒸気密度は 0.01729[kg/m3][5-11]）は液水及び氷

の密度と比較し十分に小さく、材料が乾燥に近い状態を扱うことは稀なので以降で述べる計算に

おいては cgρgψg の項は無視する。 
 

5.2.2 熱伝導率変化 

0℃における水の熱伝導率は 0.561[W/mK]であり、空気の熱伝導率は 0.0241[W/mK]であるため

[5-11]、多孔質材料中に液水が存在する場合、材料全体として熱伝導率は乾燥時と比較し大きくな

る。特に高湿域を問題とする場合は材料内の含水率が高くなるため、その影響が顕著である。い

くつかの建築材料については、熱伝導率と含水率の関係が測定されており[5-13]、熱伝導率は含

水率の関数として式(5.2.2)のように表現することができる。 

( )lf ψλ =         (5.2.2) 

0℃における氷の熱伝導率は 2.2[W/mK]である[5-11]ため、材料中に氷がある場合には、液水の

みの時と比較しさらに熱伝導率が大きくなる。ここでは、結氷による熱伝導率増大の影響を、液

水含水率の増加とみなし、式(5.2.2)に代入して、式(5.2.2)’のように扱う。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+= i

l

i
lf ψ

λ
λ

ψλ        (5.2.2)’ 

なお、乾燥材料の熱伝導率も温度依存性があるが、含水による影響の方が大きいため、ここで

は乾燥時の熱伝導率は温度によらず一定として扱う。 
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5.2.3 凝固点降下（結氷条件） 

多孔質材料内部の水は、細孔の径に応じた毛管力を受け、同じ温度の自由水と比べて化学ポテ

ンシャルが小さい。すなわち、自由水の化学ポテンシャルを 0 とすると、細孔中の水の化学ポテ

ンシャルは負の値をとる。このような水においては、細孔径に依存した凝固点降下現象が生じる

[5-14]。松本ら[5-6]は、熱力学の観点から、水分化学ポテンシャルを用いて凝固点降下度を以下

のように与えた。 
単位質量水分の Gibbs 自由エネルギーは次式で表される。 

TSPVUG −+=        (5.2.3) 

Gibbs 自由エネルギーの変化 dG は, 

TdSSdTVdPPdVdUdG −−++=      (5.2.4) 

熱力学第一法則より、内部エネルギーの変化は与えられた熱量と外に対して行う仕事量との差に

等しく、等圧過程においては、仕事量は体積変化に比例することから、 

PdVdQdWdQdU −=−=       (5.2.5) 

また、エントロピーの定義から、 

TdQdS =         (5.2.6) 

式(5.2.5)、式(5.2.6)を式(5.2.4)に代入して、 

( ) SdTVdPTdQTSdTVdPPdVPdVdQdG −=−−++−=   (5.2.7) 

各相の化学ポテンシャルは単位質量あたりの Gibbs 自由エネルギーに等しいため、以下が成り立

つ。 

ggggg dTSdPVd −=μ        (5.2.8) 

lllll dTSdPVd −=μ        (5.2.9) 

iiiii dTSdPVd −=μ        (5.2.10) 

三相系局所平衡仮定より各相の化学ポテンシャルと温度は等しいとすると、次式が成立する。 

μμμμ dddd ilg ===        (5.2.11) 

dTdTdTdT ilg ===        (5.2.12) 

氷の内部圧力変化を 0 とすると、 



第 5 章 凍結・融解過程を考慮した熱水分移動の基礎理論 

86 
 

0=idP          (5.2.13) 

式(5.2.9)、式(5.2.10)、式(5.2.11)より、 

iillll dTSdTSdPV −=−        (5.2.14) 

また、液水・氷の平衡より、 

TSITSI iill −=−        (5.2.15) 

式(5.2.14)に式(5.2.15)を代入して変形すると、 

T
dT

V
H

T
dT

V
II

dP
l

li

l

il
l ⋅=⋅

−
=       (5.2.16) 

潜熱 Hli は、通常バルクの水の潜熱の値として 6.0139[J/kmol]（=333822[J/kg]）が知られている

が、Radjy はエンタルピーの測定結果から凍結の潜熱 Hli が温度の低下とともに減少することを、

式(5.2.19)のように示している[5-15]。 

( ) wli MTH 04071.001593.6 +=       (5.2.19) 

ここで、T：温度[℃]、Mw：水の分子量[kg/kmol]（=18.01528） 

凝固点降下度と化学ポテンシャルの関係を、バルクの水の潜熱と式(5.2.19)を用いて計算したも

のを図 5.2.1 に示す。 
 

 
図 5.2.1 潜熱の扱い方の違いによる凝固点降下度の違い 
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潜熱の温度依存性が顕著に表れるのは-10℃を下回る範囲であり、本研究で対象とする-10℃以

上の温度域では、潜熱の扱い方による差はほとんどない。したがって、以降の計算においては、

潜熱はバルクの水の値を用いることとする。 
自由水の結氷温度を T0 とすると、Pl＝0 の時 T＝T0 となる。式(5.2.16)の両辺を積分して、 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛=

0
log T

T
V
H

P e
l

li
l        (5.2.17) 

Pl を自由水基準の水分化学ポテンシャルで表わすと、Pl＝μ/Vl であるから、 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛=

0
log T

TH eliμ        (5.2.18) 

材料内温度が T1(< T0)の時、材料内部の含水率が低く、液水の化学ポテンシャルが μ (T1)より低

い場合、液水は結氷せず不凍水となる。材料内部の含水率が上昇し、液水の化学ポテンシャルが

μ (T1)に達すると結氷する。 
 

5.3 熱水分移動の基礎方程式 

5.3.1 固体材料内の水分 

固体材料の水分の状態（自由エネルギー）は、水分の化学ポテンシャルμ [J/kg]で表わされる。

水分の化学ポテンシャルは水の状態（気相（水蒸気）・液相（水）・固相（氷））によらないため、

高含水率領域から結氷する領域を扱う際に便利である。水分化学ポテンシャルμ [J/kg]と相対湿度

φ [-]には次式で表わされる関係がある。 

φμ lnTRv=         (5.3.1) 

固体材料を一定の温湿度の湿り空気中に十分長い時間おき、これと平衡させた時の材料の含水

率と相対湿度の関係を示したものを平衡含水率曲線（または等温吸着線）と呼ぶ（3.3.1節参照）。

平衡含水率曲線では、一般に吸湿過程と放湿過程で異なる値をとる履歴現象が見られるが、履歴

を無視すれば、平衡含水率ψ（またはφ ）は、温度Tと水分化学ポテンシャルμまたは相対湿度φに 
よって、一意に定まる。 

また、材料が不飽和の時は水を吸引しようとする力が働き、これを吸引圧（サクション）と呼

ぶ。吸引圧と水分化学ポテンシャルには、次の関係がある。 

w

sucP
ρ

μ −=         (5.3.2) 

材料内の吸引圧と含水率の関係は、水分特性曲線の測定によって得られる（3.3.3節参照）。 
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5.3.2 二相系の熱水分同時移動方程式 

多孔質材料内部で水分の凍結・融解が生じない場合の熱水分同時移動の方程式は式(5.3.3)と式

(5.3.4)のようになる[5-2]。液相水分については、平衡含水率曲線の履歴を考慮せず、含水率 ψ に

対応する水分化学ポテンシャル μは一意に定まるとしている。この２式における未知変数は μと
T のみであるため、２式を連立することで解を求めることができる。 

【水分収支式】 

( ) ( ){ }μλλλμ
μ
ψρ

μμ ∇′+′∇+∇′∇=
∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂

∂
lgTg

ll T
t

     (5.3.3) 

【エネルギー収支式】 

( ) ( ) ( ){ }μλλλρψ μ ∇′∇+∇′∇+∇∇=
∂
∂

gTggl THT
t
Tc     (5.3.4) 

ただし、 lllbbb ψρcψρcρψc +=  
 

5.3.3 三相系の熱水分同時移動方程式 

多孔質材料内部で水分の凍結・融解が生じる系は、気・液・固相水分を含む三相系として取り

扱われる。三相系の場合の材料内部の水分とエネルギー収支の模式図を図 5.3.1 に示す。 
水分移動は気相・液相水分のみで生じ、固相水分は移動しない。気相・液相間での蒸発・凝縮、

液相・固相間での凝固・融解により液水含水率と含氷率が変化し、変化量にともなう潜熱が発生

する。これらの潜熱と、液相・固相水分と固体実質部の熱伝導により温度が決定される。 
 

 

図 5.3.1 多孔質材料内部の三相系熱水分収支の模式図 
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(1) 水分収支式 

水分に関する基礎方程式を導出するにあたり、以下の基本仮定を置く。 
1) 多孔質材料内の各相（気・液・固）の水分は局所平衡しているとする。すなわち、 

g l iμ μ μ μ= = =         (5.3.5) 

が成立する（図 5.3.1(a)）。 
2) 多孔質材料の実質部の移動速度は０、すなわち凍結及び融解中の含氷率 ψi の増減により引

き起こされる材料の毛細管構造の変形は十分に小さく、水分移動への影響はない。 
3) 氷と液水で空隙を満たさない不飽和域では、水分化学ポテンシャルは液水含水率により一

意に定まる。すなわち、履歴現象及び過冷却現象は存在しない。 
4) 液水が結氷する際の体積増加は考慮しない。 

なお、水分化学ポテンシャル－含水率関係は、結氷条件を満たす・満たさないにかかわらず同

じであるものとして扱う。土壌（Leda Clay）においては、この妥当性が確認されている[5-16]。 
多孔質材料中の水蒸気、液水、氷の含量は以下の関係を有する。 

1s g l iψ ψ ψ ψ+ + + =        (5.3.6) 

g g l l i i w wρ ψ ρψ ρψ ρ ψ+ + =       (5.3.7) 

水分の凍結・融解を考慮した場合の各相水分についての水分収支式は、以下のようになる。 

【気相】 

( ) ( ) ( )giglgTg
gg MMT

t
+−∇′−∇−∇′−−∇=

∂

∂
μλλ

ψρ
μ    (5.3.8)

 

【液相】 

( ) ( ) ( )lilTl
ll MMT

t
+−∇′−∇−∇′−−∇=

∂
∂

lgμλλ
ψρ

μ     (5.3.9)
 

【固相】 

( ) ( ) ( )iligiTi
ii MMT

t
+−∇′−∇−∇′−−∇=

∂
∂

μλλ
ψρ

μ     (5.3.10)
 

ただし、Mjkは j 相から k 相への相変化量[kg/m3s]であり、Mjk = －Mkj である。したがって、 

( ) ( ) ( ) 0lg =+−+−+− iligligigl MMMMMM     (5.3.11) 

となり、相変化量の和は０となる。 
式(5.3.8)、式(5.3.9)、式(5.3.10)の辺々を足し合わせ、式(5.3.11)を代入すると、 

( ){ } ( ){ }μλλλλλλ
ψρψρψρ

μμμ ∇′+′+′⋅∇+∇′+′+′⋅∇=
∂

∂
+

∂

∂
+

∂

∂
ilgTiTlTg

gggggg T
ttt  

(5.3.12) 
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気相水分の質量変化は液相・固相に比べて無視できるとすると、 

0≈
∂

∂

t
ggψρ

        (5.3.13)
 

液相水分の移動がダルシー則に従うとすると、温度勾配による水分移動は無視できるので、 

0=′Tlλ          (5.3.14)
 

結氷した水分の移動、温度勾配による液相水分移動は小さいとすると、 

0,0 =′=′ iTi μλλ         (5.3.15)
 

式(5.3.12)に式(5.3.13)、式(5.3.14)、式(5.3.15)を代入すると、次の水分収支式が得られる。 

( ) ( ){ }μλλλ
ψρψρ

μμ ∇′+′∇+∇′∇=
∂

∂
+

∂
∂

lgTg
iill T

tt
    (5.3.16)

 

平衡含水率曲線の勾配(∂ψ/∂μ)を代入して整理すると、

 

( ) ( ){ }
t

T
t

ii
lgTg

ll

∂
∂

−∇′+′∇+∇′∇=
∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂

∂ ψρ
μλλλμ

μ
ψρ

μμ    (5.3.17) 

 
(2) エネルギー収支式 

材料内のエネルギー収支は、次式で表わされる。 

( ) ( ) ( ) ( )iillgg

iiilllgggmmm

JIJIJIT
t

I
t

I
t

I
t
Tc

⋅∇+⋅∇+⋅∇+∇∇=
∂

∂
+

∂
∂

+
∂

∂
+

∂
∂

λ

ψρψρψρψρ

    
(5.3.18) 

定圧変化におけるエンタルピーの変化は、 dTcdI ⋅= であるから、式(5.3.18)の左辺を展開すると、

以下のようになる。 

( )

⋅⋅⋅+⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂

∂
+

∂

∂
+⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂

=

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂

+

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂

∂
+

∂

∂
+⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂

+
∂
∂

=

t
I

t
T

c
t

c
T

t
Tc

t
I

t
I

t
I

t
I

t
I

t
I

t
c

T
t
Tc

gg
g

g
ggg

mmm
mmm

ii
i

i
ii

ll
l

l
ll

gg
g

g
gg

mmm
mmm

ψρ
ψρ

ψρ
ψρ

ψρ
ψρ

ψρ
ψρ

ψρ
ψρ

ψρ
ψρ左辺

  

(5.3.19) 
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固体実質部は変化しないため =∂ mmψρ 一定とし、 iiilllmmm cccc ψρψρψρρψ ++= とおくと、 

( )
t

I
t

I
t

I
t
Tc ii

i
ll

l
gg

g ∂
∂

+
∂

∂
+

∂

∂
+

∂
∂

=
ψρψρψρ

ρψ左辺    (5.3.19)’ 

一方、式(5.3.18)の右辺は、 TcI ∇⋅=∇ であることと、各相水分流が 

μλλ μ ∇′+∇′= gTgg TJ 、 μλμ ∇′= llJ 、 0=iJ     (5.3.20) 

と表わされることを用いて、以下のように展開できる。 

( ) ( )
( ) ( ) ( ) μλμλλλ

λ

μμ ∇′∇+∇′+∇′∇+∇++∇∇=

∇+∇+∇+∇+∇∇=

llgTggllgg

llllgggg

ITITcJcJT

JIIJJIIJT右辺

 
(5.3.21) 

( ) TcJcJ llgg ∇+ は十分小さいので無視し、さらに式(5.3.8)、式(5.3.9)を代入して、 

( ) ( ) ( ) ( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ ++

∂
∂

+
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

++
∂

∂
+∇∇= li

ll
lgigl

gg
g MM

t
IMM

t
IT lg

ψρψρ
λ右辺

 
(5.3.21)’

 

ここで、式(5.3.19)’と式(5.3.21)’を等号で結び整理すると、 

( ) ( ) ( )lilgiglg
ii

i MMIMMIT
t

I
t
Tc ++++∇∇=

∂
∂

+
∂
∂

lgλ
ψρ

ρψ   (5.3.22) 

式(5.3.10)で λ’Ti=0、λ’μi=0 とすると、固相水分収支式は、 

ligi
ii MM

t
+=

∂
∂ ψρ

       (5.3.23)
 

式(5.3.22)に式(5.3.23)を代入して整理すると、 

( ) ( ) ( ) ( ) liilgiiggllg MIIMIIMIIT
t
Tc −+−+−+∇∇=

∂
∂ λρψ   (5.3.24) 

j 相と k 相のエンタルピーの差 (Ij－Ik) が、j 相から k 相への相変化熱 Hjkに等しいとすると、 

( ) liligigiglgl MHMHMHT
t
Tc +++∇∇=

∂
∂ λρψ     (5.3.22)’ 

式(5.3.8)、式(5.3.13)より、気相水分収支式は、 

( ) ( )μλλ μ ∇′∇+∇′⋅∇=+ gTggigl TMM      (5.3.25)
 

式(5.3.25)を式(5.3.22)’に代入して展開すると、 
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( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ){ } ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ } ( )
( ) ( ) ( ){ } ( )ligiligTggl

liligiilgTggl

liligiiggilggTggl

liligigigiglgTggl

MMHTHT

MHMIITHT

MHMIIMIITHT

MHMHMHTHT
t
Tc

++∇′∇+∇′⋅∇+∇∇=

+−+∇′∇+∇′⋅∇+∇∇=

+−+−−∇′∇+∇′⋅∇+∇∇=

++−∇′∇+∇′⋅∇+∇∇=
∂
∂

μλλλ

μλλλ

μλλλ

μλλλρψ

μ

μ

μ

μ

 

式(5.3.23)を代入して整理して、 

( ) ( ) ( ){ }
t

HTHT
t
Tc ii

ligTggl ∂
∂

+∇′∇+∇′∇+∇∇=
∂
∂ ψρ

μλλλρψ μ    (5.3.26)
 

ただし、 iiilllmmm cccc ψρψρψρρψ ++=   

 
式(5.3.17)と式(5.3.26)では、平衡含水率関係（μと ψl ）がわかれば、T、μ、ψi の３つが未知数

となる。5.2.3 節で示した結氷が生じる際の温度 T と化学ポテンシャル μの関係を決定する式

(5.2.18)を合わせて、三相系の熱水分同時移動方程式の基礎式とする。 
 

5.3.4 空気に接する表面における熱・水分移動の扱い 

空気に接する固体表面における対流熱伝達率 αc [W/(m2･K)]は、外部風速 v [m/s]を用いて粗面に

おけるユルゲスの式（式(5.3.27)・式(5.3.28)）により求める。 

vc 2.41.6 +=α  (v≦5 [m/s])      (5.3.27) 

78.050.7 vc =α  (v＞5 [m/s])      (5.3.28) 

放射による熱移動は、気象データから日射や長波長放射を考慮して決定する。詳細は第 7 章に

示す。放射熱伝達率を用いる場合は、材料表面の放射率を 0.9 として求めた汎用的な値 αr =5.1 
[W/m2K]を用いる[5-17]。 

空気に接する固体表面における湿気伝達率 α’m [kg/(m2･s･Pa)]は、対流熱伝達率を用いてルイス

の関係（式(5.3.29)）より求める。 

TRC vapa

c
m ⋅⋅⋅

=′
ρ
α

α        (5.3.29) 

ここで、本解析においては水分移動のポテンシャルを化学ポテンシャルとしているため、温度

とポテンシャル勾配による水分伝達率を求める。表面伝達層における水分流 Jvs [kg/m2s]は次式の

ように表される。 

 ( ) ( ) ( )soTsovsvomvs TTPPJ −′+−′=−′= αμμαα μ     (5.3.30) 
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したがって、α’μ [kg/(m2･s･(J/kg))]、α’T [kg/(m2･s･K)]は、それぞれ式(5.3.31)、式(5.3.32)により

求められる。 

 TR

v

vs
m

v
m

ve
TR

PP μ

μ α
μ

αα ′=
∂
∂′=′       (5.3.31) 

 TR

v

vsvs
m

v
mT

ve
TR

P
dT
dP

T
P μ

μ
ααα ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ ⋅
−′=

∂
∂′=′

2
     (5.3.32) 

空気に接する固体表面での熱・水分収支式は、n を固体表面の内向き単位法線ベクトルとして、

それぞれ式(5.3.33)、式(5.3.34)となる。 

( )( ) ( ) ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′+

∂
∂′−

∂
∂

−=−′+−′+
n
T

n
H

n
THTTH TggglsoglsoTgl λμλλμμααα μμ  (5.3.33) 

( ) ( )
n
T

n
TT TgsoTso ∂

∂′−
∂
∂′−=−′+−′ λμλαμμα μμ     (5.3.34) 

 

5.4 数値計算手法 

5.4.1 基礎方程式の離散化 

前節で述べた基礎方程式を用いて、材料内の温度と含水率、結氷量を予測する数値解析を行う。

数値解析においては方程式を離散化し、差分法による計算を行う。空間については中心差分、時

間については前進差分とする。 
２次元の場合のコントロールボリューム（CV）を図 5.4.1 に示す。図中(i,j)セル内における水分

収支式とエネルギー収支式は、以下のようになる。 
 

【水分収支式】 

( ) ( ) ( ) ( )
y

jiJjiJ
x

jiJjiJ
tt

YYXX
t

i
tt

i
i

t
l

tt
l

l Δ
+−

+
Δ

+−
=

Δ
−

+
Δ

− Δ+Δ+ 1,,,1,ψψ
ρ

ψψ
ρ

  
(5.4.1)

 

ここで、 ( ) ( ) ( )( )jiji
x

jiJ X
X ,,1,

1

1 μμ
λμ −−
Δ

′
= 、 ( ) ( ) ( )( )jiji

x
jiJ X

X ,1,,1
2

2 +−
Δ

′
=+ μμ

λμ  

( ) ( ) ( )( )jiji
y

jiJ Y
Y ,1,,

1

1 μμ
λμ −−
Δ

′
= 、 ( ) ( ) ( )( )1,,1,

2

2 +−
Δ

′
=+ jiji

y
jiJ Y

Y μμ
λμ  
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【エネルギー収支式】 

( ) ( ){ } ( ) ( ){ }

( ) ( ){ } ( ) ( ){ }
y

jiJjiJHjiQjiQ
x

jiJjiJHjiQjiQ
t

H
t

TTc

gYgYglYY

gXgXglXX
t

i
tt

i
ili

ttt

Δ

+−++−
+

Δ

+−++−
=

Δ
−

⋅−
Δ

− Δ+Δ+

1.,1.,

.1,.1,ψψ
ρρψ

 (5.4.2)
 

ここで、 ( ) ( ) ( )( )jiTjiT
x

jiQ X
X ,,1,

1

1 −−
Δ

=
λ

、 ( ) ( ) ( )( )jiTjiT
x

jiQ X
X ,1,,1

2

2 +−
Δ

=+
λ

 

( ) ( ) ( )( )jiTjiT
y

jiQ Y
Y ,1,,

1

1 −−
Δ

=
λ

、 ( ) ( ) ( )( )1,,1,
2

2 +−
Δ

=+ jiTjiT
y

jiQ Y
Y

λ
 

 

 

図 5.4.1 ２次元のコントロールボリューム 
 

5.4.2 解析的手法（二相系） 

本解析においては、材料表面からの液水浸透の影響を精度よく把握するため、表面近傍でのセ

ル幅を小さくしている。この場合、計算の安定性を確保するため時間刻みを非常に小さくする必

要があるが、計算時間が膨大となるため、セル幅が小さい範囲では、対象とする差分点に隣接す

る差分点の状態量 T と μを定数として、基礎方程式(5.3.17)、式(5.3.26)について常微分方程式(5.4.3)、
(5.4.5)を作成する[5-18]。対象とする差分点(i,j)の係数を c1、定数項を c2とすると、常微分方程式

の解は(5.4.4)、(5.4.6)で表される。二相系の場合は、ここで得られた解を用いて解析を行う。 

 

【水分収支式】（式中の記号は、図 5.4.1 参照） 

( ) ( ) 211 ,, cjic
dt

jidA += μμ
       (5.4.3) 

(i,j)(i-1,j) (i+1,j)

(i,j-1)

(i,j+1)

X

Y 

QX(i,j), JX(i,j) QX(i+1,j), JX(i+1,j)

QY(i,j), JY(i,j)

QX(i,j+1), JX(i,j+1)

T(i,j), μ(i,j), ψl(i,j) , ψi(i,j)

Δx1

Δy1

Δy2

Δx2
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( ) ( )
1
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20 1
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e
c
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μμ       (5.4.4) 

ここで、 VA w μ
ψρ

∂
∂

=1 、 zyxV ΔΔΔ= 、 zyS X ΔΔ= 、 zxSY ΔΔ=  （Δz=1） 
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【エネルギー収支式】（式中の記号は、図 5.4.1 参照） 

( ) ( ) 432 ,, cjiTc
dt

jidTA +=        (5.4.5) 

( ) ( )
3

4

3

40 2

3

,,
c
c

e
c
c

jiTjiT
t

A
c

t −⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

      (5.4.6) 

ここで、 VcA ρψ=2 、 zyxV ΔΔΔ= 、 zyS X ΔΔ= 、 zxSY ΔΔ=  （Δz=1） 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
Δ

′⋅+
+

Δ

′⋅+
−

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
Δ

′⋅+
+

Δ

′⋅+
−=

Y
TgyglY

Y
TgyglY

X
TgXglX

X
TgXglX

S
y

H
S

y
H

S
x

H
S

x
H

c

2

22

1

11

2

22

1

11
1

λλλλ

λλλλ

 

( ) ( ) ( ) ( )( )

( ) ( ) ( ) ( )( )⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+−++

Δ
+−

Δ
+

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+−++

Δ
+−

Δ
=

1,,1,1,

,1,,1,1

2

2

1

1

2

2

1

1
2

jiJjiJHjiT
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5.4.3 飽和付近の扱い方 

多孔質建築材料では、相対湿度 99%以上の飽和付近の領域において平衡含水率曲線の勾配が急

激に大きくなる場合があり、前進差分で計算を行う際に発散してしまう可能性がある。これを防

止するには時間刻みを小さくする方法が考えられるが、非常に長い計算時間を要するため現実的

ではない。 
ここでは、CV が飽和しているあるいは飽和に達する場合には、以下の手順に従い計算を行う

こととする。 
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(1) 液水と氷で飽和する場合 

材料内空隙は液水と氷で飽和しているため、気相水分（水蒸気）は流入しないものとする。液

相水分については、含水率が上昇する方向に駆動力が働いたとしても、セル内のポテンシャルは

増加するが、含水率が空隙率を超えることはない。したがって、式(5.3.17)に示す水分の収支がと

れるように水分流を調整して計算を行い、次の時間の水分化学ポテンシャルを決定する。 

( ) ( ) ( ) ( )
y
jiJ

x
jiJ

ty
jiJ

x
jiJ Yx

t
i

t
i

i
Yx

Δ
+

+
Δ
+

=
Δ
−

−
Δ

+
Δ

+ 1,,1,, 1 ψψ
ρ

   
(5.4.7)

 

この時、得られた化学ポテンシャルは、平衡含水率関係を満たさず、含水率に対応した値より

もプラス側の値をとる。この時の液水含水率は、空隙率と含氷率の差とするのが妥当である。 
温度は、結氷条件を示す式(5.2.18)から化学ポテンシャルを用いて求められる。含氷率はエネル

ギー収支を示す式(5.3.26)より得られる。プラス側となった化学ポテンシャルに対応する結氷温度

は実際よりも高めに算出され、その結果、含氷率も多めに見積もられる。次の時間の含氷率が空

隙率を超える場合には、空隙を超えないように含氷率の変化量を定め、温度を修正する。 
 

(2) 氷で飽和する場合 

空隙内部が氷で飽和している場合は、気相・液相水分ともに流入することができない。この場

合、水分の移動として考えられるのは、氷が融解してできた液相水分の流出だけである。含氷率

は増加しないため、含氷率の変化は Δψi≦0 を満たす。水と氷で飽和する場合と同様に、式(5.3.17)
を満たすように化学ポテンシャルの値を求める。この時、水分が流入する方向の場合は、水分流

を 0 とおき計算する。結氷条件式から温度を、エネルギー収支式から含氷率の変化量を求める。 
 

5.4.4 外部からの水分供給の扱い方 

(1) 屋根面にあたる降雨量の推定 

気象観測データにおいて、降雨量はある時間内に地表の水平面に達した降水の深さとして、10
分間、1 時間、1 日などの積算値として表される。雨の強さは時々刻々と変化しており、瞬間的な

雨の強さを表すのには降雨強度（単位時間あたりの雨量）が用いられる[5-19]。これは屋根表面

に当たる雨水の流入速度に関係する。 
表 5.4.1 に京都市の降水量の最大記録[5-11]を示す。例えば 10 分間降水量から降雨強度が 10 分

間で変化しないとして 2.6 [mm/min.]とすると、1 時間では 156 [mm]となり、同日に観測された１

時間降水量の最大記録を超えてしまう。同時間内に、降雨強度の大きい時間と小さい時間があっ

たことが推測できる。 
 

表 5.4.1 京都市の降水量最大記録（カッコ内は記録日） 
10 分間降水量 1 時間降水量 1 日降水量 

26 mm 

（1980.8.26） 

88 mm 

（1980.8.26） 

289 mm 

（1959.8.13） 
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(2) 屋根面に当たる雨量 

気象データから得られる降雨量は一般的に水平面が受ける雨量 Rhであるが、屋根には勾配があ

り、雨は風の影響を受け斜めに降るため、厳密には屋根面が受ける雨量は Rhではない。 
空気中の水滴の落下終速度は雨滴の直径によって変化するが、0～10[m/s]の範囲にある[5-20]。

雨滴の落下角度（降雨の傾斜角）θr は、水平方向の外部風速を Uw、雨滴の落下終速度を Ur とす

ると、式(5.4.8)で表される。降雨の傾斜角と風速、落下終速度の関係を図 5.4.2 に示す。 

( )wrr UUθ /arctan=        (5.4.8) 

京都市の気象データから冬期 11～3 月の風速の出現頻度を図 5.4.3 に示す。最大風速は 4.8 [m/s]
である。半数以上の時間で風速は 1.0 [m/s]以下である。外部風速が 1.0[m/s]以下の場合、降雨の傾

斜角は図 5.4.2 から概ね 45°以上となる。 
 

図 5.4.2 降雨の傾斜角と風速、落下終速度の関係 図 5.4.3 京都市の冬期の風速出現頻度 
 
雨滴が一様の傾きで落下すると仮定し、その水平面に対する傾斜角をβ、屋根面の勾配を θ、

降雨の方位角と屋根面の方位角の差を δとすると、任意の勾配と屋根面上の雨量（屋根面にその

まま溜まったと仮定した時の深さ）Rr は理論上、式(5.4.9)で表される[5-19]。 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+= δ

β
θθRR hr cos

tan
sincos       (5.4.9) 

4 寸勾配（α=21.8°）と 10 寸勾配（α=45°）の屋根における、Rr/Rh と降雨の傾斜角θ、降雨

の方位角と屋根面の方位角の差 δの関係を図 5.4.4 に示す。実際の降雨時は雨滴の大きさは一様で

はなく落下角度も異なるため、式(5.4.9)で屋根面に当たる降雨量を求めることはできないが、大

略推測することは可能である。 
屋根面が最も多く雨を受けるのは降雨の方位角と屋根面の方位角が同じ場合（δ=0°）であり、

降雨の傾斜角を 45°とすると、4 寸勾配では屋根面に当たる雨量は水平面の約 1.3 倍、10 寸勾配で

は約 1.4 倍程度として考えなくてはならない。 
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しかしながら、京都市の冬期間の風速は 1m/s 以下となることが多く、風速が小さいほど降雨の

傾斜角は 90°に近付くこと、降雨と屋根面の方位角が同じであっても降雨の傾斜角が 90°に近付

くと屋根面降水量と水平面降水量の差は小さくなること、降雨時の風向や風速が一定でないこと

等を考慮し、本解析においては屋根面降水量は水平面降水量に等しいとして計算を行う。今後、

強風地域で勾配の大きい屋根に対する解析を行う際は、配慮が必要である。 
 

図 5.4.4 Rr/Rhと降雨の傾斜角 θ、降雨と屋根面の方位角の差 δの関係 
（左：4 寸勾配、右：10 寸勾配） 

 

(3) 降雨時の屋根表面の流層厚と付着する水膜厚さ 

降雨量が少ない場合は、雨水は屋根材に吸収あるいは表面に水滴として付着するが、降雨量が

多くなると吸収・付着しきれない水分は勾配に沿って流下する。屋根面全体が濡れた場合、屋根

面のある部分における雨水の流速や流層厚は、屋根勾配や屋根面の状態、形状等によって異なる

が、松下[5-21]は平均に雨を受ける平坦な屋根上の一様流れを粘性流と仮定し、流層厚 WF [m]を
示す式(5.4.10)を導いている。 

3
sin

3
θgρ

Jη
W

w

roof
F =        (5.4.10) 

したがって、屋根材表面に付着する水分が WFを超えなければ、水膜は流下せずに付着すると

いえる。Jroofは屋根面幅 1m あたりの流量[m3/m･s]であり、流れの下方（屋根の軒方向）にいくほ

ど大きくなる。京都の 11～3 月の 1 時間降水量の最大値は 14 [mm/h]であるが、この場合 4 寸勾配

で屋根長さ 6m の軒先における流層厚は約 0.3mm となり、屋根材に浸透しない水分が水膜として

保持される量はわずかで、ほとんどは流下することがわかる。したがって、降雨水による瓦内部

への水分浸透は長時間継続しないと考えられる。 
 
(4) 数値計算における外部からの水分供給の扱い方 

瓦の外部から液水が供給される場合は、数値解析においては以下のように取り扱う。 
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仕上げ層と実質部の境界点を(i, j)とする。(i, j)点における水分収支を図 5.4.5 に示す。外部から

水分供給がある場合、仕上げ層外気側表面は飽和であるとし、その時の水分化学ポテンシャルを

μs とする。仕上げ層を通る気相水分流は 0 とおく。 
 

 
図 5.4.5 (i, j)点における水分収支 

 
仕上げ層に流入する液相水分は、降雨による水分流 JR [kg/m2s]と結露水による水分流 JCON 

[kg/m2s]である。 
仕上げ層の透水抵抗を R’μl [m2s(J/kg)/kg]とおくと、仕上げ層を通って(i, j)点に通る最大の水分流

JMAX [kg/m2s]は、式(5.4.11)で表される。 

( ) ( )( ) lsMAX RjijJ μμμ ′−= ,       (5.4.11) 

瓦内部へ浸透する液相水分流 JIN [kg/m2s]は、以下のように場合分けできる。 

( ) MAXCONR JJJ <+ の時  CONRIN JJJ +=  （すべて浸透）  (5.4.12) 

( ) MAXCONR JJJ ≥+ の時  MAXIN JJ =  （水膜形成）  (5.4.13) 

( ) MAXCONR JJJ ≥+ の時、瓦の内部へ浸透せずに表面に残留する水分は表面に水膜となり付着す

る。水膜の厚さ変化 ΔWf と時刻 t+Δt における水膜厚さ Wf (t+Δt) [mm]はそれぞれ式(5.4.14)、式

(5.4.15)の通りとなる。Wf (t+Δt)＜0 となる場合、水膜は消滅するものとする。 

( )
1000ΔΔ 1 ×

−+
= t

ρ
JJJ

W
w

xConR
f      (5.4.14) 

( ) ( ) fff WtWttW Δ+=Δ+        (5.4.15) 
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5.4.5 数値解析プログラムの流れ 

これまで述べた基礎方程式を用いて、ある環境条件下における外装材料の温度と水分状態、結

氷の有無と量を計算するプログラムを作成する。 
計算プログラムのフローを図 5.4.6 に示す。最初に計算の準備として、外気等境界条件、建物

条件、材料物性値、定数値を入力する。次に、材料内の温度と含水率分布の初期条件を与える。 
メインプログラムでは時間ステップごとに、境界条件の更新、材料物性値の更新、材料内熱流

と水分流の計算を行う。材料が氷を含まず、次の時間においても結氷を生じない場合は二相系の

計算となり、熱流と水分流から次の時間ステップの温度と水分化学ポテンシャルを計算する。 
材料が氷を含んでいるか次に結氷を生じる場合には、三相系の計算となり、結氷条件式も含め

て収束計算により次の時間の温度と水分化学ポテンシャル、含氷率を求める。 
 

 

図 5.4.6 計算プログラムの流れ 
 

外部データの読み込み 

計算準備（変数の定義・ファイルの指定） 
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5.5 数値解析に用いる材料物性値の整理 

三相系の熱水分同時移動の解析に用いる基礎方程式は、式(5.3.17)、式(5.3.26)、式(5.2.18)の３

式となる。これらを以下に再掲する。 

【水分収支式】 ( ) ( ){ }
t

T
t

ii
lgTg

ll

∂
∂

−∇′+′∇+∇′∇=
∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂

∂ ψρ
μλλλμ

μ
ψρ

μμ
 

【エネルギー収支式】 ( ) ( ) ( ){ }
t

HTHT
t
Tc ii

ligTggl ∂
∂

+∇′∇+∇′∇+∇∇=
∂
∂ ψρ

μλλλρψ μ

 

【結氷条件式】 ⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛=

0
log T

TH eliμ
 

これらの方程式を解くためには、材料の移動係数及び平衡関係を知る必要がある。水分に関す

る移動係数として、温度勾配による気相水分伝導率 λ’Tg [kg/msK]、水分化学ポテンシャル勾配に

よる気相水分伝導率 λ’μg [kg/ms(J/kg)]と液相水分伝導率 λ’μl [kg/ms(J/kg)]を求める必要がある。材

料内の水分状態を自由水基準の水分化学ポテンシャルで表現するため、含水率を求めるためには、

平衡含水率関係の傾き（含水率の水分化学ポテンシャルによる微分）∂ψl/∂μ も予め知っておく必

要がある。熱に関する移動係数としては熱伝導率 λ、容量としては材料の比熱 c と密度 ρ が必要

である。また、式中には現れていないが、飽和を超えるか否かの判断を行うため、材料の空隙率

Φも必要である。 
5.5.2 節以降では、移動係数を測定値から理論的に導出する考え方について述べる。 
 

5.5.1 乾燥密度 ρd・空隙率 Φ・比熱 c 

乾燥密度は 3.2.2節での測定結果から、いぶし瓦については 1970 [kg/m3]、釉薬瓦については 2018 
[kg/m3]とする。 

空隙率は、3.3.2 節で水分特性値を測定した際の、飽和時の容積基準含水率を用いる。いぶし瓦

の空隙率は 25.8%、釉薬瓦の空隙率は 23.8%とする。 
比熱については測定が困難であったため、同じセラミック材料であるレンガの文献値[5-22]で

ある 920 [J/kgK]という値を用いる。 
 

5.5.2 熱伝導率 λ 

乾燥状態における粘土瓦の熱伝導率を、非定常熱線法[5-23]により測定すると、λ=0.937 [W/mK]
という値が得られた。熱伝導率 λの含水率による変化は、文献[5-22]からセラミック材料であるレ

ンガの値を参照し、本論文においては粘土瓦の熱伝導率を容積基準含水率の関数として、式(5.5.1)
で表す。容積基準含水率と熱伝導率の関係を図 5.5.1 に示す。 

0.9377.146836.146-79593 23 ++= lll ψψψ.λ     (5.5.1) 
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5.2.2 節で述べた通り、多孔質材料中で結氷が生じている場合は氷の熱伝導率を考慮して材料全

体の熱伝導率を決定する。材料内部に液水がないとした時の、含氷率と熱伝導率の関係を図 5.5.2
に示す。水のみで飽和している場合は約 2.0 [W/mK]であるが、すべてが氷になった場合は約 61 
[W/mK]まで熱伝導率が増加する。 
 

図 5.5.1 容積基準含水率と熱伝導率の関係 図 5.5.2 含氷率と熱伝導率の関係 
 

5.5.3 水分移動係数 

 (1)材料内の気相水分移動係数 λ’μg、λ’Tg 

測定で得られた移動係数は、水蒸気圧勾配による湿気伝導率 λ’p [kg/(m･s･Pa)]である。3.4.1 節

の測定結果から、いぶし瓦の λ’p は 3.84×10-12
 [kg/(m･s･Pa)]、釉薬瓦の λ’p は 4.34×10-12 [kg/(m･

s･Pa)]である。 
材料内気相水分流を表す式を以下のように展開する。 

x
T

xx
T

T
P

x
P

x
P

J Tgg
v

p
T

v
p

v
pgw ∂

∂′−
∂
∂′−=

∂
∂

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′−

∂
∂

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂′−=

∂
∂′−= λμλλμ

μ
λλ μ

μ  
 (5.5.2) 

式(5.4.2)と式(5.3.1)から、水分化学ポテンシャル勾配による気相水分伝導率 λ’μg [kg/ms(J/kg)]は
以下の式で求められる。 

( )
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
′=⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
∂
∂′=′

TRTR
TPP

vv

vs
p

T

v
pg

μλ
μ

λλμ exp      (5.5.3) 

式(5.5.2)と式(5.5.3)から、湿気伝導率 λ’p を消去して、温度勾配による気相水分伝導率 λ’Tg が
以下の式で求められる。 
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( ) ( )

( )
( ) ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅′=

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
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⎛
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⎛
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⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′=′
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dT
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TRTR
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T
P

vs

vvs
g

vv
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v
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ppTg

μλ

μμμλλλ

μ

μ
2expexp   (5.5.4) 

ここで得られた λ’μg、λ’Tg は一定温度のもとで測定された湿気伝導率から求められている。式

(5.5.3)、式(5.5.4)から、λ’μg、λ’Tgは飽和水蒸気圧 Pvs (T)の関数であり、Pvs (T)は強い温度依存性を

もつ。このため、λ’μg、λ’Tg の温度補正を行う。飽和水蒸気曲線は、SONNTAG の式[5-24]を用い

て、式(5.5.5)で表される。 

( )
( )⎟

⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

+×+

−+−
=

− TT
TT

TPvs ln433502.210673952.1
02711193.02409642.219385.6096

exp
25    (5.5.5) 

水蒸気圧 Pvは、飽和蒸気圧 Pvs (T)と相対湿度 h の積で表されるため、式(5.5.2)に Pv＝Pvs (T)×h
を代入する。 

( ) ( )
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μ

λ
μ     (5.5.6) 

測定時の温度を T1とし、λ’μg、λ’Tg それぞれについてまとめると、以下のようになる。 
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 (5.5.8) 

 
3.4.1 節の測定で得られた、いぶし瓦と釉薬瓦の水蒸気圧勾配による湿気伝導率 λ’p を用いて、

以上の手順により λ’μg、λ’Tgを求めた。得られた λ’μg、λ’Tgを温度依存性も含めて、図 5.5.3、図 5.5.4
に示す。 
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図 5.5.3 水分化学ポテンシャル勾配による気相水分伝導率（左：いぶし瓦、右：釉薬瓦） 

図 5.5.4 温度勾配による気相水分伝導率（左：いぶし瓦、右：釉薬瓦） 
 

(2)材料内の液相水分の移動係数 λ’μl 

液相水分移動は材料内部の吸引圧を Psucとして、以下のように変換できる。 
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 (5.5.9) 

ここで液相水分移動はダルシー則に従うとすると、温度勾配による液相水分伝導率 λ’Tl は 0 と

なる。測定によって得られた飽和透水係数 ksat [m/s]から、式(5.5.10)を用いて材料の吸引圧勾配に

よる水分伝導率 λ’Pl |sat [kg/msPa]が求められる。式(5.3.2)より Psuc=－μ × ρwであるから、飽和時の

水分化学ポテンシャル勾配による液相水分伝導率 λ’μl |sat [kg/ms(J/kg)]は式(5.5.11)のようになる。 

g
ksat

satpl =′λ         (5.5.10) 
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⎠
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⎝

⎛
∂

∂′=′       (5.5.11) 

式(5.5.11)から、λ’μl を求める際に温度に依存する係数は水の密度 ρw と透水係数 ksat である。ρw

の温度依存性は、理科年表[5-11]に掲載されている値から式(5.5.12)の通り近似式を作成した。 

( ) ( ) ( ) ( ) 87219.999051954.00074.0000033.0 0
2

0
3

0 +−+−−−= TTTTTTTwρ  (5.5.12) 

ρwの温度依存性は飽和水蒸気圧ほど大きくはないが、日射による温度上昇や凍結・融解過程ま

でを考慮する際には扱う温度域が広くなるため、λ’μl の温度補正も式(5.5.12)を用いて行う。透水

係数の温度依存性には、液水の密度と粘性係数の温度依存性が影響する。材料の性質に依存する

固有透過度[5-25]を k0とおくと、透水係数 ksat は式(5.5.13)で表される[5-26]。 

0k
η

gρ
k w

sat =         (5.5.13) 

固有透過度の温度依存性は、水の粘性係数の温度依存性と比較し無視できるほど小さいとする。

測定時の温度を T1とすると、任意の温度 T における透水係数 ksat(T)は、式(5.5.14)で表される。 

( )
1

1

1

Tsat
TwT

TTw

sat k
ρη

ηρ
Tk

⋅

⋅
=        (5.5.14) 

また、不飽和時の液相水分伝導率 λ’μl は、飽和にごく近い領域で急激に値が大きくなる瓦の性

質を考慮し、材料内の飽和度 (ψ/ψsat) の関数として、式(5.5.15)で表されるものとした。 

( )
N

satl

l
satlsatlll aa ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅−′+×=′

,
, ψ

ψ
ψλψλ μμ      (5.5.15) 

ここで、パラメータ a と N は理論的に求めることが困難であるため[5-27]、別途測定を行い推

定する。推定結果については、第６章で述べる。 
 
(3)表面仕上げ層の水分移動抵抗 

日本の粘土瓦は、通常の場合仕上げ層をもっている。いぶし瓦の炭素膜や釉薬瓦の釉薬層の厚

さは一般的に約 10 [μm]と実質部に比べ非常に薄い[5-28]ことから、解析においては水分移動に対

する抵抗のみを考慮し、容量はないものとして扱う。 
仕上げ層の透湿抵抗については、材料表面における水分伝達と同様に、温度勾配と水分化学ポ

テンシャル勾配による水蒸気移動の抵抗に分離し、それぞれ式(5.5.16)、式(5.5.17)によって求めら

れる。 

TR

v

vs
m

v
mg

ve
TR

P
R

P
RR

μ

μ μ
′=

∂
∂′=′       (5.5.16) 
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3.4.1 節で行った透湿抵抗測定において、いぶし瓦の仕上げ層の透湿抵抗は R’m＝5.4×109 
[m2sPa/kg]、釉薬瓦の仕上げ層の透湿抵抗は R’m＝1.5×1011 [m2sPa/kg]であった。これらの数値と

式(5.5.16)、式(5.5.17)を用いて計算した R’μg [m2s(J/kg)/kg]、R’Tg [m2sK/kg]を図 5.5.5、図 5.5.6 に示

す。水分化学ポテンシャルが-100000[J/kg]は、-10～20℃の温度範囲では相対湿度 44～48%に相当

する。これ以上の相対湿度範囲では、湿度が水分伝導抵抗に与える影響はほとんどない。温度の

影響については、-10～20℃の範囲では水分伝導抵抗は約 10 倍の差が生じる。  
 

 
図 5.5.5 水分化学ポテンシャル勾配と温度勾配による仕上げ層の水分伝導抵抗（いぶし瓦） 

 
図 5.5.6 水分化学ポテンシャル勾配と温度勾配による仕上げ層の水分伝導抵抗（釉薬瓦） 
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仕上げ層がある場合、水蒸気移動については仕上げ層の透湿抵抗と外気の伝達抵抗を合成して

水分移動量を計算する。水分流 Jgf [kg/m2s]は式(5.5.18)の通りとなる。 

( ) ( )so
g

so
TgT

gf R
TT

R
J μμ

αα μμ

−⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

′+′
+−⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛

′+′
=

1
1

1
1

   (5.5.18) 

また、液水の浸透に対する抵抗は、透水係数と同様、水圧勾配によるものから水分化学ポテン

シャルによる液水移動に対する抵抗として表すと、式(5.5.19)のようになる。 

ww
w

wl R
P

RR ρ
μμ ′=

∂
∂′=′        (5.5.19) 

水の密度 ρw [kg/m3]は式(5.5.12)を用い、透水抵抗の温度依存性も考慮する。 
 

5.5.4 平衡含水率関係 

図 5.5.7 に、3.3 節で測定された相対湿度と容積含水率の関係を示す。この図から、相対湿度 96%
以上の高湿域において、低湿域と比較し含水率の変化が非常に大きいことがわかる。 

図 5.5.8 は、式(5.3.1)を用いて相対湿度を水分化学ポテンシャルに換算したものと、容積含水率

の関係を示したものである。温度は 20℃とする。飽和時の水分化学ポテンシャルは 0 となるが、

横軸を対数で表すため、ここでは-1 とし表示している。 
式(5.3.17)より、図 5.5.8 の曲線の勾配 (∂ψ/∂μ) は材料の水分容量を示すものであり、(∂ψ/∂μ)が

大きいほど、小さなポテンシャル変化で含水率が大きく変化する。 
本測定で得られた平衡含水率関係を数値解析に用いるために、関数近似したものも図 5.5.7、図

5.5.8 にあわせて示す。水分化学ポテンシャル μ [J/kg]と容積含水率 ψ [m3/m3]の関係は式(5.5.20)に
よって表される。 

 
-5524.655≦μ の時 

( )( ) 13053881.003983085.54log5.18arctan084797892.0 10 ++−×−×= μψ   (5.5.20) 
μ ＜-5524.655 の時 

( )( )μψ −×−×= 10log323867.2exp42149546.17  
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図 5.5.7 相対湿度－容積含水率関係 
 

 

図 5.5.8 水分化学ポテンシャル－容積含水率関係 
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5.6 第 5 章のまとめ 

本章で検討した内容は以下に要約される。 
(1) 水分の凍結・融解過程を生じる系においては、結氷により著しく熱伝導率が増加すること

を明らかにした。 
(2) 多孔質材料内部の水分化学ポテンシャルと凝固点降下の関係を説明し、検討対象とする粘

土瓦において、結氷を生じる際の化学ポテンシャルと対応する細孔径、結氷温度の関係を

明らかにした。 
(3) 気相・液相・固相いずれにおいても統一的に記述できる状態量である水分化学ポテンシャ

ルを用いて、凍結・融解を生じる系の水分収支式、エネルギー収支式の導出過程を示した。 
(4) 透湿率、透水係数の測定値を用いて、数値解析に適用する移動係数を理論的に導出する過

程を示した。特に温度の影響を大きく受ける気相水分伝導率については、温度依存性も考

慮した。 
(5) 水分の凍結・融解を生じる系の水分収支とエネルギー収支を計算する数値解析手法を示し

た。数値解析においては基礎方程式を離散化して扱うが、計算精度を向上させるため表面

近傍のセル幅を小さくすると、計算の安定性を確保するためには時間刻みを非常に小さく

する必要があり膨大な計算時間を要する。したがって、時間刻みを小さくしないで安定し

た解が得られる常微分方程式を用いた解析的手法を示した。 
(6) 仕上げ層のある材料表面における熱・水蒸気・液水移動の扱い方を示した。数値解析にお

いては、外部からの液水移動が生じる場合は仕上げ層の外側を飽和と仮定し、仕上げ層の

透水抵抗に応じて流入する水分量を求め、流入できない水分は表面に水膜として一定厚さ

までは保持されることとした。 
(7) 従来の解析では扱われていなかった飽和付近の扱い方を示した。材料内部の空隙が液水と

氷で飽和する場合においては、材料内部での全圧が変わるため、水分化学ポテンシャルと

液水含水率の平衡関係が成立しなくなる。したがって、水分の収支がとれるよう水分流を

調整して化学ポテンシャルを決定する扱い方を示した。また、氷で飽和する場合は水蒸気、

液水の流入は生じず、融解水分の流出のみを考慮することとした。 
 
６章以降では、本章で述べた数値解析手法を用いて、種々の環境下における、表面仕上げ層を

もつ粘土瓦内部の温度・水分性状の把握を行う。 
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第 6 章 表面仕上げ層をもつ粘土瓦における水分移動 

 
 
 
 
 

6.1 はじめに 

３章の水分移動係数測定において、粘土瓦の実質部と表面仕上げ層では、液水・水蒸気とも水

分移動特性が大きく異なること、表面仕上げ層の中でも、いぶし瓦の炭素膜と釉薬瓦の釉薬層で

は特に水蒸気移動に対する抵抗が大きく異なることを明らかにした。 
粘土瓦が実際に使われる外部環境では、外気の温湿度や降雨等により、内部の水分蓄積状況が

時々刻々と変化する。含水率が高い時に温度が低下すると凍結が生じる可能性もあるため、凍害

を生じる条件や部位を予測するためにも、最初に瓦内部の含水率分布を把握することが非常に重

要である。 
本章では、実験と数値解析により、表面仕上げ層をもつ瓦内部の水分蓄積性状を明らかにする

ことを目的とする。ただし、凍結を生じない温度域を扱う。 
6.2 節では、降雨環境下での瓦内部の水分蓄積状況を、実験室と外部環境における２つの実験に

より把握する。 
6.3 節では、6.2 節の実験条件を入力し瓦内部の熱水分移動解析を行い、水分蓄積の状況を再現

する。また、瓦の表面仕上げ層の透湿抵抗・透水抵抗の分布や内部での水分移動速度の違いが含

水率分布に与える影響を検討する。 
 

6.2 水分浸透性状の実験的検討 

実際の使用条件下において、表面仕上げを持つ屋根瓦へ雨水や結露水等の水分がどのように浸

透し、内部でどのような水分分布が形成されるかを確認するため、実験室と降雨時の屋外で水分

浸透実験を行った。 
瓦の仕上げ層には一見すると傷のように見える部分があり、3 章で述べた仕上げ層の透水抵抗

はそのような部分を含めた値として測定を行っている。その測定より仕上げ層の透水抵抗が実質

部の 1000 倍以上あるということを明らかにしたが、水が全く浸透しないわけではない。 
本実験では、仕上げ層内で水を浸透させる主な部分が、目視で判別できる傷部分に対応するか

どうかを確認する。瓦への水分浸透経路や分布性状が明らかとなれば、瓦の凍結を生じやすい部

分を推測することができる。さらに、実験室と屋外の実験結果の比較により、実験室実験の妥当

性もあわせて検証する。 
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(3) いぶし瓦の観察結果 

測定開始から 9 時間経過後、瓦表面には部分的に水滴がついていた。9 時間後のいぶし瓦各部

の断面での水分分布を写真 6.2.4 に、3 日間経過したいぶし瓦の水分分布を写真 6.2.5 に示す。 
 
 

 

写真 6.2.4 いぶし瓦・９時間後の水分分布 
 

(f) 瓦前部 

(c) 瓦中央部 

(a) 釘穴部分 (b) 瓦後部 

(e) 瓦先端部 

(d) 表面欠損部 
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写真 6.2.5 いぶし瓦・３日後の水分分布 
 

(c) 瓦後部（横断面） 

(b) 瓦後部 (a) 差込み部分 

(d) 瓦中央部（凸部） 

(e) 表面欠損部 

(f) 瓦前部（表面欠損部） (g) 先端部 
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写真 6.2.4 (a)、(b)は、瓦の後部の水分分布を示した写真である。いずれも広範囲に水が浸透し

ていることが見てとれる。しかし、(a)に示した釘穴のごく近くは水が浸透していないように見え

る。これと同様の様子は、後述する 3 日目の内部の水分分布に顕著に見られる。 
(c)は中央部の分布である。中央部には局所的に上面から水分が浸透している。また、表面仕上

げ層に傷が確認できなかった部分からも水分が浸透している。(d)は傷部であるが、わずかに水分

が浸透しているものの、際立って浸透量が多いというわけではない。目視で判別できる傷の有無

と水の浸透量は必ずしも対応していない。 
(e)、(f)は瓦の前部の分布である。特に先端部分には水分が蓄積しやすいことがわかる。この部

分は屋根に施工された場合は下側になるため水分が蓄積しやすく、さらに形状が複雑で凸状にな

っており、低温環境下では凍結による膨張圧等により、欠けなどが生じる可能性が高いと考えら

れる。 
写真 6.2.5 (a)、(b)、(c)は 3 日後の瓦の後部の水分分布を示したものである。(b)、(c)から、後部

では端部に近いほど水分が多く浸透していることがわかる。特に、(a)に示した差込み部分には多

く水分が蓄積している。 
(d)は中央部で裏面の凸部の影響がわかるように横方向に分割した断面である。凸部付近への水

分浸透は見られないが、その両側へは多く水分が蓄積している。(e)、(f)、(g)は瓦の前部の水分分

布を示している。(g)の先端部では、9 時間経過後と同様に水分が多く浸透している。 
写真 6.2.5 で現れているように、瓦内部への水分浸透量が増えると、表面の炭素膜近傍に水で湿

っていないと思われる部分が白く際立ってくる。これは、いぶし瓦の焼成過程の最後の「いぶし」

（燻化過程）で炭素膜を付着させる時、空気中の炭素が素地の気孔に根をおろすように浸透する

[6-1]ため、この部分に付着した炭素の撥水性によるものと考えられる。9 時間後の写真 6.2.4 (a)
の釘穴部分で見られた分布も、これと同じ理由によると考えられる。 
しかし、素地の中でも炭素が多く浸透している部分とそうでない部分の境界は明瞭ではないた

め、第 3 章では素地は一様として扱い、その表面に炭素膜があるとして、炭素膜部分の透水抵抗

を算出した。実際には、表面近傍の素地が撥水作用により透水しにくくなっていることを考慮す

ると、表面の近傍の透水抵抗は計算値よりも大きくなる可能性がある。 
実験により、瓦の上面だけでも常時水で湿っている状況であれば、内部へ多量の水分が浸透し

蓄積する可能性があるといえる。一度に多量の水分が供給される降雨だけでなく、表面結露のよ

うに量は少ないものの長時間表面に水分が付着するような状況下でも、瓦内部への水分流入・蓄

積が起こる可能性が示されたと言える。 
 

(4) 釉薬瓦の観察結果 

測定開始から 9 時間経過後と 3 日経過後の釉薬瓦内部の水分分布を写真 6.2.6、6.2.7 に示す。 
釉薬瓦では、釉薬仕上げ層がない後部から水分が浸透し、前部に向かっている。9 時間後では、

仕上げ層部分からの水分浸透は傷部も含めてほとんど見られず、いぶし瓦では水分蓄積が多かっ

た先端部も乾燥していた。3 日後には瓦の内部に水分が一様に分布していたが、これは後部から

浸透した水が移動したものと考えられる。 
瓦は通常重ねて葺かれるため、釉薬瓦の仕上げ層がない部分が外気に露出することはない。た

だし、暴風雨の時など、風や毛細管力によって水が重ねの隙間部分に浸入した場合や、表面結露

が生じた場合は、仕上げ層のない部分から水分が浸透する可能性がある。 
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透し、一様な水分分布が形成される。このような水分分布の違いは、低温環境下で内部の水分が

凍結した場合、瓦の劣化性状に影響を与えると考えられる。 
3 章で測定した結果から、いぶし瓦の透水係数は釉薬瓦のそれに比していくぶん大きいが、水

分が一様に分布していないこと、いぶし瓦は全面的に仕上げ層が施されているため、表面から水

分が浸透した場合は、初期に内部に含まれていた空気は流出しづらいと考えられることから、4
章で述べたように、空気の存在が水分移動速度を遅らせている可能性もあると考えられる。 
降雨環境における実験結果は、実験室における水分浸透実験の結果と同様の傾向を示しており、

今回の実験室実験により降雨の影響の評価が可能と考えられる。 

 

6.3 水分浸透実験の数値解析（二相系熱水分移動解析） 

ここでは、6.2 節で行った実験室及び外部環境での水分浸透実験における水分分布を再現する数

値解析を行う。 
いぶし瓦では表面の炭素膜に目視では判別できない欠損部がある場合、釉薬瓦では仕上げ層の

ある部分とない部分が明確に分かれている場合を想定したモデル化を行う。また、実験結果の含

水率分布との比較により、材料物性値を推定する。 
 

6.3.1 数値解析の概要 

(1) 検討対象 

検討対象は、図 6.3.1 に示すいぶし瓦と釉薬瓦の一部である。瓦の厚さは共に 16mm とする。

いぶし瓦は上下表面に炭素膜による仕上げ層をもち、釉薬瓦は上側表面にのみ釉薬による仕上げ

層をもつものとする。ただし、釉薬瓦の後方 30mm の範囲には仕上げ層がなく、素地のままとす

る。いぶし瓦においては、仕上げ層の欠損部の有無についても検討を行う。 
 

 
図 6.3.1 検討対象部分 

 

(2) 計算対象範囲 

いぶし瓦の中央部分断面の数値解析モデルを図 6.3.2 に示す。厚さ方向に X 軸、横方向に Y 軸

をとる。上境界（X=0mm）・下境界（X=16mm）にはいぶし瓦の炭素膜を想定した透湿・透水抵

抗があるが、炭素膜の熱抵抗は 0 とする。解析範囲は、Y 方向に 20mm の範囲である。空気に接

するのは X=0mm と X=16mm の面のみであり、Y=0mm と Y=20mm の部分では対称性を考慮し、

熱・水分の移動はないものとする（断熱・断湿）。差分の分割幅は X 方向については表面に近い

ほど小さくする。 

いぶし瓦の一般部 

（仕上げ欠損部の影響） 

釉薬瓦の後部

炭素膜 

実質部

炭素膜 

実質部

釉薬層 
30mm 

16mm16mm 
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図 6.3.2 いぶし瓦の解析範囲 
 

釉薬瓦の後方部分断面の数値解析モデルを図 6.3.3 に示す。いぶし瓦と同様、計算対象は厚さ

16mm の瓦であり、厚さ方向に X 軸、長さ方向に Y 軸をとる。上側（X=0mm）には釉薬瓦の釉

薬層を想定した透湿・透水抵抗があるが、Y 方向に 30mm までは仕上げがなく素地のままとする。

解析範囲は瓦の後部、Y 方向に 150mm の範囲である。空気に接するのは X=0mm と X=16mm、

Y=0mm の３面であり、Y=140mm の部分では熱・水分の移動はないものとする（断熱・断湿）。 

 
図 6.3.3 釉薬瓦の解析範囲 

 
(3) 材料物性値 

計算に用いる材料物性値は、5.5 節で整理した値を用いる。いぶし瓦の炭素膜と釉薬瓦の釉薬層

の透湿抵抗と透水抵抗を表 6.3.1 に示す。ここに示した値は液水については水圧勾配、水蒸気につ

いては水蒸気圧勾配による移動の抵抗値であるため、5.5 節で示した方法に従い、それぞれ温度勾

配と水分化学ポテンシャル勾配による移動の抵抗値へと変換する。仕上げのない部分については、

仕上げ層と同じ厚さ（10μm）の実質部があると仮定し、その抵抗を考慮する。 
 

表 6.3.1 仕上げ層の透湿抵抗・透水抵抗 
 透湿抵抗 R’v [m2sPa/kg] 透水抵抗 R’w [m2sPa/kg] 

（仕上げ層あり） （仕上げ層なし） （仕上げ層あり） （仕上げ層なし） 

いぶし瓦 5.35×109 2.42×106 4.96×109 2677.8 

釉薬瓦 1.45×1011 2.13×106 3.24×109 4651.5 

Y=0 Y=20

0.1×2 1.0×2 2.0×8

0.1×30

X=0

X=16

0.2×5

0.4×5

1.0×10

16mm

20mm

炭素膜

炭素膜

Y

X

0.2×2 0.5×20.4
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材料内部の水分化学ポテンシャル勾配による液相水分伝導率 λ’μl については、飽和にごく近い

領域で急激に値が大きくなる瓦の性質を考慮し、式(6.3.1)で表されるものとした。係数 a と N は

理論的に求めることが困難であるため、実験室での実験を模擬した数値解析を行い決定する。 

( )
N

satl

l
satlsatlμllμ ψ

ψ
ψaλψaλ ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅−′+×=′

,
,,      (6.3.1) 

計算に用いた a と N の数値を表 6.3.2 に、それぞれを代入して求めたいぶし瓦の λ’μlを図 6.3.4
に示す。本計算で用いる a と N の範囲では、容積基準含水率が約 0.25[m3/m3]（≒飽和度 0.95）に

達するまでは、λ’μl は a の値にほぼ比例し、飽和度が 0.95 を超える範囲では N の値により λ’μlが

大きく変化する。いぶし瓦と釉薬瓦では飽和時の水分伝導率（λ’μl,sat）の値は異なるものの同程度

のオーダー（いぶし瓦：3.73×10-6 [kg/ms(J/kg)]、釉薬瓦：2.11×10-6 [kg/ms(J/kg)]）であるため、a
と N による影響は同様と考えられる。 

 
表 6.3.2 λ’μlを決定するパラメータ 

a 2.5×10-10 5.0×10-10 7.5×10-10 

N 500 750 1000 

 

      

      

図 6.3.4 パラメータ a と N の違いによる液相水分伝導率の違い（いぶし瓦） 
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6.3.2 実験室における実験の解析 

(1) 境界条件と計算条件 

瓦の周囲の温湿度は、実験時の環境に合わせて 20℃60%RH とする。瓦の境界条件を図 6.3.5 に

示す。実験時にタオルで覆われていた上面では水蒸気の移動はなく、仕上げ層の上側が常に飽和

であるとみなし、水分化学ポテンシャルを－0.1[J/kg]とする。下面は仕上げ層を通して水蒸気移

動があるとする。湿気伝達率は対流熱伝達率（4.65[W/m2K]）からルイスの関係を用いて求めた[6-3]。 
瓦内部の温度と水分化学ポテンシャルの初期値は、周囲空気の温湿度（20℃・60%RH）に平衡

する値とする。計算における時間刻みは 0.01 [s]とし、計算時間は 72 時間（3 日間）とする。 
 

 
図 6.3.5 実験室実験における境界条件 

 
(2) いぶし瓦の場合 

1) 表面の透水抵抗分布パターンの設定 

いぶし瓦の水分浸透実験においては、水が浸透している部分としていない部分が見られたこと

から、表面仕上げ層の透水抵抗に分布があると推定される。そこで、いくつかの分布パターンを

想定して解析を行う。分布パターンの考え方を図 6.3.6 に示す。 
測定で得られた仕上げ層の透水抵抗は、欠損部も含む平均化された値であるため、著しく透湿

抵抗が低い欠損部分があるとすると、それ以外の一般部分の透水抵抗は測定値よりもいくぶん大

きくなることが考えられる。 
 

 

図 6.3.6 表面仕上げ層の透水抵抗分布の考え方 
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測定で得られた透水抵抗を R’μ[m2･s･(J/kg)/kg]とし、欠損部、一般部の透水抵抗を R’μ1[m2･s･
(J/kg)/kg]、R’μ2[m2･s･(J/kg)/kg]とする。仕上げ層の中で欠損部が一定の割合 p だけ存在するとする。

仕上げ層に分布があるとした場合もトータルでの水分流は等しいと仮定し、仕上げ層の上下での

水分ポテンシャル差を Δμ [J/kg]とすると、ある面積 S [m2]を通る水分流 Jw [kg/s]は式(6.3.2)で表さ

れる。 

( )Sp
R
μpS

R
μS

R
μJ

μμμ
w −

′
+

′
=

′
= 1ΔΔΔ

21

      (6.3.2) 

これより、一般部の透水抵抗 R’μ2を測定値の 1.5 倍、2.0 倍、5.0 倍、10 倍と固定すると、欠損

部の面積割合 p と透水抵抗 R’μ2の測定値 R’μに対する割合 R’μ2 /R’μの関係が図 6.3.7 のように得ら

れる。 

 
図 6.3.7 欠損部の面積割合と透水抵抗の関係 

 

ここでは、表 6.3.3 に示す５パターンの透水抵抗分布を用いた解析を行い、欠損部の大きさ（面

積割合）と透水抵抗が含水率分布に与える影響を把握する。なお、P0 は欠損がない場合である。

図 6.3.7 には、P0～P4 の位置も示している。計算は対称性を考慮して欠損部を中心とした片側の

みについて行い、結果の出力は両側について示す（図 6.3.8）。 
 

表 6.3.3 表面透水抵抗分布パターン 
 欠損部の透水抵抗 R’μ1 欠損部の面積割合 p 一般部の透水抵抗 R’μ2 備考 

P0 4.96×106 0 4.96×106 欠損なし 

P1 1.98×106 0.25 9.92×106 一般部は 2 倍 

P2 2.48×106 0.25 7.44×106 一般部は 1.5 倍 

P3 37015 0.0025 9.92×106 傷等の微小な欠損を想定 

P4 3.52×106 0.44 9.92×106 仕上げ層のむらを想定 
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図 6.3.8 仕上げ層の透水抵抗分布の影響に関する解析範囲と出力範囲 

 
2) 材料内部での液水移動速度の影響 

最初に、水分化学ポテンシャル勾配による液相水分伝導率を決定するパラメータを変えて計算

を行い、移動速度と含水率分布の関係を検討する。パラメータ a と N の値は表 6.3.2 に示した通

りである。なお、表面仕上げの欠損部の幅と透水抵抗は表 6.3.3 に示した P1 とした。 
各条件における計算開始から 1 時間後、3 時間後、9 時間後、24 時間後、3 日後の含水率分布を

図 6.3.9～6.3.13 にそれぞれ示す。 
 
 

 a=2.5×10-10 a=5.0×10-10 a=7.5×10-10 凡例

N 

500 

 

 

N 

750 

 

N 

1000 

 

図 6.3.9 1 時間後の含水率分布 
 
 
 
 
 

解析範囲

欠損部の幅ΔW
欠損部

炭素膜 

炭素膜 
出力範囲
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 a=2.5×10-10 a=5.0×10-10 a=7.5×10-10 凡例

N 

500 

 

 

N 

750 

 

N 

1000 

 

図 6.3.10 3 時間後の含水率分布 
 
 
 

 a=2.5×10-10 a=5.0×10-10 a=7.5×10-10 凡例

N 
500 

 

 

N 
750 

 

N 
1000 

 

図 6.3.11 9 時間後の含水率分布 
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 a=2.5×10-10 a=5.0×10-10 a=7.5×10-10 凡例

N 
500 

 

 

N 
750 

 

N 
1000 

 

図 6.3.12 24 時間後の含水率分布 
 
 
 

 a=2.5×10-10 a=5.0×10-10 a=7.5×10-10 凡例

N 
500 

 

 

N 
750 

 

N 
1000 

 

図 6.3.13 3 日後の含水率分布 
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瓦内部の初期含水率が非常に小さい（0.023[vol.%]）ため、仕上げ層の上側を飽和とすると、仕

上げ層を通しても水が浸透することがわかる。仕上げ層のない部分からはより多くの水が流入す

るが、a の値が大きくなると低含水率域での移動量が大きくなるため、乾燥した部分へも拡散し

やすく、内部への浸透量が多くなる。a の値が小さい方が欠損部の影響が顕著に現れている。N
については、値が大きくなるほど高い含水率にならなければ移動速度が急激に大きくならないた

め、水が浸透しにくく、同じ時間経過した時の含水率分布を比較すると、高含水率の範囲が狭く

なる。また、本解析のように一面からのみ水分の供給がある場合は、表面に沿うように拡散し、

水分の浸透にともなって内部へと拡散する傾向を示すため、欠損部の影響が明確ではない。 
実験で内部の含水率分布を確認した 9 時間後の分布（写真 6.2.4）と比較すると、表面に平行に一

様に水が浸透しているというよりも、局所的に含水率の高い部分と乾燥している部分が見られる

こと、さらに、3 日後の分布（写真 6.2.5）では裏面近くまで水が浸透していたことから、本解析

結果からは、a=2.5×10-10、N=500 程度とすると、実験で観察された性状に近いと考えられる。こ

れ以降は、この値を用いて解析を行う。 
 
2) 仕上げ層欠損部の幅と透水抵抗の影響 

前節の計算結果より、a=2.5×10-10、N=500 として、表 6.3.3 に示す５パターンの透水抵抗分布

での計算を行った。各パターンにおける 3 時間後、9 時間後、24 時間後の含水率分布を図 6.3.14
に示す。 
仕上げ層に欠損がないと想定した P0 においても表面から徐々に水分が浸透する。P1～P4 はい

ずれも一般部の透水抵抗が P0 よりも大きいため、この部分からの水分浸透量は少なくなってい

る。P1 と P2 は欠損部の幅が等しく、P1 では欠損部の透水抵抗が一般部の 1/5、P2 では 1/3 であ

るが、いずれも含水率分布には欠損部の影響が見られる。P3 の欠損部は面積割合が 0.25%と非常

に小さいが、透水抵抗を一般部の 1/400 としていることから、明らかにこの部分から多くの水が

流入していることがわかる。 
以上のことから、写真 6.2.4、6.2.5 で見られたようないぶし瓦内部の含水率分布は、表面仕上げ

層の厚さのムラや施工・運搬時の傷などにより生じうることが確認できた。 
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 3 時間後 9 時間後 24 時間後 凡例

P0 

 

 

P1 

 

P2 

 

P3 

 

P4 

 

図 6.3.14 仕上げ層の欠損部の幅の違いによる含水率分布の違い 
 
 

(3) 釉薬瓦の場合 

釉薬瓦の場合も、いぶし瓦と同様に水分化学ポテンシャル勾配による液相水分伝導率 λ’μl を決

定するパラメータ a と N について、いくつかのパターンで計算を行い、実験時の含水率分布との

比較を行う。計算パターンを表 6.3.4 に示す。 
 

表 6.3.4 釉薬瓦の計算パターン 
No. a N No. a N 

① 2.5×10-10 100 ④ 1.0×10-9 500 

② 2.5×10-10 500 ⑤ 2.5×10-9 500 

③ 7.5×10-10 500 ⑥ 2.5×10-9 750 

 
各パターンにおける計算開始から 1 時間後、3 時間後、9 時間後、24 時間後の含水率分布を図

6.3.15 に示す。 
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 ① a=2.5×10-10, N=100 ② a=2.5×10-10, N=500 
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 ③ a=7.5×10-10, N=500 ④ a=1.0×10-9, N=500 
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 ⑤ a=2.5×10-9, N=500 ⑥ a=2.5×10-9, N=750 

1
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9
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24
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図 6.3.15 a と N の違いによる含水率分布の推移（凡例は図 6.3.18 の通り） 
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いずれのパターンにおいても、仕上げ層のない部分（瓦後部及び瓦上部の 30mm）から主に水

分が浸透し、仕上げ層のある部分へ拡散している。a の値が大きい方が低含水率域での水分移動

速度が速くなるため、同じ時間で比較すると、より広い含水率分布を示す。 
係数の詳細についてはまだ検討の余地があるものの、⑤のパターンのように釉薬瓦では仕上げ

のない部分から多く水が浸透し、仕上げのある部分まで時間をかけて拡散していく様子が大略は

再現できたといえる。 
 

6.3.3 屋外実験の解析 

ここでは、5.4.4 節で述べた降雨の強さと、材料内水分移動係数の影響に着目して検討を行う。

解析対象は仕上げ層に欠損があるいぶし瓦とする。 
 

(1) 境界条件と計算条件 

周囲空気の温湿度と降水量は、2008 年 1 月 28 日 15:00～29 日 17:00 の気象庁のデータ[6-2]で与

える。外気条件を図 6.3.16 に示す。降雨は 20:00（実験開始から 5 時間後）から断続的にある。

ここで示した降水量 1.39×10-4[kg/m2s]は、1 時間あたり 0.5mm に相当する雨量である。 
 

(a) 外気温度 (b) 相対湿度 

(c) 絶対湿度 (d) 降水量 

図 6.3.16 屋外実験時の外気条件 
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境界条件を図 6.3.17 に示す。降雨がある場合は、5.4.5 節に示した方法で瓦の内部に浸透する水

分量を推定する。瓦の上側・下側表面とも外気に接するが、風の通りやすさを考慮して対流熱伝

達率を変える。放射の影響は放射熱伝達率で考慮し、降雨時であるため日射はない。降雨がある

時は、上側表面での水蒸気移動は 0 とする。 
 

 
図 6.3.17 屋外実験における境界条件 

 

瓦内部の温度と水分化学ポテンシャルの初期値は、1 月 28 日 15:00 時点での外気の温湿度（5℃・
47%RH）に平衡しているとする。計算における時間刻みは 0.01 [s]とし、計算時間は 26 時間とす

る。 
計算パターンを表 6.3.5 に示す。表面仕上げ層の透水抵抗分布は表 6.3.3 に示した P3 の条件とし

た。内部での水分移動速度の影響については前節と同様 a=2.5×10-10・N=500 を基本（aN-S）とし、

低含水率域での移動量が多い場合（aN-L）と、より低い含水率で移動係数が急激に大きくなる場

合（aN-H）について、それぞれ計算を行った。 

本解析においては、瓦内部への雨水の浸透を対象とするため、雨水の総量が重要な要素となるが、

総量が同じでも降雨強度が大きく降雨時間が短いほど内部へ浸透せずに流れ落ちる水量が多くな

ると考えられるため、降雨強度の異なる計算を行う。気象データから得られる降水量は 1 時間の積

算値であるが、その時間中平均して降雨があった場合と、最初の 10 分間に降雨が集中していた場

合を想定する。 
 

表 6.3.5 屋外実験に対応する解析 計算パターン 

パターン No. 透水抵抗分布 a N 雨の降り方 

① P3_aN-S_1h P3（微小な傷） 2.5×10-10 500 1 時間に平均 

② P3_aN-S_10min P3（微小な傷） 2.5×10-10 500 10 分間に集中 

③ P3_aN-L_1h P3（微小な傷） 7.5×10-10 500 1 時間に平均 

④ P3_aN-L_10min P3（微小な傷） 7.5×10-10 500 10 分間に集中 

⑤ P3_aN-H_1h P3（微小な傷） 2.5×10-10 100 1 時間に平均 

⑥ P3_aN-H_10min P3（微小な傷） 2.5×10-10 100 10 分間に集中 

上面：対流熱伝達率 18.6 [W/m
2
K] 

放射熱伝達率 4.65 [W/m
2
K] 

湿気伝達率 1.14×10
-7
 [kg/(m

2
･s･Pa)]

下面：対流熱伝達率 2.3 [W/m
2
K] 

放射熱伝達率 4.65 [W/m
2
K] 

湿気伝達率 1.41×10
-8
 [kg/(m

2
･s･Pa)]

解析範囲 

断熱

断湿

断熱

断湿
浸透 

解析範囲

浸透
断熱 

断湿 

降雨 
降雨 

水蒸気移動 水蒸気移動 

水蒸気

移動

周囲空気：外気 
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(2) 計算結果 

各計算パターンにおける、欠損中央部（Y=0）の含水率分布の推移を図 6.3.18～6.3.20 に示す。 
内部での水分伝導率の係数（a, N）の違いにより、26 時間後に含水率が高くなっている部分の深

さ（上側表面からの距離）が異なる。また、いずれの場合においても、降雨を１時間に平均して与

えた場合より、10 分間に集中して与えた場合の方が、高含水率域が狭くなっている。 
 

1 時間降雨 10 分間降雨 

図 6.3.18 計算パターン①・②における厚さ方向含水率分布の推移 
1 時間降雨 10 分間降雨 

図 6.3.19 計算パターン③・④における厚さ方向含水率分布の推移 
1 時間降雨 10 分間降雨 

図 6.3.20 計算パターン⑤・⑥における厚さ方向含水率分布の推移 
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図 6.3.21 降雨量のうち瓦内部へ浸透する水分量の割合 

 

図 6.3.22 水分移動係数の違いによる瓦への浸透水分量の違い（1 時間降雨） 

 

図 6.3.23 水分移動係数の違いによる瓦への浸透水分量の違い（10 分間降雨） 
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間にわたり少量の水分が付着しているような場合も、瓦内部への水分供給源として無視できない

影響を与える可能性がある。これについては、次章で詳細に検討を行う。 

―――――――――― 
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第 7 章 温暖地における屋根瓦の凍結融解過程に関する検討 

 
 
 
 
 

7.1 はじめに 

第 1 章で述べたように、冬季の外気温の平均値が 0℃を上回る温暖な地域であっても、屋根瓦

の凍害が見られる。それは、屋根が天空に面していることから放射冷却の影響を受け、温度が氷

点下に下がるためと考えられる。凍害を引き起こす瓦内部の水分の凍結は、温度と含水状態が結

氷する条件を満たす時に生じる。 
瓦内部の含水率が上昇する要因としては、降雨が第一に考えられる。それと共に、冬季は外気

温度が低く飽和絶対湿度が非常に低いため、瓦の表面温度が外気温よりも低下すれば結露を生じ

る可能性が高くなる。この結露水が浸透し材料内部の含水率上昇を引き起こし、凍結の原因とな

ることも考えられる。 
本章では、放射冷却による屋根面の温度低下と、表面結露と降雨による瓦への水分供給を総合

的にとらえ、実気象条件下で屋根瓦が凍結する可能性とその性状について検討を行う。 
7.2 節では、瓦の外観調査により実際に凍害が観察された京都を例として、12～2 月の外気温平

年値が 5.4℃という 0℃を上回る気象条件下で屋根瓦の温湿度に関する非定常解析を行い、結露の

発生量と頻度を明らかにする。さらに屋根の方位や傾斜角、外部風速等の建物・環境要因が屋根

面温度と結露に与える影響について検討を行う。 
7.3 節では、仕上げ層をもつ瓦において、降雨と結露による水分供給を考慮し、凍結が生じる頻

度と量について解析を行う。 
7.4 節では、水分の移動速度や表面仕上げ、局所的な境界条件の違い等の各種要因が凍結・融解

過程の性状に与える影響を検討する。 
 

7.2 屋根面での表面結露量と頻度に関する検討 

7.2.1 解析概要 

(1) 計算モデル 

図 7.2.1 は検討の対象(a)と、その簡易化した計算モデル(b)を示したものである。野地板の上に

防水材を施工し、桟木を打ち瓦を引掛けて葺く工法を想定し、瓦と防水材の間に外気に連通する

空気層がある断面を検討対象とする。瓦の裏面空気層は、室内から野地板を経て伝わる熱流と湿

流、空気の移動に伴う外気の温湿度の影響を受ける。その影響の程度は、屋根や天井の断熱性能、
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小屋裏換気、防水材の防湿性、瓦間の隙間面積、空気層の外気への開放度などによって異なる。

一般に室内の影響を受ける程度が大きければ空気層の温度は外気よりも高くなると考えられるが、

これは瓦の表面結露を検討する際には安全側に働くと考えられる。ここでは、熱的に最も厳しい

条件を想定し、空気層の温湿度は外気に等しいという簡易なモデル化を行った。 
屋根勾配は 20°（＝π/9 rad、概ね４寸勾配）とし、方位は北に面しているとする。ここでは、

表面結露量を明確にするため、瓦の種類としては、片側の面に透湿・透水抵抗が大きいガラス質

の仕上げを持つ釉薬瓦を想定する。外気側では水蒸気の透過、液水の透水はないが、裏面の空気

層側表面では水蒸気の透過、液水の透水ともにあるものとする。瓦の厚さは 16mm とし、2mm 刻

みで一次元の差分計算を行う。 
 

 

 
図 7.2.1 計算対象(a)と簡易計算モデル(b) 

 
(2) 基礎方程式・材料物性値 

瓦内部の熱と水分の移動は、3 章で述べた水分の凍結・融解を考慮した三相系の熱水分同時移

動方程式を用いて計算する。材料物性値も 4.5 節で整理した値を用いる。 
 

水蒸気・液水 

浸透あり 

ガラス質の表面 

水蒸気・液水 
浸透なし 

 

日射 
長波長放射 

(大気放射、地面からの放射) 

瓦表面からの放射 外気 

瓦 

16mm

空気層 θ

(b) 

厚さ方向

一次元外気 

(a) 

空気層



第 7 章 温暖地における屋根瓦の凍結融解過程に関する検討 

137 
 

(3) 境界面での熱・水分移動の取り扱い 

外気および空気層に接する瓦表面での水分及びエネルギー収支は式(7.2.1)～(7.2.4)とする。表面

の熱移動は対流熱伝達、日射及び長波長放射、水分の蒸発・凝縮に伴う相変化熱の影響を受ける。

長波長放射は大気放射、地表からの放射、瓦表面からの放射から成る。なお、ここでは周囲の建

物からの放射や反射による影響は考慮していない。空気層側の熱移動については日射は当たらな

いものとし、放射の影響は総合熱伝達率を用いることで考慮した。 
 
【水分移動】 

（外気側）  ( ) 0=
∂
∂′−

∂
∂′+′−

x
T

x Tglg λμλλ μμ      (7.2.1) 

（空気層側） ( ) ( )ininsinTglg XX
x
T

x
−′=

∂
∂′−

∂
∂′+′− ,αλμλλ μμ      (7.2.2) 

【熱移動】 

（外気側） ( ) rGasolaroutsoutoutcgTggl JJJJTT
xx

TH
x
T

−+++−=⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′+

∂
∂′−

∂
∂

− ,,αμλλλ μ  (7.2.3) 

（空気層側） ( ) ( )ininsglininsingTggl XXHTT
xx

TH
x
T

−′+−=⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

∂
∂′+

∂
∂′−

∂
∂

− ,, ααμλλλ μ  (7.2.4) 

屋根面の傾斜角をθ[rad]とすると、天空に対する形態係数 F は式(7.2.5)で表される。 

2
cos1 θ+

=F         (7.2.5) 

日射による熱流は直達日射・天空日射・地表面での反射日射を合わせたものであり、式(7.2.6)
により求められる。大気放射は Brunt の式（式(7.2.7)）で計算する[7-1]。ここでは雲による影響は

考慮せず、常に晴天（雲量＝0）としているが、これは最も夜間放射の影響が大きく現れる場合に

対応する。地表面からの放射、瓦表面からの放射はそれぞれ式(7.2.8)、式(7.2.9)で表される。 

( )( ) ( ) )1coscossinsincos( hGshSsunsundnssolar JρFJFAAhθhθJaJ −+⋅+−+=  (7.2.6) 

( )fTFJ outsa 076.0526.04 +⋅⋅⋅= σε       (7.2.7) 

( ) 41 GGsG TFJ σεε−=        (7.2.8) 

4
ssr TJ σε=         (7.2.9) 

水分浸透のない瓦表面への結露による水滴付着量 Dew [kg/m2]は次のように計算される。外気の

絶対湿度 Xout が瓦の外気側表面温度 Ts における飽和絶対湿度 Xs,satより大であれば結露が生じ、結
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露による水滴付着量は時間刻みを Δt [s]とすると、 

( ) tXXαD satSoutoutew Δ'Δ , ⋅−=             (7.2.10) 

DewDewDew Δ+=              (7.2.11) 

となる。逆に Dew > 0 かつ Xs,sat > Xoutならば 付着した水滴は蒸発し、ΔDew は負の値をとる。結

露による水滴の大きさはそれほど大きくないと考えられるため、ここでは垂下は考慮しないとす

る。また、結露水の温度は瓦の表面温度に等しいと仮定し、結露水の凍結可能性を検討する。 
 

(4) 計算条件 

1) 外気条件・初期条件 

外気条件としては、拡張アメダス気象データ[7-2]の京都における標準年気象データを用いる。

京都の冬季（11～3 月）の外気温と外気絶対湿度、降水量を図 7.2.2～7.2.4 に示す。なお、ここで

は参考のため降水量を示してはいるが、計算において降雨はないものとしている。計算は 11～3
月までの５ヶ月間（151 日）について行った。瓦内部の初期温湿度は 11 月 1 日 0:00 の外気の温湿

度である 13.9℃、73%RH に平衡する値とした。 
 

 
図 7.2.2 京都市の冬期外気温度 

 
図 7.2.3 京都市の冬期外気絶対湿度 

 
図 7.2.4 京都市の冬期降水量（参考） 
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2) 境界条件 

境界面での熱伝達、放射に関する係数を表 7.2.1 に示す。 

表 7.2.1 境界面での計算に用いた係数 
記号 名称 単位 数値 

αc,out 対流熱伝達率（外気側） W/m2K 18.6 

αin 総合熱伝達率（空気層側） W/m2K 9.3 

α’out 湿気伝達率（外気側） kg/m2s(kg/kg’) 0.0185 

α’in 湿気伝達率（空気層側） kg/m2s(kg/kg’) 0.00444 

as 瓦の日射吸収率 - 0.8 

εs 瓦の長波長放射率 - 0.9 

εG 地表面の長波長放射率 - 0.8 

ρG 地表面の日射反射率 - 0.6 

 

3) パラメータの設定 

瓦の表面温度を決定するいくつかのパラメータの値を変更し、それぞれのパラメータが結露の

頻度と量に与える影響を検討する。計算 Case を表 7.2.2 に示す。1)で示した計算条件を Case 1 と

する。 
Case 2-1、Case 2-2 は外部風速の影響を検討するため、外気側の対流熱伝達率を変更したもので

ある。Case 3 は瓦裏面の空気層と外気との換気が十分に行われず、室内からの熱損失により空気

層の温度が外気よりも高くなる場合を想定している（※注１）。空気層の相対湿度を外気と同じと

することで、水蒸気圧は外気よりも高くなる。Case 4-1、Case 4-2 は屋根の傾斜角を変更したもの

で、主に長波長放射による熱流の変化の影響をみる。Case 5 は屋根の方位角を Case 1 の北から南

に変更し、日射量の違いによる影響をみる。Case 6 は瓦表面の防水仕上げがないとした場合であ

り、表面を通して水分が瓦内部に出入りする場合の、水分蓄積性状への影響を検討する。 

表 7.2.2 計算 Case 
Case No. 変更パラメータ 変更後の値 

1 なし － 

2-1 外気側対流熱伝達率 

αc,out [W/m2K] 

外気側湿気伝達率 

α’out [kg/m2s(kg/kg’)] 

αc,out=27.9（風速大） 

α’out= 0.02775（風速大） 

2-2 
αc,out= 9.3（風速小） 

α’out=0.00925（風速小） 

3 
空気層温度 Tin [℃] 

空気層絶対湿度 Xin [kg/kg’] 

Tin=Tout+2.0℃ 

（相対湿度は外気と同じとする） 

4-1 
屋根傾斜角θ 

θ = π/4 rad (45°) 

4-2 θ = π/18 rad (10°) 

5 屋根方位角 A A = 0 rad（南） 

6 表面仕上げなし  ( ) ( )outsoutoutTglg XX
x
T

x ,−′=
∂
∂′−

∂
∂′+′− αλμλλ μμ  
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7.2.2 夜間放射量と表面温度低下 

Case 1の 12月における日射による熱流を図 7.2.5に示す。対象とした屋根は北向きではあるが、

傾斜角が 20°という勾配の緩い屋根であるため、直達日射による熱流は最大で 250 [W/m2]程度と

なる。天空放射による熱流は 100～200 [W/m2]、地表面からの反射日射の影響はほとんど受けない。

図 7.2.6 は長波長放射による熱流であり、瓦表面に入射する方向を正としている。表面から 300～
400 [W/m2]の熱流を放出（負の値）している。大気放射による熱流は約 200 [W/m2]、地表面から

は放射をほとんど受けないため、長波長放射による正味の熱流は常に負の値をとっている。 
日射、長波長放射による熱流それぞれの合計、対流熱伝達による熱流、以上を合計した瓦表面

に流入する正味の熱流を図 7.2.7 に示す。日中は日射の影響を受け瓦表面に流入する方向の熱流が

生じるが、夜間は瓦から放出する向きに熱流が生じる。 
図 7.2.8 に外気温と瓦の外表面温度、表面の結露量を示す。瓦が室内からの熱供給を受けない本

モデルの場合、夜間は放射冷却の影響を受け、外気よりも外表面温度が 3～4℃低くなっている。

最寒月ではない 12 月においても、外気温が０℃以上でも約半数の日で表面温度は０℃を下回って

いる。 

 
図 7.2.5 日射による外表面での熱流（Case 1, 12 月） 

 
図 7.2.6 長波長放射による外表面での熱流（Case 1, 12 月） 
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図 7.2.7 外表面での熱流（Case 1, 12 月） 

 
図 7.2.8 外気温と外表面温度、結露量（Case 1, 12 月） 

 
図 7.2.9 外気温と外表面温度、結露量（Case 1, 2 月） 
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最寒月である 2 月の外気温と表面温度、表面の結露量を図 7.2.9 に示す。表面に結露を生じる頻

度は 12 月、2 月とも 2 日に 1 回程度である。さらに、2 月は外気温が 0℃を下回ることが数回あ

り、本モデルの場合では、表面温度が－3～－5℃程度まで低下する可能性がある。京都のような

温暖地においても、瓦の凍結が生じる可能性があることがわかる。また、前述の通り瓦は凍結・

融解を繰り返すことにより劣化を生じるが、今回の解析条件では最寒月の 2 月には 20 回程度の凍

結融解回数があることが示された。 
2 月の最大水滴付着量（一度の結露で付着する最大水分量）は約 0.5 [kg/m2]である。これは降

水量に換算すると 1 時間あたり 0.5 [mm]に相当する。図 7.2.4 に示した降水量と比較すると量的に

は多くはないが、頻度を考慮すると瓦内部への水分供給源として無視できない影響を与えるもの

と考えられる。 
 

7.2.3 環境・建物条件の違いによる結露への影響 

各計算 Caseにおける瓦表面温度と外気温の関係を図 7.2.10に示す。いずれの Caseにおいても、

外気温よりも表面温度の方が約２℃以下の低温域での出現頻度が高いことがわかる。また、外気

側の対流熱伝達率を大きくした Case 2-1 では Case 1 よりも高めの温度となっており、逆に対流熱

伝達率を小さくしたCase 2-2では顕著に低温側にシフトしている。屋根傾斜角を変更したCase 4-1、
4-2、方位角を変更した Case 5 では、日射の当たり方の違いにより高温側では Case 1 と異なる分

布をとるが、低温側はほぼ一致している。空気層側の温度を高くした Case 3 では、Case1 よりも

やや高い側にシフトした頻度分布となった。 
 

 
図 7.2.10 外気温と表面温度の頻度分布 
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表 7.2.3 に各計算 Case での外表面における結露に関する数値を示す。結露発生回数とは、瓦表

面に結露が生じてから蒸発して結露水がなくなるまでを 1 回と数えたものである。結露発生時間

率は、瓦表面が結露水で覆われている時間の全解析時間に対する割合として算出している。最大

水滴付着量は、全解析期間中での最大水滴付着量であり、水滴の垂下がないとした場合の最大水

膜厚さ[mm]と読み替えることができる。累積水滴付着量は、全解析期間を通じて瓦表面に付着し

た結露水量を合計したものである。 
多くの場合、結露は深夜から早朝にかけての時間帯に生じ、日中には消滅する。Case 1 の結露

発生回数は 62 回であり、冬期間には 3 日に 1 回以上の割合で表面結露が生じていることになる。 
表面温度が最も低くなる Case 2-2 においては、解析期間中 4 日に 3 回程度結露が生じている。

表には示していないが、Case 2-2 では結露が生じている時間のうちで外表面温度が 0℃を下回る

時間の割合は３割以上となり、この場合は表面に付着した結露水が凍結することになる。 
外部風速が大きく放射の影響が相対的に小さくなる Case 2-1 と、裏面空気層の温度が高い Case 

3 では、表面温度は Case 1 と比較し高くなるため、結露発生回数、時間率、結露付着量のいずれ

も明らかに少なくなっている。屋根面傾斜角が大きく放射冷却を受けにくい Case 4-1 では結露発

生回数が減り、水滴付着量も少なくなるが、その影響は小さい。傾斜が小さい Case 4-2 では逆の

影響が見られるが、Case 1 との差は非常に小さい。方位を南にした Case 5 では、Case 1 とほとん

ど同じ結果となった。これは結露が日射の影響を最も受けにくい深夜から早朝にかけて生じるた

めであると考えられる。 
冬期の 5 ヶ月間を通して瓦表面に付着する水分量は条件により異なるが、京都の冬期 5 ヶ月間

の降水量の合計 281[mm]（＝281[kg/m2]）の 1/8～1/2 程度の量となる。 
 

表 7.2.3 結露発生頻度と結露量 

Case No. 
結露発生回数 

[回] 

結露発生時間率 

[%] 

最大水滴付着量 

[kg/m2] 

累積水滴付着量 

[kg/m2] 

1 62 16.5 0.74 78.63 

2-1 41 9.1 0.62 45.98 

2-2 112 34.1 0.84 133.24 

3 45 10.0 0.51 35.10 

4-1 58 15.3 0.72 73.59 

4-2 67 16.7 0.74 79.72 

5 62 16.1 0.73 77.57 

 

7.2.4 結露水と放射冷却が瓦内部の水分分布に与える影響 

外表面の防水仕上げを無しとした Case 6 に関して、外表面から 0mm、2mm、4mm の位置にお

ける液水含水率の 1～2 月の推移を図 7.2.11 上に示す。また、同図下に Case 1 における外表面の

水分付着量を合わせて示す。Case 1 で結露が生じた時に Case 6 の外表面付近の含水率が上昇して

いることと、本解析においては降雨による水分浸透を考慮していないことから、Case 6 における

含水率の上昇の要因は表面結露水の浸透であることがわかる。本解析で用いた瓦の水分移動係数
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は、含水率が飽和(容積含水率で 26.37%)に近づくと著しく大きくなる性質をもつため、表面（0mm）

が飽和に近づくと 2mm、4mm と内部へ浸透していく。ただし、瓦の外表面では水分蒸発も生じ

るため、表面に近いほど含水率が低下するのも速くなる。図中に「凍結」と示した 2 月の前半に

は、瓦内部の温度が低温となり、結氷が生じていたため、一時的に含水率が低下している。 
防水仕上げがある場合は瓦の裏面からのみ水分が供給されるため、裏面の含水率が上昇する。

Case1 の外表面から 12mm、14mm、16mm の位置における含水率の推移を図 7.2.12 に示す。図 7.2.11
下に示した外表面への結露と同時期に裏面の含水率も上昇する。ただし、含水率が飽和付近まで

上昇しない限り瓦内部での水分移動係数は小さいため内部へは浸透しにくく、Case 6 で凍結が生

じた日に、Case 1 では裏面(16mm)のみで水分の凍結が生じる。 
このように、結露水によって生じる水分は、瓦内部の含水率を著しく上昇させ、凍結を引き起

こす可能性があることが分かる。 
 

 

 
図 7.2.11 1～2 月における Case 6 外表面付近の液水含水率（上）と Case 1 の外表面水滴付着量（下） 
 

 
図 7.2.12 1～2 月における Case 1 裏面付近の液水含水率 
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7.3 降雨と結露を考慮した冬季の凍結融解頻度に関する検討 

7.3.1 解析概要 

(1) 解析対象 

解析対象は前節と同様厚さ 16mm の釉薬瓦を想定し、上面は仕上げ層あり、下面は仕上げ層な

しとし、１次元での計算を行う。ただし、上面の仕上げ層は、３章の測定で得られた釉薬瓦の透

水抵抗と透湿抵抗をもつものとする。数値計算にあたっては、表面に近いほど差分の分割幅を小

さくした。差分刻みを図 7.3.1 に示す。 

 
図 7.3.1 数値解析における差分刻み（一次元） 

 
(2) 計算条件 

7.2 節の表面結露計算と同様、瓦は外気側表面・裏面とも外気に接しているとする。外気条件に

は京都市の 11～3 月の標準年気象データを用い、熱・水分に関する境界条件も表 7.2.1 と同じとす

る。ただし仕上げ層部分の透水抵抗を 3.24×109 [m2sPa/kg]、透湿抵抗を 1.45×1011 [m2sPa/kg]とす

る。瓦内部の初期温湿度は 11 月 1 日 0:00 の外気の温湿度に平衡する値とした。 
本節では、結露と降雨が瓦内部の含水率上昇及び凍結回数に与える影響を把握するため、 
①結露・降雨による外部からの液水供給を 0 とした場合（水蒸気移動はあり） 
②降雨がなく結露水のみによる液水供給を考慮した場合（降雨量は常に 0 とおく） 
③降雨と結露による液水供給を考慮した場合 

の３通りの計算を行う。雨水や結露水による水分浸透がある場合の扱い方は、5.4.5 節に示した通

りとする。 
解析期間は 11 月 1 日～3 月 31 日までの 151 日間である。計算の時間刻みは、結氷が生じない

時は 0.1[s]、結氷が生じる時は 0.001[s]とし、10 分間隔で結果を出力した。 
 



第 7 章 温暖地における屋根瓦の凍結融解過程に関する検討 

 

146 
 

7.3.2 解析結果 

(1) 結露・降雨による外部からの液水供給を 0 とした場合 

①の外部からの液水供給がないとした場合の解析結果から、結氷に関連するデータを月ごとに

表 7.3.1 に示す。ここで示す「回数」とは、その現象が生じ始めてから条件を満たさなくなるまで

の時間を 1 回として数えているため、日数とは異なる。 
 

表 7.3.1 ①外部からの液水供給がない場合の解析結果 
 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

外気の平均温度 [℃] 12.9 7.3 4.9 4.9 9.6 

外気の最低温度 [℃] 2.3 -0.7 -1.7 -4.2 -0.3 

外気温が 0℃を下回った回数 [回] 0 1 7 8 1 

外気側表面の最低温度 [℃] -0.7 -3.7 -4.8 -7.2 -3.1 

外気側表面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 25 19 9 

外気側表面の最大含水率 [vol.%] 0.45 0.27 0.33 0.26 0.26 

外気側表面の最大含氷率 [vol.%] 0 0 0 0 0 

裏面の最低温度 [℃] -0.4 -3.4 -4.4 -6.8 -2.7 

裏面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 25 19 9 

裏面の最大含水率[vol.%] 2.86 1.73 1.76 2.66 1.75 

裏面の最大含氷率[vol.%] 0 0 0 5.5 0 

内部の結氷回数 [回] 0 0 0 3 0 

 
温度に関しては、外気温がほぼ 5℃以上であり最低気温も 2.3℃と 0℃を下回らない 11 月には表

面温度も 0℃を下回ることはほとんどないが、12 月には 3 日に 1 回程度の割合で外気側表面温度

が 0℃を下回る。最も寒い時期である 1・2 月は毎日のように外気温が 0℃以下に下がっており、

－7℃程度まで低下する日もある。 
外部からの液水供給がないため、11～1 月の瓦内部の含水率は最大でも 2.86[vol.%]（11 月・裏

面）と常に低く保たれている。この含水率での結氷温度は約－0.94℃であり、11 月の最低温度が

－0.5℃であるため、結氷は生じない。12～1 月は表面温度が低下する時は含水率も低下しており、

結氷条件を満たすことはなかった。 
しかし 2 月は、夜間に外気温が－4.2℃まで低下することがあり（2 月 4 日～5 日）、表面温度が

最低で－6.8℃まで低下したため、裏面で結氷を生じた。この時間の温度・液水含水率分布の時間

による変化を図 7.3.2 に示す。また、この時の外表面・裏面における気相水分流を図 7.3.3 に示す。

水分流は外表面から裏面へ向かう向きを正としている。温度低下過程では外表面・裏面とも吸湿

し、温度上昇過程では両面とも放湿する向きに水蒸気の移動が見られるが、外気側表面は仕上げ

層があるため、裏面の 1/1000 程度の量しか移動しない。 
温度低下過程では、放射冷却の影響を受け外気側表面の方がわずかに低温となるが、水蒸気が

浸入しやすい裏面の方が含水率が高くなる。瓦内部は外気よりも低温となっているため、浸入し
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た水蒸気が凝縮し液水となるためであり、さらなる温度低下にともなって結氷を生じた。 
ここでの計算では、表面結露や降雨水の浸入を考慮していないため、解析期間を通じて瓦内部

は低含水率状態に保たれている。ただ、2.4 節のヒアリング調査で「空気中の水分を瓦が吸収する」

と述べられたように、特に放射冷却の影響により低温となった瓦内部では外気の水蒸気が結露・

結氷を生じることがわかる。 
 

温度分布（温度低下過程:12 時間） 温度分布（温度上昇過程:4 時間） 

液水含水率分布（温度低下過程:12 時間） 液水含水率分布（温度上昇過程:4 時間） 

図 7.3.2 2 月 4 日 18:00～2 月 5 日 12:00 の瓦内部の温度・液水含水率分布 
 

外表面での気相水分流の経時変化 裏面での気相水分流の経時変化 

図 7.3.3 2 月 4 日 18:00～2 月 5 日 12:00 の外表面・裏面での気相水分流 
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(2) 降雨がなく結露水のみによる液水供給を考慮した場合 

降雨量を 0 とおいた②降雨がなく結露水のみによる水分供給がある場合の計算結果を図 7.3.4、
7.3.5 に示す。温度は外気と外気側表面、各部の液水含水率と含氷率は外気側表面から 2mm 刻み

の各差分点の推移である。また、平均含水率は各差分点の液水含水率に各コントロールボリュー

ムの厚さを乗じて足しあわせたものを、全体の厚さで割った値である。平均含水率のグラフには、

外気側表面から流入する液相水分流の値もあわせて示している。また、結氷に関するデータを表

7.3.2 に示す。 
温度は①の場合とほぼ同様の結果となった。含水率については、図 7.3.4(b)と(d)からわかる通

り、外表面から結露水の浸透があった時と、外表面付近での瞬間的な上昇が対応している。それ

にともない、平均含水率も上昇する。しかし、裏面に仕上げ層がなく放湿しやすいことから、結

露水の浸透が継続しなければ、数日で瓦内部は乾燥する。裏面は外表面よりもわずかに温度が高

く結露量が多くないことから、最大含水率の急激な上昇は見られず、解析期間を通じて低い含水

率に保たれた。 
 

表 7.3.2 ②降雨がなく結露水のみによる水分供給がある場合の解析結果 
 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

外気の平均温度 [℃] 12.9 7.3 4.9 4.9 9.6 

外気の最低温度 [℃] 2.3 -0.7 -1.7 -4.2 -0.3 

外気温が 0℃を下回った回数 [回] 0 1 7 8 1 

外気側表面の最低温度 [℃] -0.7 -3.8 -4.8 -7.1 -3.1 

外気側表面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 24 19 9 

外気側表面の最大含水率 [vol.%] 25.72 25.29 25.01 25.06 25.33 

外気側表面の最大含氷率 [vol.%] 0 25.90 26.27 26.27 17.76 

裏面の最低温度 [℃] -0.3 -3.5 -4.4 -6.8 -2.7 

裏面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 24 19 8 

裏面の最大含水率[vol.%] 0.46 0.43 0.40 0.42 0.34 

裏面の最大含氷率[vol.%] 0 0 0 0 0 

内部の結氷回数 [回] 0 7 8 10 4 
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(a) 外気と外気側表面の温度推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(b) 各部の液水含水率推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(c) 各部の含氷率推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(d) 平均含水率と外気側表面からの液相水分流の推移（11 月 1 日～1 月 15 日） 

図 7.3.4 ②降雨がなく結露水のみによる水分供給がある場合の計算結果（11 月 1 日～1 月 5 日） 
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(a) 外気と外気側表面の温度推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

(b) 各部の液水含水率推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

(c) 各部の含氷率推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

 
(d) 平均含水率と外気側表面からの液相水分流の推移（1 月 16 日～3 月 31 日） 

図 7.3.5 ②降雨がなく結露水のみによる水分供給がある場合の計算結果（1 月 16 日～3 月 31 日）
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(3) 降雨と結露による液水供給を考慮した場合 

③降雨と結露による水分供給を考慮した場合の計算結果を図 7.3.6、図 7.3.7 に、結氷に関する

データを表 7.3.3 に示す。 
②結露のみを考慮した場合と比較し、温度に関しては大きな差はない。結露水に加え雨水が浸

透することから、外表面では瞬間的に飽和近い含水率まで上昇する。結露水のみを考慮した場合

は、結露水の浸透があると外表面近傍のみ含水率が上昇するが、降雨は結露に比べ一度に供給さ

れる水分量が非常に多いため、降雨を考慮した場合は含水率が上昇する範囲が広くなり、浸透し

た水分はより長い時間瓦内部にとどまる。含水率が高い時間が継続することは、温度低下にとも

なう結氷の可能性を高くすることにつながるため、降雨を考慮する方が結氷回数も多くなる。 
瓦の外表面から裏面まで結氷を生じた 12 月 29 日～30 日にかけての凍結・融解過程それぞれの

温度・液水含水率・含氷率の推移を図 7.3.8 に示す。凍結開始前は、外表面側の含水率が最も高く、

温度は最も低い。この部分で結氷を生じ始めると、含水率が低下するため、より高い含水率をも

つ近傍の領域から水分が流入し、氷晶として成長する。一方、結氷が生じた範囲は熱伝導率が著

しく増加し、外表面との温度差がほとんどなくなるため、低温の領域は裏面に向かって拡大して

いく。その過程で温度と含水率が結氷条件を満たすと結氷を生じ始める。ここで示した時間では、

瓦全体の温度が－3.5℃～－4.0℃程度まで低下したため、裏面付近の低含水率域にも結氷が生じた。 
②の結露水のみを考慮した場合は、同じ 12 月 29～30 日には外表面でのみ結氷を生じた。どち

らの場合も、外表面での最大含氷率はほぼ飽和に達しており、表面仕上げ層との界面で劣化を生

じる可能性はあると考えられる。 
 

表 7.3.3 ③降雨と結露による水分供給を考慮した場合の解析結果 
 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

外気の平均温度 [℃] 12.9 7.3 4.9 4.9 9.6 

外気の最低温度 [℃] 2.3 -0.7 -1.7 -4.2 -0.3 

外気温が 0℃を下回った回数 [回] 0 1 7 8 1 

外気側表面の最低温度 [℃] -0.6 -3.8 -4.8 -7.1 -2.9 

外気側表面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 24 19 7 

外気側表面の最大含水率 [vol.%] 25.94 25.93 25.93 25.98 25.98 

外気側表面の最大含氷率 [vol.%] 0 25.94 26.26 26.26 26.26 

裏面の最低温度 [℃] -0.3 -3.5 -4.5 -6.9 -2.8 

裏面温度が 0℃を下回った回数 [回] 1 13 24 19 7 

裏面の最大含水率[vol.%] 0.88 0.74 0.61 1.42 3.42 

裏面の最大含氷率[vol.%] 0 3.39 5.24 3.44 0 

内部の結氷回数 [回] 0 11 21 19 7 
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(a) 外気と外気側表面の温度推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(b) 各部の液水含水率推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(c) 各部の含氷率推移（11 月 1 日～1 月 15 日）

(d) 平均含水率と外気側表面からの液相水分流の推移（11 月 1 日～1 月 15 日） 

図 7.3.6 ③降雨と結露水による水分供給を考慮した場合の計算結果（11 月 1 日～1 月 15 日） 
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(a) 外気と外気側表面の温度推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

(b) 各部の液水含水率推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

 
(c) 各部の含氷率推移（1 月 16 日～3 月 31 日）

(d) 平均含水率と外気側表面からの液相水分流の推移（1 月 16 日～3 月 31 日） 

図 7.3.7 ③降雨と結露水による水分供給を考慮した場合の計算結果（1 月 16 日～3 月 31 日） 
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温度分布（凍結過程） 温度分布（融解過程） 

液水含水率分布（凍結過程） 液水含水率分布（融解過程） 

含氷率分布（凍結過程） 含氷率分布（融解過程） 

図 7.3.8 12 月 29 日 23:00～12 月 30 日 10:00 の瓦内部の温度・水分分布 
 

7.3.3 冬季の凍結融解頻度に関する検討のまとめ 

拡張アメダスの標準年気象データを用いて、京都市の冬季（11～3 月）の結氷発生頻度と凍結・

融解過程の瓦内部の温度と水分分布に関する検討を行った。 
本解析では雲量を考慮していないため、放射冷却の影響を最も受けやすい状況での結果となっ

ているが、151 日間の計算期間のうち、外気温が 0℃を下回る回数は 17 回であるのに対し、外表

面が 0℃を下回る回数は 69 回にも達する。しかし、降雨や結露水の浸透による含水率上昇、及び

低温時の吸湿がなければ結氷はほとんど生じない。結露水の浸透を考慮すると５ヶ月間で 30 回程
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度の凍結融解回数を生じ、さらに降雨水の浸透も考慮に入れると約 60 回の凍結融解回数となる。 
降雨は一度に多量の水分を供給するため、表面付近のみならず内部へも浸透し、結氷範囲を拡

大させる可能性がある。 
一方、結露に関しては流入水分量は少ないものの、頻度が多い。図 7.3.8 は、11～12 月の②結

露のみを考慮した場合の外表面から流入する水分流と、気象データから得られる降雨による水分

流の時期を示したものである。降雨がある時は、外気の相対湿度も高くなるため表面結露も生じ

やすいが、降雨がない時でも頻繁に結露は生じている。 
以上のことから、京都市のように比較的温暖な地域においても、放射冷却による温度低下と結

露、降雨による含水率の上昇により凍結が生じることは明らかである。また、その頻度は最大で

30～60 回であり、特に凍結発生回数には表面結露水の浸透が大きな影響をもつといえる。 
 

 

図 7.3.8 結露による水分流入と降雨による水分流の時期 
 

7.4 各種要因が凍結融解過程に与える影響に関する検討 

ここでは、前節の解析において降雨による水分供給があった約 2 日後に瓦の表面温度が－2℃程

度まで低下する 12 月 10 日 8:00～12 月 14 日 8:00 に着目して、材料物性や環境条件等の各種要因

が瓦内部の温湿度性状に与える影響について検討を行う。 
瓦内部の初期温度は 12 月 10 日 8:00 の外気温度である 8.4℃、含水率の初期値は前節で行った

計算結果から、同時刻の瓦内部の平均含水率 1.37[vol.%]（水分化学ポテンシャルで－1,600[J/kg]）
を一様に与えた。 
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7.4.1 材料の水分伝導率と表面仕上げ位置の影響 

(1) 検討対象 

2 章で述べた瓦の凍害に関する特徴として、「内部が密で透水しにくいものほど凍害を受けやす

い」「水分が蒸発しにくいほど凍害を受けやすい」ということがあった。 
第 5 章で述べた通り、飽和にごく近い領域で急激に水分移動係数の値が大きくなる瓦の性質を

考慮し、不飽和時の液相水分伝導率 λ’μl は、材料内の飽和度 (ψ/ψsat) の関数として、式(7.4.1)で
表されるものとした。 

( )
N

satl

l
satlsatlll aa ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
⋅−′+×=′

,
, ψ

ψ
ψλψλ μμ        (7.4.1) 

ここではパラメータ a を変え、低含水率での移動量が多い場合（(2)a=7.5×10-10）と少ない場合

（(3)a=0.8×10-10）について計算を行い、瓦内部の水分移動速度が結氷性状に与える影響を検討す

る。水分伝導率の実測値は、結果を比較しやすくするため全ていぶし瓦の値を用いる。 
また、水分蒸発の影響として、7.3 節で計算を行った瓦の外表面のみに仕上げ層がある場合と、

いぶし瓦のように外表面・裏面の両方に仕上げ層がある場合についても計算を行う。仕上げ層の

透水・透湿抵抗は、外表面のみの場合は釉薬瓦、外表面・裏面の両方の場合はいぶし瓦の実測値

をそれぞれ用いる。計算パターンを表 7.4.1 に、(1)～(3)の水分伝導率を図 7.4.1 に示す。 
 

表 7.4.1 水分伝導率と表面仕上げ位置の影響に関する計算パターン 

No. 

外表面 裏面 不飽和時の水分伝導率を決定

するパラメータ 備考 透水抵抗

[m2sPa/kg] 

透湿抵抗

[m2sPa/kg] 

透水抵抗

[m2sPa/kg]

透湿抵抗

[m2sPa/kg] a N 

Y(1) 

3.24×109 1.45×1011 4651.5 2.13×106 

2.5×10-10 500 上面にのみ透

湿・透水抵抗

（釉薬瓦） 

Y(2) 7.5×10-10 500 

Y(3) 0.8×10-10 500 

S(1) 

4.96×109 5.35×109 4.96×109 5.35×109 

2.5×10-10 500 両面に透湿・

透水抵抗 

（いぶし瓦）

S(2) 7.5×10-10 500 

S(3) 0.8×10-10 500 

 

   
図 7.4.1 (1)～(3)の水分伝導率（右は飽和度 0.9 以上の部分を拡大） 
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(2) 計算結果 

いずれの計算パターンにおいても、外気温が低下する 12 月 12 日と 13 日の深夜から早朝にかけ

て、瓦内部で結氷が生じた。例として S(1)における温度・液水含水率・含氷率の推移を図 7.4.2
に示す。瓦内部の温度差は小さいため、温度は外気と外表面（0mm）の値のみを示している。 

12 月 10 日の 10:00～11:00、13:00～14:00 に降雨があり、外表面近傍の液水含水率が急激に上昇

する。また、この日の日中は相対湿度が 90%近くと高いため、17:00～11 日 1:00 にかけては外表

面で結露が生じ、結露水の浸透による水分の流入が生じた。その後、12 月 11 日日中の温度上昇

に伴って外表面側から蒸発するとともに、瓦内部へ水分が浸透するため、外表面近傍の含水率は

低下し、中心から裏面にかけての含水率は上昇する。S(1)の場合、裏面にも仕上げ層があるため

水分は蒸発しにくい。このような含水状況で瓦の温度が結氷温度に達すると、凍結が起きる。 
 

 
(a) 温度推移 

 
(b) 液水含水率推移 

 
(c) 含氷率推移 

図 7.4.2 S(1)（両面仕上げ層・a=2.5×10-10）の温度・液水含水率・含氷率推移 
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含氷率の増加にともないその部分の液水含水率は低下するが、氷がすべて融解すると含水率は

ほぼ結氷開始前と同じ値となる。12 月 13 日の 2 回目の凍結過程では、瓦の裏面の含水率が上昇

していることと、外気温がより低下していることにより、瓦の裏面でも結氷が生じる。この時、

液水含水率は瓦全体で非常に低い値をとっている。 
瓦の内部で多量の結氷が生じている間は、凝固熱の発生により温度の低下が緩やかとなる（図

7.4.2(a)凍結過程）。逆に融解過程では、氷の融解に熱が使われるため、温度上昇が遅れる（図 7.4.2(a)
融解過程）。このように、瓦の内部で結氷が生じるか否か、また結氷する場合にはその量は、温度

とその時の含水率に依存する。また、その温度は、外気温や夜間放射、日射だけでなく結氷に伴

う潜熱の影響も受け決定される。 
図 7.4.3 に、各パターンにおける 2 回目（12 月 13 日深夜）の凍結過程の液水含水率分布の推移

を、図 7.4.4 に含氷率分布の推移を示す。 
各パターンとも 8 月 13 日 1:00 から 2:00 の間に凍結が始まっている。凍結が始まる直前の 1:00 
 
 片面仕上げ層 Y 両面仕上げ層 S 

(1) 

a = 

2.5× 

10-10 

(2) 

a = 

7.5× 

10-10 

(3) 

a = 

0.8× 

10-10 

図 7.4.3 12 月 13 日の凍結過程における液水含水率分布の推移 
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 片面仕上げ層 Y 両面仕上げ層 S 

(1) 

a = 

2.5× 

10-10 

(2) 

a = 

7.5× 

10-10 

(3) 

a = 

0.8× 

10-10 

図 7.4.4 12 月 13 日の凍結過程における含氷率分布の推移 
 
の液水含水率分布を見ると、低含水率域での水分伝導率が小さい（a が小さい）ほど、外気側の

狭い範囲で含水率の高い部分ができ、水分伝導率が大きいほどなだらかな分布となる。つまり、8
月 10 日の降雨の影響で外気側表面近傍の含水率が急激に飽和近くまで上昇した後、移動量が少な

ければ裏面の方へ移動するのが遅れ、瓦内部で含水率の高い部分と低い部分ができる。含水率が

高いと同じ温度でも結氷の可能性が高くなることに加え、結氷が生じた時の含氷率が高くなるた

め、含氷率が空隙率を超え破壊を生じる可能性が高くなるといえる。 
仕上げ層が上面にのみある場合は、仕上げのない裏面から乾燥が進むため、裏面近傍は非常に

低い含水率となり、凍結過程においても結氷は生じない。仕上げ層が両面にある場合は、裏面か

ら乾燥しにくいため、裏面近傍の含水率がそれほど低くならず、凍結過程では裏面まで結氷する。

裏面からの乾燥が進みやすいほど結氷のリスクは低下する。ただし、裏面に仕上げ層がない場合

は結露水や表面から回り込んできた水分が浸透しやすい。 
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本解析においては、外表面の透湿抵抗と透水抵抗に釉薬瓦といぶし瓦の実測値を用いた。両者

の透水抵抗は同程度であるものの、透湿抵抗は釉薬瓦の方が約 30 倍大きい。したがって、降雨時

に瓦に浸透する雨水の量は同程度であっても、雨がやんだ後に表面から乾燥する速さが大きく異

なる。図 7.4.3 (3) a =0.8×10-10の 1:00 の含水率分布が示すように、瓦内部の水分伝導率が小さい

時は、透湿抵抗が小さい方が表面近傍の含水率がわずかではあるが低くなる。外気温が 0℃付近

を上下するような温暖地では、このような含水率の違いが結氷するか否かに関わる大きな要因と

なる。したがって、いぶし瓦のように透水抵抗は大きく、透湿抵抗は比較的小さいような仕上げ

層は、瓦内部の水分蓄積を抑制し、凍結を防止する効果が高いと考えられる。 
図 7.4.5、図 7.4.6 に、片面仕上げ層の場合（Y）と両面仕上げ層の場合(S)のそれぞれの平均液

水含水率の推移を示す。 
いずれも、瓦内部での水分伝導率が大きい（a が大きい）方が、降雨時に内部へ入る水分量が

多くなり、平均含水率が高くなっている。これは第 6 章でも述べた通り、内部への浸透が遅い場

合は、表面から浸入しきれずに流れ落ちる雨水の量が増えるためである。しかし、降雨後の乾燥 
 

 
図 7.4.5 平均含水率の推移（片面仕上げ層 Y）

 
図 7.4.6 平均含水率の推移（両面仕上げ層 S） 
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過程においては、裏面の仕上げ層の有無が内部での水分移動速度に及ぼす影響は逆となる。裏面

に仕上げ層がなければ、仕上げ層がある場合と比較し裏面での蒸発量が多くなり乾燥が進むが、

内部での移動速度が速いと表面から浸透した水分は速やかに裏面に移動し蒸発するため、平均含

水率の低下が速い。一方、裏面にも仕上げ層がある場合は、裏面の透湿抵抗が高いため蒸発しに

くい。したがって、降雨時により多く水分が浸透した方が平均含水率も高い状態を維持するため、

凍結を生じる可能性が高くなる。裏面へ回り込んだ水の浸透を考慮せず、瓦裏面の空気層の湿度

が外気と同等で乾燥が促進される状況であれば、瓦の裏面に仕上げがなく内部の移動速度が速い

方が凍害を抑制できると考えられる。 

7.4.2 表面仕上げの欠損の影響 

(1) 検討対象と計算条件 

検討対象は、第 6 章で表面仕上げの欠損の影響を検討したいぶし瓦の中央部とする。ただし、

7.3 節で解析を行った上面のみに仕上げ層があり、中央に欠損がある場合を基本パターンとする。

本節では仕上げ層の影響を把握するため、裏面に仕上げ層がある場合についても計算を行う。図

7.4.7 に計算条件を、表 7.4.2 に計算パターンを示す。 
 

 

(a) 境界条件 (b) 差分刻み 

 

(c) 表面仕上げ層の欠損 (d) 解析範囲と出力範囲 

図 7.4.7 検討対象と計算条件 
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表 7.4.2 表面仕上げ層の影響の計算パターン 

No. 

外表面 裏面 

備考 
透水抵抗[m2sPa/kg] 透湿抵抗[m2sPa/kg]

欠損部 

面積割合 p

透水抵抗

[m2sPa/kg]

透湿抵抗

[m2sPa/kg] 

Y(4) 
6.48×109 

(欠損部 2.42×107) 

1.45×1011 

(欠損部 2.13×106)
0.0025 4651.5 2.13×106 上面に微小な欠損あり

S(4) 
9.92×109 

(欠損部 3.70×107) 

5.35×109 

(欠損部 2.42×106)
0.0025 4.96×109 5.35×109 上面に微小な欠損あり

 

(2) 計算結果 

降雨の直後、凍結開始前、融解後の液水含水率分布、凍結過程で温度が最低となる時の含表率

分布を図 7.4.8 に順に示す。 

 片面仕上げ層 Y(4) 両面仕上げ層 S(4) 凡例 

降雨直後 

12/10 14:00 

液水含水率 

分布 

 

液水含水率

含氷率 

 

単位[vol.%]

 

1 回目の 

凍結直前 

12/12 2:00 

液水含水率 

分布 
 

1 回目の 

凍結過程 

12/12 6:00 

含氷率 

分布 
 

1 回目の 

凍結直前 

12/13 1:00 

液水含水率 

分布 
 

1 回目の 

凍結過程 

12/13 6:00 

含氷率 

分布 
 

降雨 3 日後 

12/13 14:00 

液水含水率 

分布 

 

図 7.4.8 表面仕上げに欠損がある場合の液水含水率・含氷率分布 
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12月 10日の 10:00と 13:00から 1時間ずつ降雨があった直後では、表面近傍はほぼ飽和に近く、

中央にある仕上げ層の欠損の影響はそれほど見られない。しかし、降雨時に瓦内部へ浸透できな

かった水は水膜となり表面に付着するため、実際には降雨時間よりも長い間表面からの水分供給

が続く。その結果、1 回目の凍結の直前である 12 月 12 日の 2:00 には仕上げ層の欠損部から多く

水分が浸透したような含水率分布をとる。ここでは片面仕上げ層の方が透水抵抗が小さいとして

計算しているため、片面仕上げ層の方がいくぶん高い含水率を示している。この状態で瓦の温度

が低下し、温度と含水率の条件を満たした部分から結氷が始まる。瓦の温度が最低となる 12 月

12 日 6:00 の含氷率分布は、仕上げ層の有無による違いはあまりない。結氷が生じるのは表面か

ら 4～5mm の範囲であり、結氷が生じていない部分との境界が明確である。 
2 回目の凍結が始まる直前である 12 月 13 日 1:00 の含水率分布では、裏面の仕上げ層の有無に

よる違いが明確となる。片面仕上げ層の場合は裏面からの蒸発が多いため、外気側表面に近い含

水率の高い部分と裏面側の含水率の低い部分の差が明瞭である。両面仕上げ層の場合は裏面から

の蒸発量が少ないため、裏面付近の含水率が低下しにくい。さらに、瓦内部での水分移動量は含

水率が高くなるほど多くなるため、片面仕上げ層の場合と比べ、一様な含水率分布に近づく。こ

の状態で凍結が生じると、表面・裏面の温度差はほとんどないため、含水率の高い部分で結氷が

生じる。表面仕上げ層の欠損部分は蒸発量も多いため、この近傍では含水率が低下する。したが

って、周囲で結氷が生じていても欠損近傍は結氷を生じていない。 
凍結過程の途中 12 月 13 日 3:00 の瓦内部の含水率分布と液相水分流の向きを図 7.4.9 に示す。 
 

 片面仕上げ層 Y(4) 両面仕上げ層 S(4) 

12/13 3:00 

含氷率 

分布 

 

12/13 3:00 

液水含水率 

分布 

  

12/13 3:00 

液相水分流 

の向き 

図 7.4.9 凍結過程の含氷率・液水含水率・液相水分流の向き 

拡大 拡大 
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凍結過程では、最も温度が低下する外表面付近から凍結が始まり、結氷が生じた部分の含水率

は低下する。まだ凍結が始まっていない瓦の厚さ方向中央付近の含水率が最も高くなっている。

この時、含水率の高い方から低い方へ水分が移動するため、結氷が生じている部分にはさらに水

分が供給されることになり、含氷率の増加につながる。ただし、移動する過程で結氷条件を満た

せばその場所で結氷し、結氷した水は移動しない。瓦の結氷条件を満たす低温部の拡大速度と、

水分移動速度のバランスで結氷する範囲と量が決まる。また、本解析では仕上げ層中央の欠損部

から多くの水分が蒸発するため含水率が低下しやすく、仕上げ層付近では欠損部近傍に移動する

水分流がみてとれる。 
 

7.4.3 局所的な環境条件の影響 

(1) 検討対象 

7.2 節の表面結露計算で、外気側の対流熱伝達率や裏面空気層の温度が結露量と頻度に大きく影

響を与えることを示した。また、2.5 節で述べた複合劣化試験においては、１枚の瓦でも位置によ

り温度が異なることを示した。ここでは、瓦が実際に使用される状況を考慮し、局所的な環境条

件が瓦の凍結融解過程に与える影響を検討する。 
検討対象を図 7.4.10 に示す。対象は、４寸勾配の屋根の軒先を想定した瓦の先端 150mm の範

囲である。瓦の裏面下側は外気に接し、裏面上側は室内からの熱・湿気供給のある空気層に面し

ている。また、上面と軒の先端木口部分にのみ表面仕上げ層がある。仕上げ層には欠損はないも

のとする。 

 
図 7.4.10 局所的な環境条件の検討対象部位 

軒先を想定 

外気

室内から熱・湿気供給あり
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数値解析を行うにあたっては、瓦の厚さ方向を X 軸、勾配方向を Y 軸とする。境界条件は瓦の

上面を X1、裏面下側（外気に接する部分）を X2、裏面上側（空気層に接する部分）を X3、先端

木口部分を Y1、先端から勾配方向に 150mm の部分を Y2 とする。Y2 部分では厚さ方向の熱・水

分移動があるとし、Y 方向については断熱・断湿とする。 
 

(2) 境界条件 

境界条件を表 7.4.3 に示す。瓦の上面と先端では風速約 3.0[m/s]、軒裏では風速約 0.6[m/s]と想

定している。対流熱伝達率からルイスの関係を用いて湿気伝達率を計算する。 
境界 X1、Y1 では、天空、地面、壁面に対する形態係数を算出し、それぞれ放射による熱の移

動を考慮する。ここで地面、壁面は外気と同じ温度であるとする。境界 X2、X3 においては、放

射の影響は放射熱伝達率で考慮する。 
降雨時は X1 と Y1 から降雨の流入があるとし、結露が生じた時は Y2 を除くいずれの部分から

も結露水の浸透があるものとする。 
 

表 7.4.3 境界条件 

 記号 単位 
境界位置 

X1 X2 X3 Y1 Y2 

空気温度 T ℃ 外気 外気 外気+2℃ 外気 － 

対流熱伝達率 αc W/m2K 18.6 8.6 4.6 18.6 
断熱 

放射熱伝達率 αr W/m2K － － 4.6 － 

日射吸収率 as － 0.8 0.8 － 0.8 － 

長波長放射率 εs － 0.9 0.9 － 0.9 － 

透水抵抗 R’w m2sPa/kg 3.24×109 4651.5 4651.5 3.24×109 
断湿 

透湿抵抗 R’v m2sPa/kg 1.45×1011 2.13×106 2.13×106 1.45×1011 

 
(3) 計算条件 

外気には前節と同様、12 月 10 日 8:00～12 月 14 日 8:00 の気象データを用いる。瓦内部の初期

温度は 12 月 10 日 8:00 の外気温度 8.4℃であり、初期水分化学ポテンシャルは－1,600[J/kg]で一様

とした。 
 

(4) 計算結果 

本計算においても 12 日と 13 日の深夜 2 回結氷が生じた。結氷が生じた 13 日深夜について、結

氷が生じる直前の 1:00 の温度と液水含水率分布を図 7.4.11 に示す。 
外表面は放射冷却の影響を受け低温となるが、外気よりも温度が高い空気層に面した部分は温

度が高くなる。したがって、軒の先端（X1 と Y1 の交点）が最も低温となる。同じ瓦の中でも、

外表面で 1℃程度の温度差ができる。含水率は、外表面からも先端部からも雨水が浸透した軒の

先端部分が最も高い。温度が最も下がる部位で含水率が最も高くなっているため、結氷はここか

ら始まる。凍結過程の含氷率分布の推移を 1 時間ごとに図 7.4.12 に示す。時間の経過とともに、

含水率の高い部分で凍結が生じ、結氷範囲が拡大していく様子がわかる。 
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(a) 温度分布 

 
(b) 液水含水率分布 

図 7.4.11 12 月 13 日 1:00（凍結開始前）の温度・液水含水率分布 
 

 

含氷率

[vol.%]

(a) 2:00 (b) 3:00 

(c) 4:00 (d) 5:00 

図 7.4.12 凍結過程の含氷率分布の推移 
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7.4.4 各種要因が凍結融解過程に与える影響のまとめ 

ここでは、水分移動速度の違いや仕上げ層の有無、局所的な境界条件の違いが、瓦の凍結融解

性状に与える影響について検討を行った。 
雨水や結露水の浸透により外表面近傍の含水率が急激に上昇した後、瓦内部での水分移動が速

ければ裏面の方へ向かって素早く水分が移動するため、全体的になだらかな含水率分布となる。

逆に、内部での水分移動が遅ければ外表面付近の狭い範囲だけ高い含水率の状態を維持する。こ

の状態で温度が低下すると、含水率の高い部分から凍結が始まる。含水率が飽和に近い状態で凍

結を生じると、氷の圧力により凍害を受ける可能性がある。ただし、降雨時のように一度に多量

の水分が供給される条件下では、内部の移動速度が速い方がより多く水が浸入するため、裏面に

も仕上げ層があり、蒸発しにくい状況では長く含水率の高い状態が続き、凍結のリスクを高める。 
これらは、2 章で述べた「内部が密で透水しにくいものほど凍害を受けやすい」「水分が蒸発し

にくいほど凍害を受けやすい」という特徴と一致する。 
表面仕上げ層に欠損がある場合、ごく小さなものであっても、水分浸透量は多くなる。ただし、

この部分では蒸発も速いため、降雨や結露水の浸透が続かなければその近傍の含水率は低下する。

外気温が 0℃付近を上下するような温暖地では、このような含水率の違いが結氷するか否かに関

わる大きな要因となる。 
局所的な境界条件に違いがある場合には、下地のある部分とない部分、接する風の速さ、天空

へ開いているかどうか等の要因によって、１枚の瓦であっても温度分布ができることを確認した。

また、表面の欠損がなくても、降雨による水分が浸透しやすい部位で含水率が高い状態を維持す

ることを示した。軒瓦の先端部分は、この２つの要件を満たすため、結氷が最も生じやすいとい

える。 
 

7.5 第 7 章のまとめ 

本章では、温暖地における屋根瓦の凍害を引き起こす要因の一つとして、夜間放射による温度

低下と結露水に着目し、最初に京都市の気象データを用いて表面結露の頻度と量を数値解析によ

り推定した。現実に近い簡易なモデル化を行い、表面温度や結露量、結氷量のとる値の範囲や、

種々の要因の影響を量的に把握することに主眼を置いて検討を行った。 
ここで用いたような室内側からの熱供給を受けにくいモデルの場合、夜間放射の影響により表

面温度は外気温度よりも 3～4℃低下し、冬期は屋根表面で３日に１回程度の割合で結露が発生す

る可能性があることが明らかとなった。また、京都市のように冬季の外気温平年値が 0℃を上回

る温暖地においても屋根温度は 0℃を下回り、含水率が高ければ凍結が発生することが確認でき

た。 
屋根表面の温度を決定する要因としては、日射、夜間放射、対流熱伝達による熱移動が考えら

れるが、外部風が小さく対流による熱伝達が小さい場合には相対的に夜間放射の影響が大きく、

結露の頻度と量も著しく増加する。屋根の傾斜角による放射量の違いや日射による日中の表面温

度の違いは、結露頻度と量には大きな影響を及ぼさない。瓦裏面空間の換気量が少なく室内から

の熱流入が多い場合には、瓦の温度が高くなるため結露は生じにくい。 
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表面結露水がすべて瓦内部に浸透する場合には、瓦表面付近の含水率が飽和近くまで上昇する。

降雨水はさらに多量の水分を供給するが、頻度としては結露の方が多い。 
今回標準として用いた瓦の水分移動係数は、飽和付近で著しく大きくなるが低含水率時は小さ

な値であるため、瓦全体に水分が浸透するというよりも局所的に含水率が大きくなる傾向があっ

た。このような性質をもった瓦の場合、その部分で凍結が生じると結氷量が大きくなり、劣化を

引き起こす要因となると推察される。 
ここでは検討していないが、表面仕上げ層は水分移動だけではなく、色や材質によっては日射

反射率、長波長放射率が異なるため、夜間放射の程度にも影響を及ぼすと考えられる。また、瓦

は生産地により原料となる土の性質や焼成温度が異なり、内部の水分移動係数や飽和含水率（吸

水率）も異なると考えられる。それらの物性値がわかれば、本章で述べた一連の計算法で、ある

気象条件と建物条件下で瓦の結氷が生じるか否かを大略推測することができる。さらに、物性値

をパラメータとする解析を行うことで、凍害が生じにくい特性をもつ材料の開発へフィードバッ

クできる可能性もある。 
 

―――――――――― 

注釈 

（注 1） 
・屋根に旧省エネルギー基準（Ⅳ地域）程度の断熱（熱抵抗値 0.8[m2K/W]）が施工されている。 

・瓦裏面空気層と外気との間に換気がないという仮定のもと、野地板の熱抵抗や空間の熱伝達抵抗

を加味して定常計算を行うと、瓦裏面空気層内外での熱抵抗比は、外側：内側≒1:6.6 となる。冬季の

室内外温度差を 15℃とすると約 1.97℃外気よりも高くなるため、ここでは 2℃と設定した。 

―――――――――― 
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第 8 章 総括 

 
 
 
 
 

8.1 本論文のまとめ 

日本では、飛鳥時代から粘土瓦が製造され使用されており、瓦の凍害についても原料組成や吸

水率、空隙構造などの材料物性や製造方法の点では数多くの研究が行われている。 
本研究は、瓦における水分の移動と温熱環境から受ける影響に着目し、実気象条件下での建築

材料の劣化状況や耐久性を予測するための基礎として、瓦の凍結融解過程における温度と水分性

状を明らかにすることを目的としている。 
以下に各章の概要と得られた主な知見をまとめる。 

 
第１章では、既往研究のレビューを行い、本論文の目的を以下のようにまとめた。 

・ 表面仕上げ層をもつ粘土瓦の水分移動特性を、実験により把握すること 
・ 粘土瓦の凍害劣化の性状を調査と実験により明らかにすること 
・ 粘土瓦内部の凍結・融解過程における温湿度性状を、実験と数値解析により明らかにするこ

と 
・ 温暖地において、瓦内部で凍結が生じる条件を明らかにすること 
以上をふまえ、本論文の構成を示した。 

 
第２章では、文献調査、実地調査、ヒアリング調査、促進劣化試験により、粘土瓦の劣化の実

態と性状を明らかにし、第３章以降で取り扱う問題の抽出を行った。 
まず、主に瓦の凍害に関する既往の文献調査から、以下の点を明らかにした。 

・ 粒度組成等の原料土の性質、吸水率や飽和係数等の焼成後の瓦の性質と耐凍害性の関係につ

いて相当数の実験や研究が行われている。 
・ 耐凍害性試験では、試験条件下での耐凍害性と材料物性の関係について多くの知見が得られ

ているが、試験室での破壊性状が実際の使用条件下での破壊性状とは異なることも指摘され

ている。 
・ 実際の使用環境下における瓦の温度や含水状況、凍結を生じるために不可欠な水分の供給経

路に着目した研究はあまり行われていない。 
・ 瓦への水分浸透に大きく影響すると考えられる表面仕上げ層が凍結融解過程に与える影響

についてはほとんど言及されていない。 
京都市内の寺社を中心とした建物の塀瓦、屋根瓦について、特に水分に起因する劣化と考えら
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れる事例に着目した調査により、以下の点を確認した。 
・ 程度の大小はあるが、形状が複雑になっている部分で剥離や欠けが多く見られることから、

瓦の内部で凍結による応力が生じた場合、力学的に弱い部分で破壊が生じると考えられる。 
・ 剥離や欠けが生じている部分の周囲にはひびが入っているものが多く、吸湿・吸水による膨

張や凍結融解を繰り返すことにより、少しずつひびが入り、そこからさらに水が浸透し、そ

の水が凍結を促進し、破壊を生じると推測される。 
・ 冬期に 0℃以下の外気温が持続することが少なく、凍結・融解が繰り返されると考えられる

京都においては、大きな剥落というよりも薄く小さい表面剥離が多い。 
・ 水が滞留しやすいところで劣化が多く、周囲に樹木が多い場所では藻や苔の発生とともに、

剥離や欠けを生じている場合が多い。 
・ 降雨の場合には瓦の谷部分に水道（みずみち）ができて流れ落ちるが、表面結露した場合は

より広範囲にわたって水滴が付着する。 
・ 方位の影響に関しては、観察を行った多くの屋根や塀の勾配が緩く日射量に大きな差がなか

ったためか、明確な違いは見られない。 
水分の供給条件や環境条件を変えて行った促進劣化試験により、以下の点を確認した。 
・ 従来から行われている気中凍結水中融解法による凍結融解試験においては、最初にひび割れ

が生じ、そのひび割れ部分から水が浸透し、内部の結氷量が増加して、剥離・剥落が生じる。

既往の文献で指摘されているように、実態調査よりも凍結融解試験の結果の方が劣化の程度

が激しい。 
・ 部分的な吸水、結露水の滴下、降雨を模した噴霧など水分の供給条件を変えた凍結融解試験

では、実際の劣化の状況に近い表面の細かな剥離やえぐられたような形状の剥離などが生じ

た。また、水分の供給条件によって劣化の程度や劣化に要する時間が異なる。 
・ 複合劣化試験においては、風の当たり方や下地の有無、水分の付着状況によって１枚の瓦で

も部位により温度や水分の付着の状況が異なることがある。瓦の凍結融解過程を検討する際

には、瓦の施工法や接する空気、下地等の局所的な影響も考慮する必要がある。 
・ 凍結・融解過程では潜熱が発生するため、見かけ上の温度変化は小さくなる。 
以上の結果を元に、瓦の凍結融解性状に影響を与える要因として、本論文で検討すべき項目を、

①内部の水分移動速度、②表面仕上げ層、③外部風速、④周囲環境温湿度、⑤降雨、⑥放射冷却、

⑦表面結露、⑧表面の保水性、⑨外気温、⑩繰り返し回数 とした。 
 
第３章では、表面仕上げ層をもつ粘土瓦の水分特性を把握することを目的に、基本物性、水分

保持性能、水分移動係数の測定を行った。 
基本物性として乾燥密度、吸水率、細孔径分布の測定を行い、粘土瓦の JIS に準拠した吸水率

の測定では、素地本来の性質ではなく、仕上げ層の透水抵抗の影響も含めた値が得られることを

指摘した。細孔径分布の測定からは、－0.1～－0.25℃で結氷を生じる 1～3[μm]の直径をもつ細孔

が全体の７割を占めることを確認した。 

また、相対湿度 96%以下の低湿域での平衡含水率と 99.8%以上の高湿域での保水性の測定を行

い、高湿域で平衡含水率が急激に増加することを確認した。 

水蒸気と液水の両方について、表面仕上げの有無による移動係数の違いを測定し、いぶし瓦と
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釉薬瓦では、素地（実質部）の透湿率や水分伝導率、仕上げ層の液水に対する水分伝導抵抗は同

程度であったが、透湿抵抗は釉薬層の方がいぶし瓦の炭素膜よりも約 30 倍大きいことがわかった。

また、仕上げ層をもつ材料における飽和時の水分伝導率については測定方法の提案を行い、試料

内部に閉じこめられた空気が透水の抵抗となる可能性があるという問題点を明らかにした。 
 
第４章では、第３章の飽和時の水分伝導率測定において問題となった空気の影響について、メ

カニズムの推測と数値解析による影響の定量化を試みた。 
簡単なモデルを用いて数値解析を行った結果、瓦内部の空気が抜けにくく、圧縮され圧力が上

昇するような状況では、水分浸透へ与える空気の影響が大きいことを明らかにした。 
特に空気の影響が問題となるのは、透水係数の測定のように両面から水圧がかかり空気が抜け

にくい状況の時である。この場合、空気の存在を考えずに測定を行うと値を低く見積もる可能性

があるため、物性値の測定という本来の目的が達せられない。測定前に試料内の空気を十分に抜

くことと、測定開始時に試料内部が十分に飽和していることを確認する必要がある。 
 
第５章では、多孔質材料内部の水分化学ポテンシャルと凝固点降下の関係、凍結・融解を生じ

る系の水分収支式、エネルギー収支式の導出過程を示し、数値解析手法について述べ、さらに以

下の点について検討を行った。 
・ 水分の凍結・融解が生じる系においては、結氷により熱伝導率は著しく増加すること。 
・ 透湿率、透水係数の測定値から、温度依存性も考慮した移動係数を理論的に導出すること。 
・ 場所についての差分刻みが小さくても、時間刻みを小さくすることなく安定した解が得られ

る常微分方程式を用いた解析的手法を用いること。 
・ 仕上げ層のある材料表面における熱・水蒸気・液水移動の扱い方 
・ 従来の解析では扱われていない飽和付近の扱い方 

 
第６章では、表面仕上げ層をもつ瓦内部の水分移動について、実験と数値解析により性状の把

握を行った。 
実験では、全体に表面仕上げ層をもついぶし瓦と、仕上げ層が一部にしかない釉薬瓦では、同

じ時間降雨環境に曝されていても異なる水分分布をとることがわかった。特にいぶし瓦では、目

視で確認できる表面仕上げの欠損部と水分浸透部分は必ずしも一致せず、先端部や差し込み部な

ど部分によって水分の浸透量が異なる傾向が見られた。数値解析により、表面仕上げを通して一

定の水分が流入すること、表面仕上げ層の透水抵抗の分布や内部の空隙構造のむら等に起因する

水分移動速度の違いにより含水率分布が異なる可能性を示した。釉薬瓦では、釉薬層のない部分

から水分が多く流入し、時間の経過とともに釉薬に覆われている部分へ浸透していく様子が実験

により確認された。 
雨の降り方についての検討も行った。急激に多量の水分が供給されると、内部への拡散が追い

つかず表面付近が飽和近くに達し、内部へ流入できない水分は流下する。そのため、積算降水量

が同じであっても、長時間にわたる弱い雨の場合より短時間に強く降る雨の方が、瓦内部へ流入

する水分流は少なくなる。 
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第７章では、温暖地における屋根瓦の凍害を引き起こす要因の一つとして、夜間放射による温

度低下と結露水に着目し、実気象条件下で屋根瓦が凍結する可能性と凍結融解性状の検討を行っ

た。 
まず、京都市の気象データを用いて表面結露の頻度と結露量を算定した。室内側からの熱供給

を受けにくい場合には、夜間放射の影響により表面温度が外気温度よりも 3～4℃低下し、冬期は

屋根表面で３日に１回程度の割合で結露が発生する可能性があること、冬季の外気温平年値が

0℃を上回る温暖地においても屋根温度は 0℃以下となり、含水率が高ければ結氷を生じる可能性

があることを明らかにした。 
また、外部風が小さく対流による熱伝達が小さい場合には、相対的に夜間放射の影響が大きく

結露の頻度と量も著しく増加すること、屋根の傾斜角による放射量の違いや日射による日中の表

面温度の違いは結露頻度と量に大きな影響を及ぼさないこと、瓦裏面空間の換気量が少なく室内

からの熱流入が多い場合には瓦の温度が高くなるため結露・結氷を生じにくいことを示した。 
次に、表面結露水と雨水の流入を考慮した解析を行った。降雨は多量の水分を供給するが、頻

度としては結露の方が多く、結露水の浸透は瓦表面付近の含水率を飽和近くまで上昇させること

が確認された。また、仕上げ層の位置や透水・透湿抵抗、瓦内部の水分伝導率が含水率・含氷率

分布に与える影響について検討した。水分伝導率が飽和付近では著しく大きくなるが低含水率領

域では小さい瓦の場合、水分は瓦全体に浸透するというよりも局所的に含水率が高くなり、温度

低下にともなってその部分でのみ結氷が生じる。これは、第２章で示した表面付近の剥離に対応

すると考えられる。 
 

8.2 今後の課題と展開 

本研究に着手したきっかけは、滋賀県の住宅の屋根瓦の表面における丸い欠けに気づいたこと

であった。瓦職人の間では常識ともいえる瓦の凍害、それが関西地方のように日本では比較的温

暖と考えられる（積雪寒冷地でない）場所で起こりうるのか、どのような条件がそろえば結氷が

生じ、破壊に至るのかを定量的に明らかにすることが目的であった。 
本論文では、日射や夜間放射、降雨や結露といった環境条件と結氷が生じる瓦内部の温度と含

水状況を明らかにしたが、瓦の内部で生じ、成長する氷晶により受ける応力と破壊にいたるメカ

ニズムまでは明らかにしていないため、今後は力学的な検討を加えることで、より適切に材料の

凍害劣化を予測することが可能となると考えられる。 
 
耐凍結融解性を確認する直接試験については、３つの異なる方法を用いたが、従来のように瓦

全体を水中で融解・吸水させる方法よりも、部分的な吸水、結露水の滴下、降雨を模した噴霧等、

一様ではない水分の与え方をする方が、より実際に近い劣化が観察されることが示唆された。本

論文では性状の確認にとどまっているが、瓦の耐凍害性を適切に評価する試験方法として、今後

検討されるべき課題であるといえる。 
 
瓦の透水係数測定においては、飽和を期した実験であっても測定作業中に試料内部に空気が混

入し、その空気が透水の妨げとなる可能性があることを示した。装置に取り付けてから十分に時
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間を置いてから測定を行ったり、空気が抜けやすい上方に透気抵抗の大きな層を設けない、水分

流の向きを逆にするなど、空気の影響を最小限にとどめる工夫が必要である。また、本論文の解

析では考慮しなかったが、全面が透気抵抗の高い仕上げ層で覆われている材料などでは、実気象

条件下の水分移動においても空気の影響を受けることもあると考えられるため、注意を要する。 
 
本論文では、粘土瓦を対象に劣化性状の調査、熱水分移動特性の測定、数値解析による気象条

件下での温度と含水率、含氷率分布の推定を行った。 
粘土瓦は地域によって原料土や製法などが異なり、表面仕上げ層の色や材質、内部の水分移動

係数や吸水率等も異なると考えられる。本研究で述べた一連のアプローチにより、熱と水分に関

する材料物性値がわかれば、ある気象条件と建物条件下で瓦の結氷が生じるかどうかを大略推測

できる。さらに、その結果を凍害を生じにくい特性をもつ材料の開発へとつなげることができる。 
また、本アプローチは、粘土瓦以外の他の多孔質建築材料にも適用可能なものと考えられる。 
今後は、降雪や風速・風向などの気象要素、風圧係数や断熱性能等の建物条件を取り入れるこ

とで、積雪寒冷地を含む広範な地域と建物・部位への展開が可能となると考えられる。 
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記号表 

 

a 水分伝導率を与えるパラメータ [-] N 水分伝導率を与えるパラメータ [-] 

A 屋根面の方位角 [rad] Na 空気のモル数 [kmol] 

as 瓦表面の日射吸収率 [-] P 圧力 [Pa] 

AS 太陽方位角 [rad] Po 大気圧 [Pa] 

Aw 吸水率 [%] Φ 空隙率 [-] 

C' 透湿係数 [kg/(m2･s･Pa)] Psuc(ψ) 吸引圧 [Pa] 

c  比熱 [J/(kg･K)] Pv 水蒸気圧 [Pa] 

Cpa 空気の定圧比熱 [J/(kg･K)] Pvs(T) 温度 T [K]における飽和水蒸気圧 [Pa] 

d 直径 [m] Q 熱量 [J] 

Dew 水滴付着量 [kg/m2] r 半径 [m] 

f 大気の水蒸気圧 [mmHg] R' 透湿抵抗 [(m2･s･Pa)/kg] 

g 重力加速度 [m/s2] Ra 理想気体のガス定数 [(Pa･m3)/(kmol･K)] 

G Gibbs 自由エネルギー [J/kg] Rh 水平面降雨量 [mm/s] 

Gv 透湿量 [kg/s] rk ケルビン半径 [m] 

H 水の相変化熱 [J/kg] R'p 透水抵抗 [(m2･s･Pa)/kg] 

HLO 下側水槽高さ [m] Rr 屋根面上の雨量 [mm/s] 

HMP メスピペット水位 [m] Rv 水蒸気のガス定数 (= 461.643) [(Pa･m3)/(kg･K)] 

hsun 太陽高度 [rad] S エントロピー [J/(kg･K)] 

HUP 上側水槽水位 [m] t 時間 [s] 

I エンタルピー [J/kg] T 絶対温度 [K] 

Ja 大気放射による熱流 [W/ m2] T0 自由水の結氷温度 (=273.16) [K] 

Jdn 法線面直達日射量 [W/m2] ta 吸着層厚さ [m] 

JG 地表面からの放射熱流 [W/ m2] Tfr 結氷温度 [K] 

Jh 全天日射量（水平面） [W/ m2] U 内部エネルギー [J/kg] 

Jr 瓦表面からの放射熱流 [W/ m2] μfr 結氷化学ポテンシャル [J/kg] 

Jroof 屋根面幅 1m あたりの水分流量 [m3/ms] Ur 雨滴の落下終速度 [m/s] 

Jsh 水平面天空日射量 [W/ m2] Uw 水平方向の外部風速 [m/s] 

Jsolar 日射による熱流 [W/ m2] V 体積 [m3] 

Jw 水分流量 [kg/( m2･s)] v 風速 [m/s] 

k0 固有透過度 [m2] VM 水の比容積 [m3/kg] 

ksat 飽和時の透水係数 [m2/s] W 仕事量 [J] 

L 厚さ [m] WF 水膜厚さ [m] 

Lk 試料厚さ [m] Wf 水膜厚さ [mm] 

m 質量 [kg] x 位置 [m] 

Mjk j 相から k 相への相変化量 [kg/(m3･s)] X 絶対湿度 [kg/kg’] 

Mw 水の分子量 [kg/kmol] α 総合熱伝達率 [W/(m2･K)] 
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α’ 湿気伝達率 [kg/(m2･s(kg/kg’))] θw 水と材料の接触角 [rad] 

α’T  温度勾配による湿気伝達率[kg/(m2･s･K)] λ 熱伝導率 [W/(m･K)] 

α’μ 水分化学ポテンシャル勾配による湿気伝達率

 [kg/(m2･s･(J/kg))] 

λ’ 湿気伝導率 [kg/(m･s･Pa)] 

λ’p 水分伝導率 [kg/( m･s･Pa)] 

αc 対流熱伝達率 [W/(m2･K)] λ’T 温度勾配による水分伝導率 [kg/(m･s･K)] 

α'm 湿気伝達率（水蒸気圧勾配）[kg/(m2･s･Pa)] λ’μ ポテンシャル勾配による水分伝導率 

[kg/(m･s(J/kg))] β 雨滴の水平面に対する傾斜角 [rad] 

γ 表面張力 [N/m] μ 自由水基準の水分化学ポテンシャル [J/kg]  

δ 降雨の方位角と屋根面の方位角の差 [rad] ρ 密度 [kg/m3] 

ΔP 試料上下圧力差 [Pa] ρG 地表面の日射反射率 [-] 

ε 長波長放射率 [-] ρw 水の密度 [kg/m3] 

φ 相対湿度 [-] σ ステファン・ボルツマン定数(=5.67×10-8 ) 

[W/(m2･K4)] η 粘性係数 [Pa s] 

θ 屋根面の傾斜角 [rad] ψ 容積基準含水(氷)率 [m3/ m3] 

θag 水銀と材料の接触角 [rad] 

添え字 

w 水分 g 水蒸気 

b 固体実質部 m 瓦 

s 表面 G 地面 

out 外気側 in 通気層側 

sat 飽和 d 乾燥 

l 液水 i 氷 
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